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  【一般会計】

（款）１．議会費　（項）１．議会費　（目）１．議会費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

９３

1
1

９３

 

2

主　要　な　施　策　の　成　果

385,304 決 算 額 の 財 源 内 訳

380,290 一般財源

380,290

議 会 事 務 局

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市議会各会派の市政に関する調査研究を推進し、議員活
動の充実を図るため、月額３０，０００円に会派構成議員
数を乗じた額を会派に対して交付した。

なお、必要経費を支出した後、残余がある会派からは､
当該残余額の返還を受けた。

政務活動費 ６，５７５

 ２． ○「いせ市議会だより」発行
　　市議会活動を市民に広報するため、「いせ市議会だよ
  り」を発行、各戸配布した。
　　年間発行　４回
○市議会放映
　　市議会活動を市民に広報するため、市議会本会議と予
  算・決算特別委員会をケーブルテレビで録画放送した。
　　会議があった日の翌日午後２時と午後７時からの２回
  放送及び定例会終了日の翌々日午後８時から再放送
　　本会議放映　　　　　　　　 20日分
　　予算・決算特別委員会放映　　9日分

議会広報経費 ８，２３１
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）１．一般管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

963 3,816 21,288

    （単位  千円）

決算書
       頁

９５

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

９５

1

平成26年度に策定した行財政改革指針に基づく取組項目
（取組期間：平成29年度までの4年間）の進行管理を行っ
た。

平成26年度の取組結果を伊勢市行政改革推進委員会及び
市議会(各常任委員協議会)に報告し、ホームページを通じ
市民に公表した。

３８

施 策 の 成 果

行財政改革推進事
業

情 報 調 査 室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

2,093,300 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,013,405 一般財源

1,987,338

 １． 「ふるさと未来づくり条例」が施行となり、制度を本格稼
動した。

各小学校区に「地区担当職員」を配置し、事業の運営に
必要な情報提供や助言を行うなど、まちづくり協議会の取
組みを支援するとともに、その取り組みに対する地域住民
の理解促進を図り自治意識を啓発するための講演会等を開
催した。
また、「まちづくり協議会」が実施する事務事業の財源

として、ふるさと未来づくり資金を交付した。

　・事務運営費・活動事業費（基本額）（23組織）
　　　　　　   79,057,534円
　・一括交付金化事業
　　　　　　　 68,975,200円　（11組織）
　　　計　    148,032,734円
 
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　160,456,000円
　・新たなまちづくり講演会
　・まちづくり人材養成講座
　・市民活動補償制度
　・ふるさと未来づくり資金　など
【過去２ヵ年度の実績】
　平成26年度　76,075,245円（設立済 23組織(24学区））
　　事業全体　84,152,794円
　平成25年度　48,817,287円（設立済 18組織(19学区））
　　事業全体　52,304,306円
　
【事業を取りまく状況等】
・条例が施行され市の制度としての位置づけも新たに本格
稼動したが、財政支援については、緩やかな移行期間とし
て選択性を設けており、調整が必要な地域がある。
・今後、更なる地域自治を進め、地域の特性に合った活動
と課題解決のための支援策を検討する必要がある。

地域自治推進事業 １５０，８１４

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額

2



決算書
1        頁

９５

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

地域住民のコミュニティ活動の推進を図るため、地域活
動の活性化及び地域内の情報伝達手段として自治会コミュ
ニティ放送設備等を整備する自治会に対して補助金を交付
した。
　交付金額　　 112,135,000円（37自治会）
　＜内訳＞
　・拡声放送　　12,128,000円（11自治会）
　・戸別受信機　99,727,000円（24自治会）
　・メール配信　　 280,000円（ 2自治会）

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額   114,266,000円
　・拡声放送設備整備事業
　・戸別受信機放送設備整備事業
　・メール配信設備整備事業

【過去２ヵ年度の実績】
　平成26年度　　　45,991,000円（29自治会）
　・拡声放送　　   6,328,000円（11自治会）
　・戸別受信機　  38,190,000円（14自治会）
　・メール配信　   1,473,000円（ 4自治会）
　平成25年度 　　 76,485,000円（17自治会）
　・拡声放送　　   5,800,000円（ 3自治会）
　・戸別受信機　　56,201,000円（ 9自治会）
　・メール配信　  14,484,000円（ 5自治会）

【事業を取りまく状況等】
平成25年度から27年度までの3年度を補助制度施行期間

としていたが、本事業により放送設備を導入した自治会で
は自治会内の情報伝達に有効に活用されている。

コミュニティ活性化のために必要な制度であり、補助率
を変更して、引き続き3年間制度を継続し、今後結果を検
証した上で方向性を決定していく。

 ２．
自治会コミュニ
ティ放送整備補助
事業

１１２，１３５
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）４．人材育成推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

104

    （単位  千円）

決算書
       頁

９７

1

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）６．広報広聴費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,092

    （単位  千円）

決算書
       頁

９７

1
1

９７

2
2

９７

3

11,983 決 算 額 の 財 源 内 訳

11,130 一般財源

11,026

職 員 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市職員としての意識の向上及び必要な知識の習得を
図るため、一般研修を行った。また、職員の職務遂行能力
を高めるために、専門研修等に派遣した。
（１）実施実績
　①一般研修（人材育成カレッジ除く）
　　研修数２３回　　受講者数　　　２，０９６名
　②一般研修（人材育成カレッジ）
　　研修回数３３回　受講者数　　　１，１９２名
　③派遣研修
　　研修数５９回　　受講者数　　　　　１４１名
（２）研修評価（受講者自身による評価）
　①業務向上度
　　　研修全体　８５．７％
　　　一般研修　８５．６％
　　　派遣研修　９０．２％
　②意識向上度
　　　研修全体　６７．５％
　　　一般研修　６６．９％
　　　派遣研修　７８．０％

職員研修事業 １１，１３０

54,529 決 算 額 の 財 源 内 訳

52,659 一般財源

49,567

広 報 広 聴 課

事 業 名 決 算 額

２９，４５６

 ２． 行政情報番組［お知らせ番組（毎週更新）と特集番組
（毎月更新）］を制作し放送した。特集番組では、分かり
やすく親しみを持っていただくことを目的に、タレントを
リポーターとして起用し、YouTubeへの掲載も行った。

ＣＡＴＶ広報いせ
放送事業

１７，０６１

 ３． 各所属からの情報をいち早く掲載するとともに、モバイ
ル端末での利便性向上、ウェブアクセシビリティに準拠し
たホームページ環境の整備に努めた。

インターネット情
報発信事業

３，５６５

施 策 の 成 果

 １． 「広報いせ」を毎月１日と１５日に発行し、市政方針や
事業計画・各種制度の概要、行事予定、市民活動情報など
を広く市民に広報し、理解と協力を求めるとともに、市民
参画意識の高揚に努めた。

広報いせ発行事業
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）８．電算事務管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

94,228 38,242

    （単位  千円）

決算書
       頁

９７

1
1

９７

2
2

９７

3

464,476 決 算 額 の 財 源 内 訳

322,900 一般財源

 ２． 財務会計・文書管理・人事給与・庶務事務・グループ
ウェア等の行政情報システム（内部情報系）、インター
ネットシステム及びネットワークシステムの保守管理等を
行い、各システムの安定稼働を図った。

また、回線不具合等の発生時においても業務が継続でき
るよう、インターネット回線の冗長化を行った。

行政情報システム
管理経費

４７，４７５

190,430

総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 住民基本台帳、税及び福祉サービス等の基幹システムで
ある総合住民情報システムの保守管理等を行い、システム
の安定稼働を図った。

また、市税等に関する各種帳票の印刷業務並びに総合住
民情報システムの稼働において必要となる各種資料・情報
を作成するためのイメージデータの読取業務やデータ穿孔
業務等について、外部委託を行い、業務を適正に履行し
た。

さらに、社会保障・税番号（マイナンバー）制度に対応
するため、総合住民情報システムの改修や団体内統合利用
番号連携サーバ、ネットワークの構築、団体内連携につい
て確認を行う総合テスト等を行った。

住民情報システム
管理経費

２６１，８６４

 ３． ウィルス対策システム、セキュリティパッチ配信システ
ムの機器更新や、ウィルス対策ソフトの更新等を行い、市
民の大切な情報資産の安全管理と情報セキュリティの維
持、向上を推進した。

ＩＴセキュリティ
対策事業

８，３５６

5



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）９．企画費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

5,200 150 3,213

    （単位  千円）

決算書
       頁

９９

1
1

９９

2

 １． 920 市制施行10周年を迎えるにあたり、合併の成果を検証す
るとともに今後のまちづくりの参考とするため、アンケー
ト調査を実施した。
回答結果　回答数1,686人（3,500人中）回答率　48.2％

市制施行10周年記
念事業

９２０
　

30,107

情 報 調 査 室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

212,116 決 算 額 の 財 源 内 訳

38,670 一般財源

 ２． 平成26年４月に総務省から要請があった公共施設等総合
管理計画の策定にあたり、外部委員７名で構成される伊勢
市公共施設等総合管理計画検討委員会を開催した。また、
パブリックコメント及び住民説明会を実施し、平成28年３
月に『伊勢市公共施設等総合管理計画』を策定した。

職員が公共施設マネジメントに関する必要な知識を習得
するため、研修会へ参加した。
　検討委員会開催経費　192,840円
　研修会参加旅費　　　 10,080円

【当初予算における内容、計画】
　公共施設マネジメント事業　817,000円
　　・公共施設等総合管理計画の策定
　　・住民説明会の開催
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成26年度　　116,120円
　　・公共施設等総合管理計画検討委員会の開催等
  平成25年度　　361,406円
　　・公共施設マネジメント講演会の開催等

【事業を取りまく状況等】
平成26年４月に総務省から「公共施設等総合管理計画の

策定要請」があり、これまで対象としてきた学校、集会施
設等の建物の他、道路・橋りょう等のインフラ資産や公営
企業の施設（上水道・下水道等）等も含め、「公共施設等
総合管理計画」を策定することが必要となった。

公共施設マネジメ
ント事業

２０３
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    （単位  千円）

決算書
       頁

９９

1

９９

2
2

９９

3
3

９９

4

 １． 伊勢市のまちづくりの基本理念を明らかにするととも
に、様々なまちの課題の解決に向けて、市としてどう取り
組んでいくかという方針を示すことを目的に、平成26年に
策定した第２次伊勢市総合計画の進行管理を総合計画審議
会における審議を経て実施した。

○伊勢市総合計画審議会を３回開催

総合計画推進事業

定住自立圏構想推進要綱に基づき、本市を中心市とし
て、生活圏や経済圏を共にする鳥羽市・志摩市・玉城町・
度会町・大紀町・南伊勢町・明和町の３市５町で形成する
伊勢志摩定住自立圏について、圏域の関係者17名で構成さ
れる懇談会における協議等を経て、圏域が目指す将来像及
びその実現のために必要な具体的取組等を明らかにする
「伊勢志摩定住自立圏共生ビジョン」の変更を行った。

また、取組内容の拡充を図るため、圏域市町の首長を構
成員とする伊勢志摩定住自立圏推進協議会における協議等
を経て、定住自立圏形成協定の変更を行った。

○平成27年６月
　伊勢志摩定住自立圏共生ビジョンを変更
○平成28年３月　２市５町と協定変更
○伊勢志摩定住自立圏推進協議会（総会）を開催
○伊勢志摩定住自立圏共生ビジョン懇談会を２回開催

１１５定住自立圏構想推
進事業

 ４．
伊勢志摩サミット
推進事業

 ２．

企 画 調 整 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

１９８

 ３． 平成17年11月の４市町村による合併から10年が経過する
ことから、市町村合併の検証を行うとともに、記念ロゴ
マークの作成、記念式典の開催等、市制施行10周年記念事
業を実施した。

○市制施行10周年記念事業　39事業
○記念式典の開催
・開催日：平成27年11月１日（日）
・場所：伊勢市観光文化会館　大ホール
・内容：表彰（伊勢市民功労賞・伊勢市民スポーツ賞）
　　　　ビデオ上映「映像で振り返る伊勢市の10年」
　　　　小中学生による「やさしいまち伊勢市」への提案
　　　　市内中学校合唱部と来場者全員による合唱

市制施行10周年記
念事業

５，８３３

平成27年7月31日に、サミットの開催を契機として、市
民及び事業者の「おもてなし」の心を育むとともに、伊勢
を訪れる方々を「おもてなし」の心を持って温かく迎える
ことにより、何度も訪れたくなる魅力あるまちにすること
を目的として「伊勢志摩サミット伊勢おもてなし会議」を
設立した。
○伊勢志摩サミット伊勢おもてなし会議　５回開催

また、この地域でサミットが開催されることを広く周知
し、伊勢市を訪れる国内外の方々に対する様々なおもてな
し事業に取り組んだ。さらに、国内外のメディア等に対し
てサミット情報だけでなく、伊勢市の観光、食、歴史等の
情報を発信してもらうように働きかけた。

１２，０６９
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    （単位  千円）

決算書
       頁

９９

    （単位  千円）

決算書
       頁

９９

1

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 出会いの場を望む独身男女を対象に出会いイベントを開
催した。
イベント名：「人気スイーツ大集合！バレンタインパー
ティー」
参加人数６０人（男性３０人・女性３０人）

出会い・結婚支援
事業

３００

消 防 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
伊勢志摩サミット
推進事業

１１，２９６
11,296 平成２８年５月２６、２７日に開催される伊勢志摩サ

ミット（先進７カ国（Ｇ７）首脳会議）に向け、消防機関
としてテロ対策や火災、救急、救助対策に必要な消防用資
機材等の充実を図った。

また、県内外から消防部隊の応援を受けメディアセン
ター等の消防特別警戒を行うため、伊勢市朝熊町地内に現
地警戒本部となる仮設施設の設計業務委託についても行っ
た。
【資機材の充実】
　○感染防止衣
　○救命ボート
　○軽量空気ボンベ　など
【仮設施設の設計業務】
　○仮設施設借上げに係る準備業務委託
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）10．男女共同参画推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

200

    （単位  千円）

決算書
       頁

９９

1,741 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,668 一般財源

1,468

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 主に市民の意識啓発のための取り組みを、市民団体「Ｎ
ＰＯ男女共同参画れいんぼう伊勢」に委託して実施した。
また、企業への啓発のため、事業所訪問と企業向け研修講
座の開催、及び事業所等における男女共同参画の取り組み
を促進するため、積極的に取組んでいる事業所等を表彰し
た。
  市民向けの取組み
   ・映画祭、講演会、各種講座、街頭啓発など
　 ・広報いせへ啓発記事掲載
　企業向けの取組み
　 ・企業訪問　１８社
　 ・企業対象研修講座　1回開催 参加者２０人
　 ・男女共同参画推進事業者等の表彰
　　○女性の活躍推進「きらり」賞
　　認定特定非営利活動法人ときわ会　藍ちゃんの家
    ○仕事と生活の調和実践賞
　　株式会社　ぎゅーとら
    ○特別賞
　　四郷地区まちづくり協議会

男女共同参画推進
都市事業

１，３８９
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）17．財産管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

811 9,500 1,777

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０３

1
1

１０３

2

180,823

228,910 決 算 額 の 財 源 内 訳
一般財源

 １． 本庁舎等管財契約課が所管する施設の効率的な管理及び
老朽化対策を図るため、改修工事を行った。
（主な概要）
　佐八車庫及び水防倉庫浄化槽改修
　　小型合併処理浄化槽１０人槽　１基
　

庁舎等整備経費 ６，０８９

168,735

管 財 契 約 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 築５１年が経過した本庁舎本館の長寿命化及び市の防災
拠点としての耐震性能の向上等を図るため、平成２６年度
に策定した庁舎改修基本計画に基づき、平成３０年夏季の
完工に向けた整備を進めている。

（主な概要）
　本庁舎改修設計業務委託　　　一式　１件
　　平成２７～平成２８年度
　一時移転先改修工事設計業務　一式　１件
　一時移転先仮事務所設置工事　一式　４件
　　平成２８年度へ繰越
　　※一時移転先：小俣総合支所、御薗総合支所、旧消防
　　　本部及び消防署、旧さくらぎ保育所、東庁舎（仮事
　　　務所設置工事は平成２８年度施行予定）

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１０，００６千円
　　・一時移転先改修工事設計業務　一式
　補正予算額　４０，２９７千円
　　・本庁舎改修設計業務委託　　　一式
　　・一時移転先仮事務所設置工事　一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２７年度新規事業のため、実績なし

【事業を取りまく状況等】
老朽化等現在の庁舎が抱える問題を解消し、市民等が安

心及び満足できるような環境づくりが早期に求められてい
る。
　
　
　

本庁舎改修事業 ２４，８３６
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１０３

1

二見総合支所 生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 二見総合支所が所管する施設の適正な管理のため、必要
な整備を行った。

・二見総合支所キュービクル電力ヒューズ取替え工事
                                            ６０千円
・二見総合支所非常用自家発電設備修繕工事
                                          ７３４千円
・二見総合支所庁舎外部通路手摺補強工事
                                      １，５３１千円
・二見総合支所厚生室間仕切設置工事        ２１４千円
・二見総合支所ほか飛散防止フィルム貼付工事
                                      ３，６２４千円

庁舎等整備経費 ６，１６３
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）19．市民交流推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

22,286

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０５

1
1

１０５

2
2

１０５

3
3

１０５

4
4

１０５

5
5

１０５

6

平成１６年４月にいせ市民活動センターを開設し、同年
７月から指定管理者制度を導入して運営している。平成２
４年度から第４期目（５ヵ年）に入り、特定非営利活動法
人いせコンビニネットが管理運営を行っている。
　平成２７年度指定管理料　１１，９２４，３２４円

市民活動促進事業 １２，６３３

97,587 決 算 額 の 財 源 内 訳

94,601 一般財源

72,315

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

 ２． （一財）自治総合センターからの助成金を財源とし、コ
ミュニティ組織である自治会等に補助金を交付した。
　〔交付団体数〕自治会･･･４団体
　　　　　　　　まちづくり協議会･･･１団体

コミュニティ助成
事業補助金

 ３． 市と自治会が協働して地域社会の活性化を図るため、自
治会が各地域において主体的に取り組む事業に対して、補
助金を交付した。
 〔交付団体数〕７７団体

元気なまちづくり
協働事業補助金

４，５６７

２２，２００

市民が「見て」、「参加して」楽しめる行事を通じて、
市民の一体感の醸成を図るとともに市民文化の向上に寄与
し、ふるさとづくりの推進を図ることを目的に開催した。
〔開催日〕１０月１０日（土）、１１日（日）
〔会場〕高柳商店街周辺～県道鳥羽松阪線～伊勢市駅周辺
〔参加団体数〕延べ２５８団体（６，３００人）
〔来場者数〕約１５万人

８，３８６伊勢のまつり開催
事業

活性化活動事業補
助金

市制施行１０周年とまちづくり協議会の全地区設立を記
念し、市民の健康増進、参画、交流を図ることを目的に開
催した。
〔開催日〕８月６日（木）
〔参加者数〕１，８００人

ラジオ体操みんな
の体操会開催事業

７３０

 ４． 市内で活動する地域グループや活動団体が、元気で活気
溢れる地域づくりに貢献し、市民自治の担い手として継続
的に活動できるよう、その経費の一部を補助した。
〔交付団体数〕５団体
〔交付金額〕３５２，０００円

 ５．

 ６．

４０３
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）20．自治区振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０５

1
1

１０５

2
2

１０５

3
3

１０７

4
4

１０７

5

110,039 決 算 額 の 財 源 内 訳

１４，７０７

109,368 一般財源

行政の運営を円滑に且つより効果的に行うため、行政情
報等の伝達を行った。地区連絡員事業 ５５，７９１

 ２． 市内１７５自治会の活動について、行政委員等その候補
者推薦業務等、依頼事項に対する謝礼を交付した。区長謝礼事業 ７，３７０

109,368

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

 ４． 地域のコミュニティ活動の場を確保することや自治会の
負担軽減、集会所の長寿命化のため、自治会等が活動拠点
として所有し、維持管理する集会所の建設、改築、修繕及
びバリアフリー改修を行った自治会に補助金を交付した。
　交付金額　　      　30,070,000円（10自治会）
　＜内訳＞
　・建設　　　　　　　13,818,000円（ 3自治会）
　・改築　　　　　　　14,000,000円（ 2自治会）
　・修繕　　　　　　　 1,483,000円（ 3自治会）
　・バリアフリー改修　　 769,000円（ 2自治会）

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額  　       38,470,000円
　・建設・改築　　　　 32,470,000円（ 6自治会）
　・修繕　　　　　　　　5,000,000円（ 5自治会）
　・バリアフリー改修　　1,000,000円（ 1自治会）

【過去２ヵ年度の実績】
　平成27年度からの新規事業のため実績なし
　
【事業を取りまく状況等】
　・従前の制度と比較して補助金額や補助事業の内容を
　拡充し、自治会の負担軽減を図っている。
　・コミュニティ活動の場である自治会集会所の確保、
　維持が、地域コミュニティの活性化にもつながること
　から、今後も本事業を継続していく必要がある。

自治会集会所建設
事業補助金

３０，０７０

 ３． 地域における自治活動を支援・推進するため市内９４自
治会に助成金を交付した。振興助成金事業

 ５． 市内１６５自治会が加盟する伊勢市総連合自治会の事業
活動を支援するため補助金を交付した。総連合自治会運営

補助金
１，４３０
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）21．国際交流事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,770 15

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０７

1
1

１０７

2

4,868 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,499 一般財源

2,714

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市国際交流協会を通じ、国際交流の趣旨普及、情報
提供及びボランティア活動の推進に努めた。また、新たな
取組みとして、国際感覚の醸成を目的とした国際交流フェ
スティバルを開催した。

国際交流推進事業 １，９２３

 ２． 外国人住民の生活を支援するための事業として、「外国
人をサポートするための避難所運営訓練」や市内外国人世
帯への情報提供等を行った。

多文化共生事業 ２，５７６
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）23．防犯活動推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

65

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０７

1
1

１０７

2

 ２． 夜間の犯罪を防止し、安全な市民生活の確保を図るた
め、自治会が実施する防犯灯の整備に対して補助金及び助
成金を交付した。平成24年度から概ね10年計画で、経済
面・環境面・効率面で優れたLED防犯灯への取替えを推進
していく。
　　　合計　　　35,613,890円（16,340灯）
　　　内訳　整備 2,673,000円（98灯）
　　　　　　修繕 2,024,450円（1,788灯）
　　　　　　LED取替 14,847,840円（1,469灯）
　　　　　　電気 16,068,600円（12,985灯）

防犯灯設置等補助
金

３５，６１４

52,047

危 機 管 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

61,828 決 算 額 の 財 源 内 訳

52,112 一般財源

 １． 「伊勢市防犯活動の推進に関する条例」の目的を達成す
るため、地域安全活動を推進した。

○地域安全講習会の開催
　　各自治会・老人会等を対象に地域安全講習会を開催
　し、防犯意識の高揚と自主的な防犯活動の啓発に努め
　た。
　　・平成27年度の講演会開催回数　15回　466名参加

○街頭啓発活動の実施
　　振り込め詐欺及び街頭犯罪被害防止のため、伊勢警察
　署員及び伊勢度会地区生活安全協会職員と街頭啓発を実
　施した。
　　・平成27年度の街頭啓発活動実施回数　26回

○地域安全展の開催
　　伊勢度会地区生活安全協会と共催で、伊勢まつり会場
　内に「地域安全展」のコーナーを設け、幼児から高齢者
　を対象に防犯・暴力団排除意識の高揚に努めた。
　　開催日　平成27年10月11日(日)
　　内　容　・防犯啓発チラシ及び啓発物品の配布
　　　　　　・似顔絵
　　　　　　・防犯機器等の展示
　　　　　　・その他啓発用品の配布

防犯啓発事業 ４，０８４
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）24．交通対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

5,497 2,300 28

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０９

1
1

１０９

2
2

１０９

3
3

１０９

4
4

１０９

5

決 算 額 の 財 源 内 訳

103,765 一般財源

95,940

交 通 政 策 課

128,042

 １． 鉄道駅周辺市営駐輪場の巡回・整理や、平成２６年７月
１日に施行された伊勢市自転車等の放置防止及び適正な処
理に関する条例の規定により、自転車等放置禁止区域（伊
勢市駅、宇治山田駅周辺）、鉄道駅周辺市営駐輪場、その
他公共の場所の放置自転車の撤去を行い、美観の確保、駐
輪場利用者の利便性の確保並びに道路の安全通行の確保に
努めた。
　放置自転車撤去
　　実施場所　自転車等放置禁止区域、駅周辺駐輪場、
　　　　　　　その他公共の場所
　　撤去台数　５０５台

 ５． 沼木地区では、高齢化が進み、車など自ら移動手段を持
たない高齢者が多く、買い物、通院などの市民生活を行う
上で、公共交通（沼木線）では支障をきたしていたため、
地域住民の主体的な取り組みにより、交通弱者（高齢者、
小中学生等）の移動手段を確保した。
　自主運行バス運行事業　　　　１０，２９８，５２９円
　 ・自主運行バス運行業務　　　 ８，１３９，３４５円
　 ・その他の経費　　　　　　　 ２，１５９，１８４円
　○利用者数　６，７８０人

自主運行バス運行
事業

１０，２９９

 ２． 宇治山田駅周辺等は、駐輪場に収容しきれない自転車等
が路上にも駐車され、道路の安全な通行に支障をきたして
いるため、駅周辺の駐輪場整備工事を行った。
（概要）
　　駐輪場整備　　　　　一式　　３件
　◇社会資本整備総合交付金事業

駐輪場整備事業
（交付金）

駐輪場管理事業 ９，９０９

 ４．

４，０３４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

路線バス運行維持
事業

５，９１１

コミュニティバスの運行により、現況の鉄道・バス路線
網を最大限活用することで、市全体における公共交通体系
を構築し、市民生活の利便向上を図った。

また、地域住民との検討会や、学識者・運行事業者との
伊勢地域公共交通会議により、多様化するニーズや、限ら
れた財源の中で、より効果的・効率的な公共交通サービス
を提供するため、運行の在り方を検討した。
　コミュニティバス運行事業　　６７，４４３，３１７円
　 ・コミュニティバス運行業務 ５９，６５１，６３１円
　 ・コミュニティバスデマンド運行業務
                            　　５，８３２，６８６円
　 ・伊勢地域公共交通会議負担金 １，９５９，０００円
　○利用者数　７９，８８３人
　　（バス：７５，９０１人、デマンド：３，９８２人）

コミュニティバス
運行事業

６７，４４３
 ３．

廃止路線代替バスの運行を維持し、地域住民の交通手段
の確保を行った。
　廃止路線代替バス（玉城線）　　５，９１０，８４０円
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）26．地域住民生活等緊急支援費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

286,235 1,000 49,136

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０９

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０９

397,919 決 算 額 の 財 源 内 訳

336,371 一般財源

 １． まち・ひと・しごと創生法第10条に基づき策定した地方
版総合戦略「伊勢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の
基礎とするため、国の「長期ビジョン」を勘案しつつ、伊
勢市における人口の現状と将来の展望を提示する「伊勢市
人口ビジョン」の策定を行った。なお、策定に当たり調査
分析等策定支援業務を株式会社百五経済研究所に業務委託
した。また、「伊勢市人口ビジョン」の周知を図るため製
本印刷し、庁内及び関係団体に配布するとともに研修を
行った。
　伊勢市人口ビジョンの策定
　　・策定支援業務委託料　8,929,368円
　　・印刷製本費　534,600円
　　・消耗品費　　24,300円
　伊勢市人口ビジョン研修会の開催
　
【当初予算における内容、計画】
　繰越予算額　11,576,000円
　　・伊勢市人口ビジョンの策定
　　・策定内容の製本版配布による周知
　※当初予算は計上なし
　
【過去2年間の実績】
　新規の事業であるため実績なし

【事業を取りまく状況等】
　・平成26年12月に「まち・ひと・しごと創生長期ビジ
　　ョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が
　　閣議決定され、これらの内容を踏まえ、伊勢市にお
　　ける人口の現状と将来の展望を提示する「地方人口
　　ビジョン」を策定することが必要となった。

地方版総合戦略策
定事業

情 報 調 査 室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

危 機 管 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 子どもを災害から守るために必要な知識や備蓄のテク
ニックをハンドブックとして取りまとめ、妊婦から５歳児
（未就学児童）の保護者を対象に配布した。
作成部数　９，０００部

こどものための防
災対策強化事業

３，３２２

９，４８８
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１０９

1
1

１０９

2

 ２． 6,640 伊勢市が市民及び国内外の人々から選ばれる自治体とな
るべく、市の地域資源・魅力の認知度向上を目指すシティ
プロモーションの方向性を定めるため、伊勢市シティプロ
モーション推進計画を策定した。

また、伊勢市ロゴタイプデザイン制作業務の受託者を企
画コンペを経て選定し、伊勢市のロゴタイプを制作した。

○平成28年２月
　伊勢市シティプロモーション推進計画を策定
○伊勢市シティプロモーション懇談会を４回開催
○ワークショップを開催
○平成28年３月　伊勢市ロゴタイプの制作

【当初予算における内容、計画】
　繰越予算額　１５，２６７千円

・シティプロモーション懇談会開催に係る経費（５回
分）
　　（委員報償金、委員費用弁償、会議用お茶等）
　・地域資源の調査及びロゴタイプ策定に係る委託経費
　・計画書冊子の印刷製本に係る経費
　※当初予算額（６，２７７千円・企画費において計上）
　　は、国一次補正により平成２６年度予算対応とした
　　ことから、執行せず。
【過去２ヵ年度の実績】
　予算執行なし（平成27年度からの新規事業のため）
【事業を取り巻く状況等】

シティプロモーションの意義を職員へ浸透させるととも
に市民の方に理解いただいたうえで、計画に基づいた効果
的なプロモーション活動を実施する必要がある。

シティプロモー
ション推進事業

企 画 調 整 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． まち・ひと・しごと創生法に基づき、国及び県の総合戦
略を勘案し、また「伊勢市人口ビジョン」が描く将来像へ
向け、人口減少の克服、持続可能な地域づくりを実現する
ため、平成27年10月、伊勢市まち・ひと・しごと創生総合
戦略を策定した。策定にあたり、産官学金労言の各分野の
関係者で構成される地方創生有識者会議における協議及び
パブリックコメントを実施した。

○平成27年10月
　伊勢市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定
○伊勢市地方創生有識者会議を４回開催

【当初予算における内容、計画】
　繰越予算額　１，８４６千円
　・地方創生有識者会議開催に係る経費（６回分）
　　（委員報償金、会議用お茶等）
　・総合戦略冊子の印刷製本に係る経費
　※当初予算額（１，０９０千円・企画費において計上）
　　は、国一次補正により平成２６年度予算対応とした
　　ことから、執行せず。
【過去２ヵ年度の実績】
　予算執行なし（平成27年度からの新規事業のため）
【事業を取り巻く状況等】

地方創生有識者会議を構成する関係者のほか、地域の各
団体と連携し、地方創生に資する取組を継続的に進めるこ
とが必要である。

地方版総合戦略策
定事業

２６０

６，６４０
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１０９

1
1

１０９

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０９

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０９

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 少子化対策及びシティプロモーションの一環として、伊
勢市独自の婚姻届及び出生届を作成し提供するとともに、
地域の生活情報や観光情報等を発信した。これにより、結
婚等に対するイメージアップと地域のＰＲを図った。

市 民 交 流 課

 １． 4,206 地球温暖化の防止及び地域における消費喚起に寄与する
ため、太陽光発電システム設備設置に対し１件あたり１６
０千円を上限に補助金を交付した。
　・補助金　２７件　４，１９７千円

太陽光発電普及促
進事業

４，２０６

 ２． 結婚を希望する人等の相談業務、出会いの場の情報提
供、結婚に向けたセミナー研修等を行う場として「いせ出
会い支援センター」を開設した。
　利用状況　来所数　795件
　　　　　　電話　　126件
　　　　　　メール　134件　　　　合計　1,055件
　セミナー開催　４回　延べ２１名

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　 10,000,000円
・センター設置工事料　　2,500,000円
・センター運営委託　　　4,100,000円
・センター賃借料　　　　2,400,000円
・備品購入費　　　　　　1,000,000円

【過去２ヶ年度の実績】
　平成２７年度からの新規事業のため実績なし

【事業を取りまく状況等】
結婚を希望する人等の相談業務、出会いの場の情報提

供、結婚に向けたセミナー研修等を行う場としてセンター
を開設し、市民の好評を得ている。今後は、出会いの場が
より効果的なものとなるよう支援していく必要がある。そ
の為には、対象者のニーズを把握すること、財源の確保が
課題である。

出会い・結婚支援
事業

１０，０４４

シティプロモー
ション推進事業

１，７２９

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 34,756 毎年、介護保険特別会計にて実施している介護用品支給
事業に加え、平成２７年度のみ、介護保険において要介護
２～５に認定された高齢者等（施設入所者を除く）に対
し、介護に必要な紙おむつ・尿取りパッド、紙パンツ、清
拭剤、ドライシャンプー、防水シーツ、口腔ケア用の介護
用品の購入費用の一部をクーポン券により補助した。
　　支給者数　１，００１人

介護用品支給事業 ３４，７５６

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１０９

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０９

1

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

 １． 【施策の成果】
寝たきり若しくは排泄の告知が困難な心身障がいのある

人に対し、紙おむつ等の購入に要する経費の一部を助成し
ているが、地域住民生活等緊急支援のための交付金を活用
し、この助成を拡充し、地域住民生活を支援するととも
に、消費喚起を図った。
　　支給者数　１０人

介護用品支給事業 ２２９

こどものための防
災対策強化事業

１，２２０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

施 策 の 成 果

 １． 災害時における備えを強化するため、全ての保育所、認
定こども園、放課後児童クラブに防災備品の備蓄を行っ
た。
　・対象施設数　保育所　　　　　　　　　　２８施設
　　　　　　　　認定こども園　　　　　　　　４施設
　　　　　　　　放課後児童クラブ　　　　　２７施設
　・備蓄品　　　おかゆ　　　　　　　　　５５０食
　　　　　　　　非常備蓄用クラッカー　　６３０袋
　　　　　　　　飲料水　　　　　　　　　８８８本
　　　　　　　　災害用トイレ処理剤　５，３００回分
　　　　　　　　カセットコンロ　　　　　　５２台
　　　　　　　　ＬＥＤランタン　　　　　　７１個
　　　　　　　　備蓄ラジオ　　　　　　　　３０台
　　　　　　　　アルミシート　　　　１，１４０枚

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１０９

1
1

１１１

2

 １． 地元中小企業者等の販売意欲ならびに消費者の購買意欲を
高め、官民連携による地域経済の活性化を図るため、国の
「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」に呼応し、
伊勢商工会議所（協力事業者：小俣町商工会）がプレミア
ム付商品券を発行する事業に補助金を交付した。
　補助金額　１５０，０２５千円
　発行総額　７２０，０００千円（発行冊数　60,000冊）

【当初予算における内容、計画】
　繰越予算額　128,500千円
　　販売額　500,000千円（額面総額　600,000千円）
　　発行冊数　50,000冊
　　1冊あたりの販売額　10,000円（額面12,000円）
　　プレミアム率20％（プレミアム分総額100,000千円）
　　事務経費　16,500千円
　　商品券銀行換金手数料（2％）　12,000千円
　※当初予算は計上なし
【過去２ヵ年度の実績】
　　なし
【事業を取りまく状況等】
　・商品券の販売を往復はがきによる購入予約申込制で先
　　着順で受付を行ったところ、受付開始日から2日目に
　　終了となったことから、1万冊追加発行した。
　・市内登録店は大型店35店舗、小規模店835店舗であ
　　り、商品券の利用内訳は大型店約51.1％、中小規模店
　　で48.9％であった。
　・新規の消費喚起額が3億8,099万円と試算された。
　・アンケート調査から、今回の商品券事業が商業活性化
　　に役立ったと回答した消費者が56％を超え、次年度以
　　降も実施を期待する声があった。
　

プレミアム付き地
域商品券発行支援
事業

１５０，０２５

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 平成２９年に「第２７回全国菓子大博覧会・三重」が伊勢
市で開催されることから、菓子産業等の振興発展・地域経
済の活性化等が期待できるため、全国菓子大博覧会・三重
実行委員会に対し負担金を支出した。
　開催支援負担金　１５，０００千円

全国菓子大博覧
会・三重開催支援
事業

１５，０００
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１１１

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０９

1
1

１０９

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

１０９

1

 １． 災害時における備えを強化するため、市内のすべての幼
稚園に防災備品の備蓄を行った。

　・対象施設数　　　公立幼稚園　　　　　　　４園
　　　　　　　　　　私立幼稚園　　　　　　　９園
　・備蓄品　　　　　簡易トイレ　　　　　　３６台
　　　　　　　　　　トイレ処理剤　　５，５００回分

決 算 額 施 策 の 成 果

９，５７３

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　◆おもてなし多言語化促進事業
外国人観光客の受入に対応するため、市内飲食施設、宿

泊施設等のメニュー等の多言語化の促進を行った。
　◆「伊勢っ子」育て事業

次世代育成の観点から、将来を担う伊勢の子どもたち
が、観光客とふれあうことにより、伊勢という地の魅力に
気づいてもらうことを目的とし事業を実施した。

平成27年度については、主に観光客にお茶などを配布す
るなどのおもてなしを行った。
　◆外宮参道行灯改修事業

外宮参道に灯りを通じた交流と賑わいを創出することを
目的に外宮参道発展会と協働で行灯を設置した。

　主な事業の決算額
　・おもてなし多言語化促進事業　　　２，９４１千円
  ・「伊勢っ子」育て事業　　　　　　　　６３２千円
　・外宮参道行灯改修事業　　　　　　６，０００千円

おもてなし推進事
業

 ２． 観光誘客を促進させるため、近隣地域、大都市、遠隔地
において、「雑誌等への広告掲載」「バス車体への広告掲
出」「長距離バス会社とのタイアップによるバス利用キャ
ンペーンおよびウェブを活用した情報発信」を行った。

観光情報発信事業 ３９，８８４

観 光 誘 客 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市を訪れる旅行者へ、土産等を購入する商品券を発
行した。三重県が実施する宿泊補助との相乗効果により、
伊勢市を旅行先として選択する動機付けの一つとなった。

伊勢お得旅事業 ２８，８００

こどものための防
災対策強化事業

５０３

教 育 総 務 課

事 業 名
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（款）２．総務費　（項）２．徴税費　（目）１．税務総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

204,798 7,745

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１１

1

（款）２．総務費　（項）２．徴税費　（目）２．賦課徴収費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

677

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１１

1

317,384 決 算 額 の 財 源 内 訳

313,678 一般財源

収 納 推 進 課

 １． 納税者の利便性向上のため、市県民税(普通徴収)、固定
資産税・都市計画税、軽自動車税について、口座振替納付
を行っている。
　・口座振替での収納税額
　　　　　　　　　　  　４，８８９，４３６，６３４円
　・支出経費
　　金融機関口座振替取扱手数料　１，６４６，４０１円
　　ゆうちょ銀行郵便振替取扱手数料　　７７，６１０円
　　ゆうちょ銀行自動払込取扱手数料　１８０，６９０円

口座振替事務費 １，９０５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

125,696 決 算 額 の 財 源 内 訳

117,269 一般財源

116,592

課 税 課

 １． 適正・公平な課税を行うため、以下の主要な業務を行
い、その経費を支出した。

○固定資産土地評価及び地番図・家屋図修正業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６，８３８千円

土地分合筆、家屋新増築及び滅失等に伴う地番図・家屋
図データの更新と固定資産評価システムへの取り込みと平
成３０年度評価替え作業のため

○土地鑑定評価（時点修正）業務委託　１０，０４４千円
平成２７年度評価替え用に決定した鑑定評価額は、平成

２６年１月１日の価格基準日における評価額のため、地価
下落等に伴う変動を反映させ、現状に則した価格とするた
めの時点修正（平成２７年７月１日時点）

○家屋評価計算業務委託　　　　　　　  ５，１６６千円
家屋評価計算及び家屋平面図等、計算の根拠となる資料

のイメージデータ作成

○ラックマウント型サーバ購入　　　　　１，２９４千円
固定資産税賦課業務にかかる地番図・家屋図用サーバの

更新

固定資産評価シス
テム経費

４３，８２３

101,135
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１１１

1
1

１１１

2

（款）２．総務費　（項）３．戸籍住民基本台帳費　（目）１．戸籍住民基本台帳費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

39,520 149 44,034

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１３

1

 １． 納税者の利便性向上のため、市民税(普通徴収)、固定資
産税・都市計画税、軽自動車税について、コンビニエンス
ストアでの収納を行っている。
　・コンビニエンスストアでの収納税額
　　　　　　　　　  １,０４７，５２９，３９０円
　・支出経費
　　　収納代行手数料　　　５，２７０，８８８円
　　　電話回線使用料　　　　　　５０，００８円

コンビニ収納経費 ５，３２１

 ２． 48,728 高額滞納者等、整理困難事案を三重地方税管理回収機構
へ移管し、収納率の向上を図った。

  （徴収第一課分：高額困難案件を担当）
　　・移管実績
　　　　移管件数　　　　　　　　　　　　６０件
　　　　移管総額　　　　６８，４０７，１９３円
　　　　　　　　　　　　　（H27年度移管事案分）

　　・収納額実績　　　１０３，８２０，６４１円
　　　　　　内訳　　　　３９，５６６，９３８円
　　　　　　　　（H26年度移管事案に係る収納額）
　　　　　　　　　　　　６４，２５３，７０３円
　　　　　　　　（H27年度移管事案に係る収納額）
　　・負担金
　　　　均等割額　　　　　　　１００，０００円
　　　　処理件数割額　　　８，４００，０００円
　　　  徴収実績割額　　　８，４４４，０００円
　　　　　　　計　　　　１６，９４４，０００円

　（徴収第二課分：少額案件を担当）
　　・移管実績
　　　　移管件数　　　　　　　　　　　２９７件
　　　　移管総額　　　　６７，１６９，６４９円
　　　　　　　　　　　　　（H27年度移管事案分）

　　・収納額実績　　　　６９，９３９，４６８円

徴収管理一般経費 ４８，７２８

150,962

戸 籍 住 民 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 戸籍住民課の窓口業務等を民間事業者に委託した。
・ 委託内容 　  戸籍届出・住民異動届の受付・入力業務
　　　　　　　  証明書交付請求の受付・発行・交付 等
・ 履行期間　　平成27年１月１日～平成29年12月31日
　　　　　　　（３年間）

戸籍住民関係窓口
業務等委託事業

５７，３０９

270,076

収 納 推 進 課

事 業 名

決 算 額 の 財 源 内 訳

234,665 一般財源

決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）２．総務費　（項）６．監査委員費　（目）１．監査委員費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１７

1

31,573 決 算 額 の 財 源 内 訳

30,632 一般財源

30,632

監査委員事務局

事 業 名 決 算 額

 １． 公共工事の品質の確保・向上に役立てるため、随時監査
として工事監査を３件実施した。監査の執行にあたっては
専門知識を有する外部に委託したことにより、監査手法の
向上を図った。

設計金額１０億円未満の工事１件、３００万円以上１億
円未満の工事２件

　監査実施工事名
　　　一色町津波避難施設新築工事
　　　豊北漁港有滝物揚場保全工事
　　　秋葉山トンネルほか修繕工事

工事等技術調査委
託経費

９９

施 策 の 成 果
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）１．社会福祉総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

271,190 370,819 26,447

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１９

1

1,600,135 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,569,368 一般財源

900,912

生 活 支 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成２７年度より施行の「生活困窮者自立支援法」に基
づき、生活困窮者が抱える複合的な生活課題を包括的支援
により解決することを目的として、必須事業と任意事業を
実施した。

１　自立相談支援事業（必須事業）
　　　相談者数　実２８４人（延べ３６８件）
　　　　うち自立相談支援プラン作成　　実　２７人
　　　　　　生活保護申請　　　　　　　実１１１人
　 　　　　 他法他施策や情報提供のみ　実１４６人
　
２　住居確保給付金の給付事業（必須事業）
　　　実５世帯支給　延べ２１か月分を給付
　　　給付金額合計　６６２，９００円
　　　就職決定者数　３人

３　就労準備支援事業（任意事業）
　　　支援者数　１５人
　　　相談回数　延２１９回
    　就職者数　３人

４　学習支援事業（任意事業）
    　対象者　　小学生から高校生相当　延べ９４人
　　　訪問件数　延べ８４人　３３２回
    　継続支援　延べ４０人

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　２３，０４２，０００円
　・生活困窮者自立相談支援事業　６，７２７，０００円
　・住居確保給付金の給付事業　　６，１３６，０００円
　・就労準備支援事業　　　　　　７，６３５，０００円
　・生活困窮家庭学習支援事業　　２，５４４，０００円
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成２６年度（生活困窮者自立促進支援モデル事業）
　・自立相談支援モデル事業
　　　相談者数　延べ３９４件
　・就労準備支援及び就労訓練モデル事業
　　　支援者数　２６人
　　　相談回数　延べ１３１回
　　　就職者数　３人
　・学習支援モデル事業
　　　対象者　　中学生と高校生　５４人
　　　訪問件数　４１人　延べ６６回
　　　継続支援　２０人
　※（平成２５年度　実施なし）

【事業をとりまく状況等】
・平成２７年度に生活困窮者自立支援法が施行されたこと
に伴い、自立相談支援員１名を新たに配置し、生活困窮者
自立支援事業実施体制を整備した。

生活困窮者自立支
援事業

１６，０８７
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１１７

1
1

１１７

2
2

１１７

3
3

１１７

4
4

１１９

5

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
福祉ボランティア
育成事業

１４，３９３
ボランティア活動を活性化し、地域福祉の理念「支え合

い・助け合いによるまちづくり」を進めるため、伊勢市ボ
ランティアセンターの活動を支援した。

平成27年度からは、ボランティアコーディネーターを３
名に増員し、情報の発信、養成講座の開催、災害ボラン
ティアネットワークの推進、ボランティア登録・斡旋、ボ
ランティア養成、活動団体への助成などを実施した。
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　17,580,000円
　決算額　　　14,392,733円
【過去2ヵ年の実績】
　平成26年度　決算額　　　　　　　　14,482,224円
　　※うちリニューアルに伴う費用　　　 748,224円
　平成25年度　決算額　　　　　　　　 9,997,647円
【事業を取り巻く状況等】

少子化、高齢化、人口流出等が懸念される中、地域包括
ケアシステムの下、「自助・共助」による地域づくりが進
められている。今後、支え合い、助け合いによるまちづく
りを進め、地域力を高めていくうえで、地域で活動するボ
ランティア、地域の担い手づくりと地域内の連携が課題と
なっている。

 ５． 地域福祉の理念に基づく地域のふれあい・支え合いによ
るまちづくりを実現するため、伊勢市社会福祉協議会に対
し地域福祉事業推進のための負担金を支出し、市民の多様
な福祉ニーズに対応できるよう努めた。

社会福祉協議会運
営事業負担金

８５，０００

 ２． 民生委員・児童委員、主任児童委員が各地域で実施する
日常の見守り活動、相談・助言活動、資質向上のための研
修活動を支援した。

民生委員・児童委員の活動費を見直し、見守り活動等へ
の支援を強化した。
　委員数　２９２名（平成28年3月31日現在）

民生委員児童委員
活動経費

２１，２３１

 ４． 指定管理者による管理運営を実施し、利用者の利便性向
上に努めた。また、建設後20年以上を経過しているため、
毎年、設備等のメンテナンスを行うとともに、老朽化によ
る施設の不具合を解消した。
【主な施設改修の状況】
　・管理棟空調機更新工事　　15,109,200円
　・雨漏り修繕工事　　　　　 5,906,520円

ハートプラザみそ
の等管理事業

６０，２２３

指定管理者による管理運営を実施し、利用者の利便性向
上に努めた。また、昭和63年建設以降、相当年数を経過し
ているため、毎年、設備等のメンテナンスを行うととも
に、老朽化による施設の不具合を解消した。
【主な施設改修の状況】
　・１階・２階廊下照明取替工事　　1,410,480円

 ３．
福祉健康センター
管理事業

３３，５９９
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決算書
5        頁

１１９

6
6

１１９

7
7

１１９

8
8

１１９

9

 ７． 日常生活において判断能力に不安のある認知症高齢者、
知的障がい者、精神障がい者の方に対する日常的な金銭管
理、各種サービスの利用手続きの代行、金銭管理等のサー
ビス（日常生活自立支援事業）の実施に際し、市民税非課
税者がサービスを利用する場合の個人負担（500円）を負
担金により支出した。
【利用実績】（利用人数）
　　　　　　　　　延べ120人・1,106件　553,000円
【過去３年間の実績】
　　平成26年度　　延べ98人・842件　421,000円
　　平成25年度　　延べ80人・845件　422,500円
　　平成24年度　　延べ79人・801件　400,500円

権利擁護事業負担
金

５１１

 ６． 伊勢市、伊勢市社会福祉協議会、伊勢市共同募金委員会
共催で第11回伊勢市社会福祉大会を開催し、その後、市町
村合併10年を記念し、地域福祉の啓発のため福祉講演会を
行った。
・日時　平成28年１月30日（土）
・会場　伊勢市ハートプラザみその　多目的ホール
・演題　『地域の絆で「無縁」を包む』～サイレント・
　　　　　プア  そこから見えてきたもの～
・講師　勝部　麗子　氏（社会福祉法人大阪府豊中市
　　　　　社会福祉協議会　地域福祉課長　コミュニ
　　　　　ティソーシャルワーカー）

社会福祉一般経費 ２，５２４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ９． 消費税率の引上げに際し、低所得者に与える負担の影響
に鑑み、一体改革の枠組みの中で講じる社会保障の充実の
ための措置と併せ、低所得者に対する適切な配慮を行うた
めの暫定的・臨時的な措置として、臨時福祉給付金を給付
した。
　給付金額　　122,844,000円（6,000円×20,474人）
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　145,956,000円（6,000円×24,326人）
　決算額　　　152,534,000円
　　内訳　給付金額　122,844,000円
　　　　　前年度補助金返還額　29,690,000円
【過去の実績】
　平成26年度 　262,010,000円
　　　　　　　　　（基本額 10,000円×20,084人）
　　　　　　　　　（加算額  5,000円×12,234人）
【事業を取りまく状況等】
　・対象者に対しては周知啓発を行ったものの、申請主義
　　のため、申請率は80.7％に留まった。
　・平成28年度も引続き給付されることとなったが、給付
　　金額が3,000円となることから、申請率の低下が懸念
　　される。いかにして申請率を上げるかが課題となる。

臨時福祉給付金支
給事業

１５２，５３４

平成26年8月に策定した「伊勢市地域福祉計画・地域福
祉活動計画（平成26年度から平成30年度）」に基づき、
皇學館大学・市・社会福祉協議会とが連携し、計画策定後
の地域懇談会などを随時実施し、計画の周知・啓発、計画
の市民への浸透、新たな課題などを検証した。

また、計画の進行管理を行うため、「伊勢市地域福祉計
画推進会議」を開催した。

地域福祉計画推進
事業

２４７
 ８．
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１１７

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１７

1
1

１１７

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域の高齢者をはじめ住民の教養の向上及びレクリエー
ション等を行うコミュニティの場として設置された施設で
ある小俣老人福祉会館と小俣町商工会、度会郡教育会館の
3施設からなる合同会館の維持管理にあたった。

老人福祉センター
等管理事業

９１０

小俣総合支所 生活福祉課

二見総合支所 生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域の高齢者や市民に対し、各種の相談業務や健康増進
事業及び教養娯楽等のための便宜を図り、明るく生きがい
のある生活支援の場として貸し出し施設の維持管理を行っ
た。

老人福祉センター
等管理事業

１２，２１６

保健福祉会館管理
事業

１３，２１１
 ２． 高齢者をはじめ住民の健康増進・教養の向上およびレク

リエーション等の場として小俣町内6カ所に設置した保健
福祉会館の維持管理にあたった。
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）２．障害者福祉費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,069,356 513,561 95,400 48

    （単位  千円）

決算書
       頁

１１９

1

2,469,676 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,390,885 一般財源

 １．
障害者地域生活支
援事業

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額

障がいのある人が、自立した日常生活又は社会生活を営
むことができるよう地域生活支援事業を実施した。
【主な事業】
１．障がい種別や年齢に関わらない一次相談やアウトリー
チによる相談を行う東地域及び西地域の２箇所の地域相談
支援センターを、また、地域相談支援センターとしての機
能に加え、伊勢市地域自立支援協議会の運営、権利擁護や
相談支援専門員の人材育成など地域の中核的な役割を担う
基幹相談支援センター機能を有する伊勢市障害者総合相談
支援センター「フクシア」をそれぞれの社会福祉法人に運
営を委託し、相談支援の充実を図った。
　・伊勢市障害者総合相談支援センター「フクシア」
  　　 委託先　  社会福祉法人　三重済美学院
  　　 委託金額　２５,６０６,０００円
　・伊勢市障害者西地域相談支援センター
       委託先　　社会福祉法人　四季の里
　　　 委託金額　１０,１５０,０００円
　・伊勢市障害者東地域相談支援センター
       委託先　　社会福祉法人　伊勢市社会福祉協議会
　　　 委託金額　１０,１５０,０００円
２．日常生活用具給付事業

在宅の重度心身障がい者（児）等に対し、特殊マット、
入浴補助用具等を給付することにより、日常生活の安定を
図った。
  　給付件数　２,４８０件
　　給付費　　２８，３１１，８３２円
３．身体障害者情報保障事業
（１）手話通訳設置事業

庁内に手話通訳者を配置し、聴覚障がいのある人とその
他の人の意思疎通を仲介することにより、コミュニケー
ション支援の充実を図った。
・窓口対応件数　　１７６件
・事業費　　　　　５，２２５，７５４円
（２）手話通訳者・要約筆記者派遣事業

聴覚障がい等のある人とその他の人の意思疎通を仲介す
るために手話通訳者・要約筆記者を派遣することにより、
聴覚障がい等のある人の社会参加の向上を図った。
・手話通訳者派遣件数　８５件
・要約筆記者派遣件数　３４件
・事業費　　　　　　　７７６，７５１円
（３）手話奉仕員養成事業

聴覚障がいや手話に関する基礎的な知識について学び、
聴覚障がいのある人の社会参加を支援する手話奉仕員の育
成を目的として手話奉仕員養成講座入門編を、手話通訳資
格を取得し伊勢市手話通訳者派遣事業登録通訳者として活
動するため、三重県主催手話通訳者養成講座の受講を目指
す者の更なるレベルアップを目的として手話奉仕員ステッ
プアップ講座を開催した。（奉仕員：コミュニケーション
がとれるもの）

１５２，３１３

712,520

施 策 の 成 果
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決算書
1        頁

・手話奉仕員養成講座入門編（７月～３月、全２３講座）
　受講人数　　２６名
・手話奉仕員ステップアップ講座（４月～３月、全１２
回）
　受講人数　　１１名
・事業費　　　１８０，８５１円

（４）点字広報・声の広報発行事業
広報を点字及び朗読することにより、視覚障がい者の情

報保障の充実を図った。
　　点字広報発行事業発行人数　１２人
　　声の広報発行事業発行人数　４１人
　　事業費　　　　　３５０，０００円

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　  １５５，６５５，０００円
　・障害者相談支援センター運営事業
　　　　　　　　　　　　　 ４６，４４６，０００円
  ・日常生活用具給付費　　 ２７，９８４，０００円
　・身体障害者情報保障事業 　９，０５７，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
平成２６年度　１２０，０２１，１６０円
　・障害者相談支援センター運営事業
　　　　　　　　　　　　　２８，９９０，０００円
　・日常生活用具給付事業
　　　　　給付件数　２，４３５件
　　　　　給付費　　２６，４０９，４４５円
　・身体障害者情報保障事業
　　　手話通訳設置事業
　　　　　窓口対応件数　１９４件
　　　　　事業費　　　　６，６３０，４２８円
　　　手話通訳者・要約筆記者派遣事業
　　　　　手話通訳者派遣件数　 １０９件
　　　　　要約筆記者派遣件数　 ２７件
　　　　　事業費　　　 ９６７，１９５円
　　　手話奉仕員養成事業
　　　　　養成講座基礎課程受講者数　　１４名
　　　　　事業費　　　　　　１４７，１６２円
　
平成２５年度　　１０３，６４７，７２６円
　・障害者総合相談支援センター運営事業
　　　　　　　　　　　　　２５，６０６，０００円
　・日常生活用具給付事業
　　　　　給付件数　２，４１９件
　　　　　給付費　　２６，５４４，４４０円
　・身体障害者情報保障事業
　　　手話通訳設置事業
　　　　　窓口対応件数　１７７件
　　　　　事業費　　　　４，４９８，３０４円
　　　手話通訳者・要約筆記者派遣事業
　　　　　手話通訳者派遣件数　 ９６件
　　　　　要約筆記者派遣件数　 　１６件
　　　　　事業費　　　 ７３７，５３８円
　　　手話奉仕員養成事業
　　　　　養成講座入門課程受講者数　　１７名
　　　　　事業費　　　　　　１１１，０５７円

【事業を取りまく状況等】
相談支援事業や日常生活用具給付事業など、障がいのあ

る人が安心して地域で生活するためには必要な事業であ
る。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
1        頁

１１９

2
2

１２１

3
3

１２１

4

障害者外出支援事
業

１０，５６７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． １．重度障害者タクシー料金助成事業
在宅の重度障がいのある人に対し、タクシー料金を助成

することにより、社会的活動への参加促進と経済的負担の
軽減を図った。
　　タクシー券利用枚数　 １４，３６２枚

２．重度身体障害者リフト付タクシー料金助成事業
下肢、体幹機能の障がいがあり車いすを利用する方を対

象に、リフト付タクシーの利用料金を助成し、社会的活動
への参加促進と経済的負担の軽減を図った。
  　リフト付タクシー券利用枚数　　１，６９４枚

 ４． 在宅で重度の障がいのある人に対し、その障がいによっ
て生じる負担軽減を図り、その福祉を増進するため、特別
障害者手当等を支給した。

障害者手当等給付
事業

６５，８１３

 ３． １．身体障害者福祉センター運営事業
社会適応訓練（パソコン教室等）等を行う身体障害者デ

イサービス事業を実施するとともに、身体障害者福祉セン
ターを利用する障がいのある人の利便性の向上や、社会参
加を促進するため、身体障害者福祉センターの運営を伊勢
市社会福祉協議会へ委託した。
　　年間利用人数　１，１９２人（身体障害者デイサー
　　ビス事業）
２．重度身体障害者デイサービスセンター運営事業

創作的活動又は生産活動の機会の提供、その他の身体機
能又は生活能力の向上のための支援を行う生活介護事業を
実施するため、重度身体障害者デイサービスセンター「く
じら」の運営を伊勢市社会福祉協議会へ委託した。
　　平均利用人数　１６．５人
３．障がい者就労支援施設運営事業

雇用されることの困難な障がいのある人に就労・生産活
動の機会を提供するとともに、就労に必要な知識及び能力
の向上のために必要な支援を行う就労継続支援事業を実施
するため、障がい者就労支援施設「ひまわり」、「工房そ
みん」、「小俣さくら園」、「御薗しらぎく園」の運営を
伊勢市社会福祉協議会へ委託した。
　　平均利用人数
　　　　ひまわり　　　　１３．０人
　　　　工房そみん　　　１３．３人
　　　　小俣さくら園　　１５．５人
　　　　御薗しらぎく園　　８．３人
４．自立更生事業補助金

市内の障害者団体に対し、その活動経費を助成し、会員
の自立更生を図った。
　　助成団体　８団体

障害者福祉運営対
策経費

１８５，５２９
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決算書
4        頁

１２１

5
5

１２１

6
6

１２１

7

（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）３．医療支給費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

336,875

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２１

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 特別支援学校卒業後の進路として不足している生活介護
施設の新規創設の整備を促進し、障がい者の日中活動の場
を確保して障がい者福祉の充実を図るため、整備事業費の
一部を補助した。（平成２７年度新規事業）
　施設名　かすみ草
　所在地　伊勢市村松町４７８５番地３
　定員　　３０人
　設置運営主体　特定非営利活動法人暖家
　全体事業費　９５，０４０，０００円
　補助金額　　１１，８８０，０００円
　施工期間　　平成２７年１２月１日から
　　　　　　　平成２８年３月２０日
　【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　２５，６２２，０００円
　・定員　生活介護３０人、短期入所４人
　【事業をとりまく状況等】

国の予算状況により、国県補助金が大幅に減額された
が、当該施設の必要性を鑑み、市の補助金は本来国補助金
に補助率を乗じ算定することとなっているところ、今回は
減額前の国補助金を元に補助金額を算定し交付を行い、重
度の知的障がいのある人が通所できる生活介護事業所の整
備を行った。

障害者生活介護施
設等整備補助金

１１，８８０

 ６． 三重県社会的事業所設置運営要綱に基づく社会的事業所
の設置又は運営を支援し、障がい者の地域社会に根ざした
就労の促進及び社会的かつ経済的な自立の促進を図るた
め、補助金を交付した。

社会的事業所創業
支援事業補助金

２，０００

 ７．

534,841

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

障害福祉サービス等の利用について、介護給付費等の支
給を希望・申請した人に対し、支給決定し給付費の支給を
行った。

障害者介護給付等
事業

１，９１２，１４３

身体障害者手帳１級～４級または療育手帳Ａ１～Ｂ１の
方で、受給資格のある方に対して医療費を助成した。ま
た、精神障害者保健福祉手帳１級で受給資格のある方に対
して、通院医療費を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　２３５,６２１千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　５７,３３２件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　１０,６４４千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　５３,２１７件

障害者医療費支給
事業

２４６，２６５

907,955 決 算 額 の 財 源 内 訳

871,716 一般財源

 １．
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決算書
1        頁

１２１

2
2

１２１

3
3

１２１

4

施 策 の 成 果事 業 名

 ２． 後期高齢者医療被保険者である身体障害者手帳１級～４
級、療育手帳Ａ１～Ｂ１の方で、受給資格のある方に対し
て医療費を助成した。また、精神障害者保健福祉手帳１級
で受給資格のある方に対して、通院医療費を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　１７１,２６１千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　７１,２２８件

決 算 額

 ３． 出生から１５歳になった日以降の最初の３月３１日まで
の子どもで、受給資格のある方に対して医療費を助成し
た。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　３０２,３１６千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　１６８,１８０件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　３２,１０７千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　１６０,５３５件
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　　　　３３５,３２３千円
　　・医療費の助成　　　　　　　　３０３,０７４千円
　　・証明書料の助成　　　　　　　　３２,２４９千円
【過去２ヶ年度の実績】
（平成２６年度）
１ 医療費の助成
・助成額　　　　　　　　　　　　　２７５,４１７千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　１５２,５６２件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　２９,８６８千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　１４９,３４３件
（平成２５年度）
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　２５９,８４５千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　１４５,８５４件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　２８,５０２千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　１４２,５０８件
【事業を取りまく状況等】

三重県における福祉医療費助成については、県下全ての
市町が償還払い方式となっている。現物給付化について
は、国でも「一億総活躍プラン」の中で本件に影響する前
向きな取組みがされる見込みであることから、今後の動向
に注目しながら「福祉医療費助成制度改革検討会」にて県
内一斉実施に向かって協議・検討を続けていく。

また、平成２６年９月から中学生の通院にかかる医療費
を助成対象としてきたが、中学生は県の補助対象外である
ため、県事業としての実施を要望していく。

こども医療費支給
事業

３３４，４２３

６５歳以上障害者
医療費支給事業

１７１，２６１

 ４． １８歳の年度末までの子どもを養育している配偶者のい
ない父母およびその子ども、または父母のいない１８歳の
年度末までの子どもで、受給資格のある方に対して医療費
を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　６９，４４０千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　３０,６３１件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　　５,８３４千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　２９,１７２件

一人親家庭等医療
費支給事業

７５，２７４
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決算書
4        頁

１２１

5

（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）４．遺家族等援護費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

191 1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２１

1

（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）５．心身障害児通園施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

25,183

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２３

1

9,502

福 祉 総 務 課

 ５． 現在婚姻していない６０歳～６９歳の女性で、配偶者と
死別し、その時に２０歳未満の子を扶養していた方であっ
て、受給資格のある方に対して医療費の一部を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　　　　１６４千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　　　　　２４件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　　　　　　４千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　　　　　２０件

寡婦医療費支給事
業

１６８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

10,177 決 算 額 の 財 源 内 訳

9,694 一般財源

58,472 決 算 額 の 財 源 内 訳

57,707 一般財源

 １． 戦争犠牲者を追悼し、恒久平和を祈念することを目的に
伊勢市戦争犠牲者追悼式を開催した。
　・日時　　平成27年11月12日（木）10:00～
　・会場　　伊勢市生涯学習センターいせトピア
　　　　　　多目的ホール
【事業を取りまく状況等】
　・年々、遺族の高齢化による参加者の減少が課題であ
　　ったため、平成26年度から臨時バス・マイクロバス
　　の運行方法を再検討し、参加しやすい環境づくりに
　　努めた。

追悼式開催事業 １，３８８

おおぞら児童園運
営事業

２０，２３６

32,524

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 障がいのある児童の発達の促進と障がいの軽減を図るた
め、通園による訓練や療育、相談等を行った。
　発達療育　　延べ  646人，感覚運動遊び　延べ1,188人
  放課後デイ　延べ　601人，作業療法　　　延べ　144人
　言語療法　　延べ　461人，心理療法　　　延べ   88人
　機能回復訓練延べ　 18人  相談          延べ　140人
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決算書
1        頁

１２３

2
2

１２３

3

（款）３．民生費　（項）２．老人福祉費　（目）１．老人福祉推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

19,500 253,793 83,582

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２５

1

 ３． 障がい児が地域において自立した日常生活又は社会生活
を送り、適切な福祉サービス等が提供されるよう障害児支
援利用計画の作成等を行った。
　利用計画作成延べ件数　241件
　モニタリング延べ件数　215件

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　6,508千円

おおぞら児童園に相談支援専門員を配置し、障害児支援
利用計画の作成やモニタリング期間ごとに適宜利用計画の
見直しを行う。
　
【過去２ヵ年度の実績】

平成26年度に事業準備（工事等）を行い、平成27年度か
ら事業開始

【事業を取り巻く状況等】
法改正により平成27年度から障害福祉サービス等を利用

するには計画作成が必須となり、市直営の障害児相談支援
事業所をおおぞら児童園内に設置した。

近年、発達障がいの子どもが増加傾向にあり、障がいの
早期発見と早期療育体制の充実が求められている。今後も
民間事業者の参入状況を注視しつつ事業を継続する。

障害児相談支援事
業

６，２４５

 ２． おおぞら児童園の施設を維持管理し、通園児の安全かつ
快適な施設利用を図った。おおぞら児童園管

理事業
２，８７９

事 業 名 決 算 額

3,412,428

3,791,259 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,769,303 一般財源

施 策 の 成 果

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市第７次老人福祉計画・第６期介護保険事業計画に
基づき、市が選定した法人が行う地域密着型サービス施設
が、円滑に開設できるよう、開設準備に係る必要経費に対
して補助を行った。また、利用者の安心・安全を確保する
ため、市内に所在する介護施設等が行う防災改修に係る経
費に対して、補助を行った。

・介護施設等の施設開設準備経費等支援事業　１件
　　　　補助金額　11,178,000円
・既存施設のスプリンクラー設備等整備事業　１件
        補助金額　8,537,000円

老人福祉施設等整
備事業

１９，７１５
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１２３

1
1

１２３

2
2

１２５

3

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２５

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２３

1
1

１２３

2

 １． 在宅の高齢者で、介護保険で「非該当」と認定された
者、又は自立とみなされる閉じこもりがちで虚弱な方々を
対象に、デイサービスセンターへの通所により、教養講
座・日常動作訓練・趣味創作活動等のサービスを提供する
ことにより、社会的孤立感の解消・心身機能の維持を図る
とともに、要介護状態への進行の予防を図った。

生きがい活動支援
通所事業

３，２９５

地 域 包 括 ケ ア 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２．

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 過年度に、地域支え合い体制づくり事業を利用して新規
に立ち上げた事業について継続を支援し、活動の定着と強
化を図った。
・買物支援事業「厚生お助け隊」
　　　　　　　　   １，０００，０００円
・一色町「食」支援の会高齢者支援事業
 　　　　　　　　　１，０００，０００円

地域支え合い体制
づくり事業

２，０００

老衰や心身の障がい及び傷病等の理由により日常生活の
援助が必要な高齢者に対して、軽易な日常生活上の援助を
行うことにより、在宅での生活の継続を図った。

軽度生活援助事業 ４１７

 １． ６５歳以上の寝たきり及び歩行が全介助状態である下肢
の不自由な高齢者で、一般の交通機関を利用することが困
難な者に対し、移送用車両（リフト付タクシー等）の利用
を支援し、高齢者の福祉の増進を図った。

　　利用枚数　　２０，３５２枚

外出支援サービス
事業

２０，８０３

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． みなとデイサービスセンター、二見デイサービスセン
ターについて、指定管理者による管理運営を実施し、利用
者の利便性向上に努めた。また、毎年、設備等のメンテナ
ンスを行うとともに、老朽化による施設の不具合を解消し
た。
【主な施設改修の状況】
　・みなとデイサービスセンター２階空調機更新工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,392,200円

デイサービスセン
ター管理経費

２１，８２０

 ２． 虚弱な一人暮らし高齢者や重度身体障がい者に対し、緊
急通報装置の貸与を行うことにより、緊急事態発生時に迅
速かつ適切に対処できる体制を整備し、一人暮らし高齢者
等の日常生活の安全確保を図った。

緊急通報体制等整
備事業

３，９７０
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決算書
2        頁

１２３

3
3

１２３

4
4

１２５

5
5

１２５

6
6

１２５

7

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２５

1

小俣総合支所 生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

市内に在住する年度末時点で満８８歳・１００歳・最高
齢の高齢者に対し、敬老と長寿を祝福し、感謝の意を表す
るため敬老祝品を贈呈した。（最高齢者への贈呈は生涯に
１回）
　　 ８８歳　  ５，０００円相当　　 ６８９人
   １００歳　１０，０００円相当　　   ３２人
 　最高齢　　１５，０００円相当　　　 　―

敬老祝品贈呈事業 １，９４３

 ４． 伊勢市老人クラブ連合会及び各地区単位老人クラブの社
会奉仕活動や健康増進等に対して、補助金を交付し、生き
がいの場としてのクラブ活動を充実させた。

老人クラブ補助金 １０，８９８

 ５．

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

 ３． ７５歳以上の高齢者を対象に、市内全線有効の寿バス乗
車券（１００円券４０枚または１回乗りきり乗車券１２
枚）（※身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉
手帳をお持ちの方及び第１種の手帳をお持ちの方の介護者
で希望の方は、「５０円券×８０枚」も選択可）
を交付し、定期バス乗車運賃の助成を行い、高齢者の外出
を容易にして社会参加の促進及び心身の健康の保持増進を
図った。
　
寿バス乗車券　交付者数　  　　  １０，１９０人
　　　(内訳)　１００円券　　 　　 ８，８５４人
　　　　　　　  ５０円券　　　　　　　３２３人
　　　　　　　乗りきり券　　　　　１，０１３人

老人乗合バス運賃
助成事業

２１，７５８

 ７． ６５歳以上の高齢者で、居宅において養護を受けること
が困難な者を、養護老人ホームへ入所措置した。

　　 入所施設数　　　　 　 ６施設
　　 年度当初入所者数　　１２８名
　　 年度途中異動者数
　　 　　入所者　　　　　    ６名
　　 　　退所者　　　　　  １８名
     年度末入所者数　　　１１６名

老人ホーム入所措
置事業

２２２，１６０

 ６． 一人暮らし高齢者等の要援護者に対し救急時の対策とし
て、要援護者に係る情報を救急隊員や病院関係者へ迅速・
的確に伝えるため、救急医療情報キットを配備した。
　配布件数（平成２８年３月３１日時点）　３，１５４件

救急医療情報キッ
ト配備事業

３５３

地域住民で組織する各保健福祉会館運営委員会において
計画する事業の実施及び保健福祉会館を会場に、高齢者を
対象とした健康体操教室を開催した。

保健福祉会館運営
事業

１，９２０
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）１．児童福祉総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

104,669 148,755 42,600 3,774

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２７

1
1

１２７

2
2

１２７

3
3

１２７

4

347,404

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

682,164 決 算 額 の 財 源 内 訳

647,202 一般財源

 ２． 保護者の疾病等により家庭で児童の養育が一時的に困難
となった場合や経済的理由等により緊急一時的に母子の保
護を必要とする場合に、委託施設において養育又は保護を
行った。
　　児童　実利用人数　6人　　延べ利用日数　10日

子育て支援ショー
トステイ事業

４７

 １． へん地にある保育所の児童送迎にかかる負担を軽減する
ために、社会福祉法人一宇郷福祉会みどり保育園の送迎バ
ス運行経費の一部を負担した。

児童送迎バス負担
金

２，０００

 ４． 会員間の相互援助活動により、仕事と子育ての両立を図
るため一時的に子どもを預かる会員組織である「いせファ
ミリー・サポート・センター」の運営を行った。
　　年度末会員数　448人　　活動件数　1,908件

ファミリーサポー
トセンター事業

８，６９１

 ３． 児童が病気あるいは病気回復期にあるために集団保育が
困難である間、当該児童を専用スペースで預かることによ
り、保護者の子育てと就労の両立支援を行った。
　　延べ利用人数　1,067人

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　14,274千円

児童が病気あるいは病気回復期で集団保育が困難である
間、当該児童を専用スペースで保育する。

【過去２ヵ年度の実績】
　平成26年度　延べ利用人数　　821人
　平成25年度　延べ利用人数　　971人

【事業を取り巻く状況等】
核家族化や女性の社会進出による共働き家庭の増加によ

り、児童の保育施設の需要が高まっている。

病児・病後児保育
事業

１６，４４０
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決算書
4        頁

１２７

5
5

１２７

6
6

１２７

7
7

１２７

8
8

１２７

9
9

１２７

10
10

１２７

11

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 短時間認定児童および標準時間認定児童に対し通常の保
育時間を超えて長時間保育を実施している民間保育所等に
対して、時間外手当等の人件費、教材費、光熱費等の経費
を補助した。
　民間保育所等　6箇所

延長保育促進事業
補助金

２，１９５

 ６． 公立保育所等職員と民間保育所等職員の給与の格差等を
是正するため、民間保育所等に対し補助した。
　民間保育所等　19箇所

一般保育事業補助
金

４１，８６４

 ５． 保護者が仕事などにより昼間家庭にいない小学生を対象
に、放課後の遊びや生活の場を与えて、児童の健全育成を
図った。
　　放課後児童クラブ数　27箇所

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　186,165,000円
　・指定管理料（公設：二見、小俣、明野、御薗）
　・業務委託料（公設：二見第２、小俣第２、御薗第２）
  ・民間クラブ運営委託料（20箇所）　など

【過去２ヵ年度の実績】
　平成26年度　決算額　163,825,158円（25箇所）
　平成25年度　決算額　135,465,732円（22箇所）

【事業を取りまく状況等】
年々利用児童が増加しているため、ニーズの高い地域に

おいて、クラブの増設や定員の拡充に取り組んでいく。

放課後児童対策事
業

１９３，１０５

障害児保育事業補
助金

１４，３６５

 10． 保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の
ために、保育所等に入所していない児童の一時的な保育を
行う民間保育所等に対し、その経費を補助した。
　民間保育所等　1箇所

一時保育事業補助
金

１，４７３

 ８． 保育所等を基点とした地域住民の主体的な子育て支援の
促進を図るための事業を実施する民間保育所等に対し活動
にかかる経費を補助した。
　民間保育所等　19箇所

地域活動事業補助
金

４，６５４

 ９． 保育所等での集団保育が可能で、かつ保育に欠ける障が
いをもつ児童を受け入れている民間保育所等で、基準を超
える保育士配置に必要な経費及び運営の健全化を図るため
の経費を補助した。
　民間保育所等　7箇所
　対象児童　（中度）10人
　　　　　　（重度） 2人

 11． 食物アレルギー等があり保育所等における給食に特別な
配慮が必要な児童への安全な給食提供のため、民間保育所
等における調理員の加配、代替食材、研修等にかかる費用
を補助した。
　民間保育所等　14箇所
　対象児童数　　82人

アレルギー等対応
特別給食提供事業
補助金

１２，７２９
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決算書
11        頁

１２７

12
12

１２７

13
13

１２７

14
14

１２７

15
15

１２７

16

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 13． 保育所施設の機能の維持及び向上を図るため、民間保育
所が行う工事の施行に対し補助金を交付した。
　・改築工事　　　1件　134,573,650円
　　※平成26年度繰越事業

【当初予算における内容、計画】
　繰越予算額　134,601,000円
　・改築工事　　　1件

【過去２ヵ年度の実績】
　平成26年度　17,303,130円
　・耐震改修工事　1件
　平成25年度　9,782,461円
　・太陽光発電施設設置工事　1件

【事業を取りまく状況等】
　・改築工事1件については、近隣への配慮等により、
　　工事時間に制約が生じ、年度内完了が見込めなかっ
　　たため、平成26年度から繰り越しとした。
　・市が行うべき保育の実施を民間保育所に委託してい
　　ることから、児童の安全かつ快適な保育環境を保障
　　しなければならず、保育所施設の機能の維持及び向
　　上を図るための補助を今後も市が行っていく必要が
　　ある。

民間保育所施設整
備事業費補助金

１３４，５７４

 12． 延長保育、休日保育、一時保育等特別保育事業を実施
し、定員もしくは入所児童数のいずれか多い方の1割以上
の０・１歳児が入所する保育所に対して、０・１歳児保育
の推進を図り待機児童の発生を防ぐため、基準を超えて配
置する保育士に必要な経費を補助した。
　民間保育所　8箇所

低年齢児保育充実
事業補助金

７，６０３

 16． 消費税引上げの影響を踏まえ、子育て世帯に対して臨時
特例的な給付措置を行った。子育て世帯臨時特

例給付金支給事業
４６，１９７

 15． 保健師、社会福祉士及び保育士（みえ発達障がい支援シ
ステムアドバイザー）、家庭児童相談員、女性相談員、発
達支援相談員、臨床心理士（非常勤）を配置し、児童虐待
通告や子育て相談、ＤＶ（配偶者等による暴力）等の女性
相談に対する助言指導等を行った。

また、保育所及び幼稚園への巡回訪問等を行い、発達障
がい児の早期発見や適切な支援を図った。
　・児童相談　　：延べ 997件（389人、うち新規177人）
　・女性相談　　：延べ 520件（125人、うち新規 81人）
　・発達支援相談：延べ 751件（350人、うち新規185人）

こども家庭相談セ
ンター事業

１１，２７５

 14． 伊勢市子ども家庭支援ネットワーク（要保護児童対策地
域協議会）を設置して、要保護児童とその家族の早期発見
と適切な支援のため、関係機関との連携を図り児童虐待の
防止に努めた。

子ども家庭支援
ネットワーク事業

１４
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）２．児童措置費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,878,124 587,307 271,888

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２９

1
1

１２９

2

（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）３．父母子福祉費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

188,011

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２９

1
1

１２９

2

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 児童の福祉に欠ける世帯の母子を母子生活支援施設に入
所措置することで、家庭生活の安定保護を図るとともに、
自立への支援を行った。また、経済的理由により入院助産
を受けることができない妊産婦を入所措置した。
　母子生活支援施設利用件数　2件
　助産施設利用件数　　　  　2件

児童入所施設措置
事業

６，２９７

3,626,998 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,588,491 一般財源

851,172

555,233 決 算 額 の 財 源 内 訳

554,364 一般財源

 ２． 子どもの健やかな育ちを社会全体で応援するという趣旨
のもとに、中学３年生までの子どもを養育する保護者に対
し児童手当を支給した。
  受給者数　8,863人
　対象児童延べ人数　175,752人

児童手当支給事業 １，９１６，３５０

366,353

こ ど も 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ひとり親家庭の自立の促進を図るために、看護師等の資
格養成機関で修業する一人親家庭の父又は母に対し、生活
費の負担減を図るための補助金を支給した。
　高等職業訓練促進給付金　11人
　高等職業訓練修了支援給付 　7人

高等職業訓練給付
金等事業

１５，２０８

 ２． 父又は母と生計を同じくしていない児童を養育している
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助け、児童の福祉の
増進を図るために、手当を支給した。
　受給資格者数　1,392人

児童扶養手当支給
事業

５３６，２７１
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）４．児童福祉施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

11,822 10,716 278,897

    （単位  千円）

決算書
       頁

１２９

1
1

１２９

2
2

１２９

3
3

１２９

4
4

１２９

5
5

１２９

6

こ ど も 課

1,544,415 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,502,872

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　市立保育所に嘱託保育士等を配置した。
　・嘱託保育士　  89人　・嘱託看護師　12人
　・嘱託調理員　　16人　・嘱託業務員　13人
　・臨時保育士　　48人　・臨時調理員　 7人
　・文書集配職員　 1人

臨時保育士等経費 ３７２，２８０

一般財源

1,201,437

 ２． 保育所を基点とした地域住民の主体的な子育て支援の促
進を図るための事業を実施した。
　市立保育所　10箇所

保育所地域活動事
業

１，８６５

 ３． 子育て家庭の交流の場の提供、子育てに関する講座の開
催、育児不安についての相談指導、子育てサークル支援な
どを行った。
　子育て支援センターきらら館、小俣子育て支援センター
　明倫保育所、二見浦保育園、しごうこども園

 ６． 日曜日、祝日等の保護者の就労等により、家庭で子ども
の保育が困難な場合に、保護者の子育てと仕事の両立を支
援するため、休日保育を行った。
　市立保育所　1箇所（保育所きらら館）

休日保育事業 ３，７０７

延長保育促進事業 ８，３０２

保育所での集団保育が可能で、かつ保育に欠ける障がい
をもつ児童の入所する保育所に保育士及び保育補助員を加
配した。
　市立保育所等　11箇所
　対象児童　　（中度）23人
　　　　　　　（重度）19人

地域子育て支援セ
ンター事業

５２，５９４

 ４．

 ５． 　11時間を超えて長時間の保育を実施した。
　市立保育所　2箇所（大世古保育所、保育所きらら館）

障害児保育事業 ７４，０５６
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決算書
6        頁

１２９

7
7

１３１

8

 ７． 保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の
ために、保育所に入所していない児童の一時的な保育を
行った。
　保育所きらら館、小俣子育て支援センター
　しごうこども園
　延べ利用児童数　１日利用　 1,883人
　　　　　　　　　半日利用　　 724人

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　15,565千円

保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の
ために、保育所に入所していない児童の一時的な保育を行
う。

【過去２ヵ年度の実績】
　平成26年度
　延べ利用児童数　１日利用　 1,802人
　　　　　　　　　半日利用　　 738人
　平成25年度
　延べ利用児童数　１日利用　 1,721人
　　　　　　　　　半日利用　　 789人

【事業を取り巻く状況等】
核家族化及び就労形態の多様化が進み、保護者の傷病時

や育児疲れの解消、就労等のため、一時的な保育には高い
ニーズがある。

現在、4ヵ所（公立3ヵ所、私立1ヵ所）で実施している
が、伊勢市子ども・子育て支援事業計画において、平成31
年度までに新たに1ヵ所を追加し計5ヵ所での実施を計画し
ている。

一時保育事業

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ８． 保護者が安心して児童を預けられるよう、施設整備を行
い、安全かつ快適な環境の整備を図った。
　あけぼの園廊下天窓修繕工事
　大世古保育所保育室空調機取替工事
　あけぼの園砂場改修工事
　五峰保育園テラス床面改修工事
　御薗第一保育園砂場改修工事
　御薗第一保育園幼児用便器取替工事
　浜郷保育所雨樋取付及び防水改修工事
　しらとり園門扉等改修工事
　御薗第一保育園給食室修繕工事
　ゆりかご園給食搬入口ほか鉄骨部塗装改修工事
　大世古保育所ほかガス管入替工事
　浜郷保育所門扉取替工事
　御薗第二保育園テラス床面改修工事
　二見浦保育園給食室エレベーター修理工事
　ゆりかご園園舎擁壁補修工事
　浜郷保育所物置設置工事

市立保育所施設整
備事業

１５，６９２

１４，６６５
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（款）３．民生費　（項）４．生活保護費　（目）２．扶助費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,542,818 71,340

    （単位  千円）

決算書
       頁

１３３

1

2,171,202 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,119,010 一般財源

504,852

生 活 支 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 健康で文化的な最低限度の生活を保障し、その自立を助
長することを目的とした生活保護法の理念に基づいて、適
正な保護の実施に努めた。

平成27年度実績
被保護世帯数　　　　964世帯
被保護人員        1,223人
被保護率            9.6‰

種　　別                    円
生活扶助         573,564,060
就労自立給付金　　　 147,597
住宅扶助         244,308,541
教育扶助           7,825,079
介護扶助          72,417,399
医療扶助       1,176,522,410
生業扶助           5,152,186
葬祭扶助           1,520,299
保護施設事務費    37,552,188
合　　計       2,119,009,759

平成26年度実績
被保護世帯数　　　　988世帯
被保護人員        1,258人
被保護率            9.9‰

種　　別                    円
生活扶助         614,869,993
住宅扶助         241,391,358
教育扶助           8,978,837
介護扶助　　　　  76,222,565
医療扶助       1,208,540,808
生業扶助           4,529,591
葬祭扶助           1,519,665
保護施設事務費    36,696,788
合　　計       2,192,749,605

各種扶助事業 ２，１１９，０１０
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（款）３．民生費　（項）５．人権政策費　（目）１．人権施策管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

19,552

    （単位  千円）

決算書
       頁

１３３

1
1

１３３

2

（款）３．民生費　（項）５．人権政策費　（目）２．人権啓発推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

809

    （単位  千円）

決算書
       頁

１３３

1
1

１３３

2
2

１３３

3
3

１３３

4
4

１３５

5

67,694 決 算 額 の 財 源 内 訳

65,096 一般財源

45,544

人 権 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市人権施策推進協議会と協力し、人権尊重啓発ポス
ター・人権尊重啓発標語の募集、人権セミナー開催等の各
種事業の展開を通じて、市民の人権意識の高揚に努めた。

人権施策推進事業 ９９９

 ２． 人権問題に関する理解と認識を深めるため、成人学習講
座をはじめとする各種講座を開催し、市民に学習の場と機
会を提供した。

市民館講座開催事
業

１６８

3,547 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,292 一般財源

 ２． 非核・平和第３７回空襲展を実施し戦争の悲惨さと平和
の大切さを訴えていくことができた。

平和首長会議からのポスターを活用した原爆被災ポス
ター展を実施し、折鶴コーナーも設け広く住民へ非核・平
和の周知を行った。

非核平和推進事業 ６３０

2,483

人 権 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 人権啓発パンフレット・啓発物品を作成し、「差別をな
くす強調月間」及び「人権週間」を中心に、企業訪問、街
頭啓発などで配布した。２月には人権映画祭を開催し、多
くの住民等に人権意識への関心を高めることができた。

人権啓発推進事業 ７２３

 ３． ７月の「人権を考える市民の集い」では、講師に辛淑玉
さんを迎え「人権力を養う～想像力を広げる視点～」、１
２月の「伊勢市人権講演会」では、大谷昭宏さんを迎え
「マスコミと人権」というテーマで講演をしていただい
た。

講演会開催事業 １，０６２

 ５． 小中ＰＴＡ会員と一般からの受講者を募集し、４回講座
を持った。回ごとにテーマと講師を変え、講師による講演
後、グループ討議を行い、人権問題を広く学習することが
できた。延べ１５２名の参加があった。

人権啓発講座開催
事業

１４４

 ４． 市内２３の各協議会にて、講演会、人権展、啓発紙の発
行等の活動を行った。３月には今後の取組の充実を図るた
め、全協議会参加による交流会を開催した。

小学校区別人権・
同和教育推進連絡
協議会事業

７３３
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）１．保健衛生総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

41,525 14,931 28,100 6,403

    （単位  千円）

決算書
       頁

１３５

1
1

１３５

2
2

１３５

3
3

１３５

4
4

１３５

5
5

１３７

6

654,823 決 算 額 の 財 源 内 訳

574,062 一般財源

483,103

環 境 課

 １． １市３町で構成する伊勢広域環境組合斎場で火葬業務を
行った。
　共通経費　　　　４７６千円(平等割10％加入事務数
　　　　　　　　　　　　　　 割90％)
　運営経費　３２，０６４千円(実績割100％)
　建設経費　　８，６８１千円(平等割10％人口割90％)

伊勢広域環境組合
負担金（斎場）

４１，２２１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 伊勢市環境会議にて、各家庭における生活排水対策の啓
発活動等に取り組んだ。
　実施事業：勢田川七夕大そうじ、水生生物による水質
　　　　　　調査、エコクッキング教室　等

生活排水対策啓発
事業

２２８

 ２． １市２町で構成する伊勢広域環境組合クリーンセンター
でし尿等の適正処理を行った。
　共通経費　　　２，７８９千円(平等割10％加入事務数
　　　　　　　　　　　　　　　 割90％)
　運営経費　１８７，８４７千円(実績割100％)
　建設経費　　２０，５９８千円(平等割10％人口割90％)
　公債費　　　１３，４１９千円(元利補給金)

伊勢広域環境組合
負担金（し尿）

２２４，６５３

 ５． 狂犬病予防法に基づき、獣医師会等と協力して、畜犬登
録と狂犬病予防注射を行った。
　畜犬新規登録件数　　　　　　５０４頭
　狂犬病予防注射接種件数　５，２２０頭

狂犬病予防事業 １，７３７

 ４． 生活排水処理施設の整備、生活排水対策にかかる啓発に
ついて、計画的、総合的に推進するため、廃棄物の処理及
び清掃に関する法律第６条及び水質汚濁防止法第１４条の
９に基づき「第２期伊勢市生活排水対策推進計画」（計画
期間：平成２８年度から平成３７年度まで）を策定。
【策定作業内容】
　生活排水に関するアンケートの実施
　計画案の作成
　啓発パンフレット「勢田川環境マップブック」の作成
　計画書及び啓発パンフレットの印刷　等

生活排水対策推進
計画策定事業

９６９

 ６． 公共用水域の汚濁防止、生活環境の保全及び公衆衛生の
向上を図るため、合併処理浄化槽設置者に対し補助し、合
併処理浄化槽の普及に努めた。
　公共下水道認可区域外　２８４基　７８，９００千円
　公共下水道認可区域内　　３２基　　３，８２８千円

合併処理浄化槽設
置整備事業補助金

８２，７２８
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決算書
6        頁

１３７

7
7

１３７

8
8

１３７

9
9

１３７

10
10

１３７

11
11

１３７

12

 ７． 共同汚水処理施設の適正な維持管理を推進するため、住
民で組織する団体が管理し、設置後７年以上が経過した共
同汚水処理施設の修繕工事（当該修繕工事に要する経費が
１件当たり３０万円以上のものに限る）を実施した管理団
体に対し補助を行った。
  補助件数：３件　補助金額：１，９７７，１２０円

共同汚水処理施設
修繕工事補助金

１，９７７

地球温暖化の防止に寄与するため、太陽光発電システム
設備設置に対し１件あたり６０千円を補助した。
平成２７年度
　・補助金　８７件　５，２２０千円
平成２６年度からの繰越
　・補助金　２０件　１，２００千円

太陽光発電普及促
進事業

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

６，４７０

 10． 適正な飼育を図るため、不妊手術費の一部助成を行っ
た。
　補助金交付件数　犬１９２頭　猫５１５頭

犬猫不妊手術費等
補助金

２，２６４

エコドライブ普及
推進事業

３４６
市域運輸部門の温室効果ガス排出量を削減するために、

エコドライブ講習会を実施した。

○エコドライブ講習会開催
　市民向け２回、職員向け３回実施
　　＜参加者数＞
　　　市民向け　２５人
　　　職員向け　４２人

 ８．

 11． 環境問題に対する意識啓発のため、また、環境に関する
市の取組への理解と協力を得るため、環境フェアを開催し
た。（伊勢市制施行１０周年記念として開催）
　開催日　平成２７年１０月１２日（月・祝）
　開催場所　三重県営サンアリーナ

環境フェア等開催
事業

７６４

 ９．

 12． 持続可能な社会づくりに貢献する人材の育成のため、事
業者や大学と連携し、小学生を対象に環境教育の出前講座
等を実施した。

（出前講座実績）
　・京セラ株式会社三重伊勢工場　７校１７クラス
　・中部電力株式会社　５校７クラス
　・株式会社第三銀行　１校３クラス
　・皇学館大学　４校７クラス（その他全学年対象１校）

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　２００千円
　・皇学館大学生物学ゼミが実施する出前講座、イベント
　　出展に係る負担金

【過去２ヵ年度の実績】
　　平成２７年度新規事業

【事業を取りまく状況等】
　・平成２４年度より実施してきたエネルギー教育促進事
　　業を終了し、平成２７年度以降はエネルギー教育も含
　　めた環境全般について広く推進していく。
　・第２期伊勢市環境基本計画において、環境教育・環境
　　学習の充実のため、「環境教育の促進」を重点事業と
　　して位置づけている。

環境教育推進事業 ２００
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１３７

1

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）２．保健センター費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

6,567 29,700 20,659

    （単位  千円）

決算書
       頁

１３７

1
1

１３９

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

１３７

1
1

１３７

2

1,484,476 決 算 額 の 財 源 内 訳

１５，８５５

1,474,918 一般財源

小俣総合支所 生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域住民の福祉の充実及び公衆衛生の向上を目的に、平
成17年4月１日から営業を開始した。また、平成19年4月1
日からは民間のノウハウを生かすために指定管理者制度を
導入し管理運営を行っている。毎月6回程度のかわり湯を
実施し、利用拡大に努め、市民の憩いの場として多くの方
に利用していただいた。
　平成27年度利用者数　　42,196人

離宮の湯管理運営
事業

1,417,992

財 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 病院事業に対して、繰出基準に基づく繰出しのほか、資
金不足改善のため、繰出しを行なった。
　・通常分　　　　　　　 　 ６９６，０９０千円
　・資金不足改善分　　　 　 ４８５，６１０千円

病院事業会計繰出
金

１，１８１，７００

 ２． 新病院建設事業費のうち企業債対象事業の１/4相当額を
出資金として支出した。（合併特例債を100％充当）病院事業出資金 ２９，７００

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市民の安心と救急医療体制の保持を図るため、健康、医
療をはじめ、介護、育児やメンタルヘルスなどの、市民の
心と体の様々な相談に、医師や看護師などの専門家による
２４時間年中無休、通話料無料の電話相談サービスを委託
し実施した。１７,１１３件の相談があった。

健康・医療電話相
談事業

７，６０４

 ２． 休日・夜間応急診療所への医師派遣調整及び救急医療知
識の普及啓発並びに情報提供業務を伊勢地区医師会に委託
し、休日及び毎夜間における一次救急医療体制の確保を図
るとともに、救急医療体制を確保するため、市民に救急業
務に関する正しい知識と理解を深めてもらうよう周知に努
めた。

一次救急医療事業 ４，１１２
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決算書
2        頁

１３７

3
3

１３７

4
4

１３７

5
5

１３９

6

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

病院群輪番制病院
運営費補助金

３４，７３９

 ４． 生涯を健康で暮らせるような「健康文化都市」をめざし
て、健康づくり指針に基づき生活習慣病予防を中心に健康
づくり活動を推進した。健康文化週間及び健康の日の啓発
事業、健康づくりのリーダーとなる健康づくりアドバイ
ザー養成講座等を開催した。重点事業への取組みとして、
市民から低カロリー・バランス食のおすすめレシピを募集
し、100号記念式典でのお披露目とリーフレットを発行し
た。また、ウォーキングマップの作成・発行、講座等も実
施した。

今年度は第1期健康づくり指針の最終評価を行い、平成
28年度からの新たな第2期健康づくり指針を策定した。

健康文化都市推進
事業

４，２０７

 ３． 病院群輪番制は、一次救急医療体制に併せ、市内の２病
院（伊勢赤十字病院、市立伊勢総合病院）が、輪番制によ
り、休日及び夜間における重症救急患者の受け入れに対応
する二次救急体制を確保するためのものであり、この補助
金はその運営費を補助するものである。

平成２７年度は１８,０１１人の受け入れがあり、市民
の安心・安全確保に大きく貢献した。

 ６． 平成２５年度に市と藤田保健衛生大学で協定を締結し、
地域医療（主に回復期リハビリテーション）の充実を目的
に設置した寄附講座により、市立伊勢総合病院へ医師が派
遣され、スタッフへの指導、教育を含めリハビリテーショ
ン環境の充実を図った。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　２４，０００，０００円
　　・継続的なリハビリテーション科医師派遣
　　　（非常勤医師派遣延べ週４人）
　　・スタッフへの指導・教育を通じたネットワーク構築
　　　（医療従事者向け講演会、リハビリテーション研修
　　　　等）

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２５年度　２０，０００，０００円
　　・継続的なリハビリテーション科医師派遣
　　　（非常勤医師派遣延べ週２人）
　　・スタッフへの指導・教育を通じたネットワーク構築
　　　（スタッフ研修、嚥下造影検査の見学等）
　<平成２５年度からの新規事業>

【事業を取りまく状況等】
・寄附講座の設置によって、継続的なリハビリテーション
科医師派遣の仕組みの構築及びコメディカルスタッフの指
導・教育等リハビリテーション環境の充実が図られ、平成
２７年度には常勤医の派遣が見込まれる。

連携リハビリテー
ション医学講座設
置事業

２４，０００

 ５． 健康づくりの基本となる食生活を適正なものにするた
め、食生活改善推進員の養成と、推進員の自主的な活動に
対する支援を行った。

食生活改善推進事
業

９７８
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決算書
6        頁

１３９

7

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）３．予防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

5,701

    （単位  千円）

決算書
       頁

１３９

1

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）４．成人保健推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,894 7,230 1,610

    （単位  千円）

決算書
       頁

１３９

1
1

１３９

2

公的病院支援事業
補助金

324,466

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 不採算医療分野のうち、公的病院である伊勢赤十字病院
が市内で唯一保有する小児医療病床の運営経費を一部補助
し、地域医療体制の確保を図り、市民の安心・安全な医療
の提供につなげた。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１０，０００，０００円
　　・一般小児入院医療の運営経費の補助

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２６年度　１０，０００，０００円
 <平成２６年度からの新規事業>

【事業を取りまく状況等】
伊勢赤十字病院は地域小児医療センター病院に位置づけ

られ、伊勢地区の小児入院医療は平成１７年に伊勢赤十字
病院に集約されており、今後も地域における小児入院医療
の確保維持を図る必要がある。

決 算 額

 １． 全ての定期予防接種を県内の実施医療機関で実施し、対
象者に接種を行った。また、未接種者に対し勧奨通知を送
付し、接種率の向上を図った。

予防接種事業 ３２４，４６６

347,701 決 算 額 の 財 源 内 訳

１０，０００

一般財源

318,765

健 康 課

276,926 一般財源

292,974 決 算 額 の 財 源 内 訳

施 策 の 成 果事 業 名

266,192

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ４０歳以上の保険が無い方を対象にした健康増進法健康
診査と、４０・４５・５０・５５・６０歳及び６５歳～７
０歳の女性に骨粗しょう症検診等を実施して、生活習慣病
を早期発見し、市民の健康増進に努めた。

成人健康診査事業 １０，５０３

 ２． 市内の医療機関、保健センター及び地域において、胃・
子宮・大腸・乳・前立腺及び肺がん検診を実施した。日本
人の死因第１位であるがん（悪性新生物）を早期発見し、
早期治療につながるよう努めた。

がん検診事業 ２５８，８３２

51



決算書
2        頁

１３９

3
3

１３９

4
4

１３９

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． ４０歳～５０歳及び５５歳、６０歳、６５歳、７０歳の
市民を対象に、市内及び度会郡内の実施歯科医院で歯周疾
患の検診を実施した。

２，４２８人が受診し、歯周疾患の早期発見、早期治療
に寄与し、８０２０運動を推進した。

歯周疾患検診事業 ６，５１５

 ４． ４０歳以上の市民を対象に、血圧測定、検尿をはじめ、
個別の健康相談、栄養相談を行い、疾病の早期発見及び健
康の増進に努めた。
　延べ１０４回、３９７人の相談を行った。

成人健康相談事業 ７０１

 ５． 保健師等が家庭訪問を行い、本人及びその家族２２５人
に対し、生活習慣病の予防や介護予防に関するアドバイ
ス、保健サービスと医療・福祉等のサービスの調整を図っ
た。

訪問指導事業 ３７５
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）５．母子保健推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

7,732 6,270 1,665

    （単位  千円）

決算書
       頁

１３９

1
1

１３９

2
2

１３９

3
3

１３９

4

172,234 決 算 額 の 財 源 内 訳

162,145 一般財源

146,478

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 妊娠期、乳幼児期に各教室を実施し、妊娠・出産・子育
てに関する正しい知識の普及や子育ての不安の解消、仲間
づくりの支援を図った。１，００８人の参加があった。

子育て支援教室事
業

５１０

 ３． １歳６か月児健康診査から３歳児健康診査までの２年間
に、むし歯が急速に増加するため、むし歯予防の教室を開
催した。
・むし歯バイバイ教室２４回　８１６人
・３歳児フッ化物塗布１２回　６６５人

幼児歯科保健事業 ３，１０７

 ２． １歳６か月児健康診査等により、言語発達等に観察が必
要な親子に対し、育児支援・助言を行い、健全育成を図る
とともに、子育てに悩みを持つ保護者のネットワークづく
りに努めた。また、２７年度から、育てにくさを感じる親
に寄り添う支援として生後４か月児健診の結果等から育て
にくさや育児への不安が強い親とその乳児に対して、ふれ
あい遊びや音楽遊び、交流会等の内容で親支援の教室を新
たに開催した。８３３人の参加があった。

　【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　2,890,000円
　　（報償金、需用費、委託料、備品購入費）
　　・親子教室らっこ（乳児）　４回
　　・親子教室アイアイ（１歳６か月児健診後）１２回
　　・発達支援教室きりん、カンガルー　　　　１８回
　　・発達相談　　　　　　　　　　　　　　　５９回

　【過去２カ年度の実績】
　　平成２５年度　2,226,000円
　　・親子教室アイアイ　　１２回　３７５人
　　・発達支援教室　　　　２４回　３３５人
　　・発達相談　　　　　　　　　　　５３回
　　平成２６年度　2,327,000円
　　・親子教室アイアイ　　１２回　４１５人
　　・発達支援教室　　　　２４回　４４４人
　　・発達相談　　　　　　　　　　　５３回

　【事業を取りまく状況等】
　　発達障がいの早期発見・早期療育などの支援は、保護
　者の子育て困難感解消、子どもの発達支援という観点か
　ら重要な課題であり、年々対象者や相談が増えてきてい
　る。

発達支援教室事業 ２，８０７

 ４． 895 乳幼児を持つ保護者を対象に、育児上の悩みや離乳食な
どについて適切なアドバイスを行い、自信を持って育児が
できるように援助を行った。保健センターや地域等で開催
し、延べ３，４２１人の相談に対応した。

子育て相談事業 ８９５
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決算書
4        頁

１３９

5
5

１３９

6
6

１３９

7
7

１４１

8
8

１４１

9
9

１４１

10
10

１４１

11

 ５． 新生児をはじめ乳幼児、妊産婦のいる家庭を訪問し、相
談に応じることで不安や悩みの解消、異常の早期発見に努
めた。新生児９４７人、乳幼児５３９人、妊産婦９８１
人、育児支援１６１人の訪問を実施した。

新生児等訪問指導
事業

４，７６７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 身体発育、精神発達の面で歩行や言語発達の標識が容易
に得られる１歳６か月時に健康診査を実施し、８８６人が
受診した。また、児童虐待の徴候を早期発見し、育児不安
等の解消と児童虐待の防止に努めた。

１歳６か月児健康
診査事業

２，７０６

 ６． 妊娠中に１４回及び乳児期に２回（４か月、１０か月）
計１６回、県下の委託医療機関で健康診査を実施した。妊
婦は延べ１２，０４６人（県外助成を含む）、乳児は延べ
１，８２４人受診した。このことにより、妊婦・乳児の異
常の早期発見と健康の保持増進を図った。

妊婦・乳児健康診
査事業

１０９，０８０

 ９． 歯周疾患の早期発見、早期治療により早産や低出生体重
児の出生を予防し、健やかな子育てが開始できるよう、市
内及び度会郡内の実施歯科医院で、３６２人の妊婦に歯科
健康診査を実施した。

妊婦歯科健康診査
事業

９７７

 ８． 身体発育及び精神発達の面で最も重要な時期である３歳
の時点において、総合的な健康診査を実施し、９６２人が
受診した。また、児童虐待の徴候を早期発見し、育児不安
等の解消と児童虐待の防止に努めた。

３歳児健康診査事
業

４，４１７

 11． 妊娠の届出を行った９６８人の妊婦に対し、窓口で母子
健康手帳を交付した。また、妊娠中からの保健指導を行
い、母子の健康の保持増進を図った。

母子健康手帳交付
事業

６０８

 10． 新生児聴覚検査にかかる費用の一部助成（上限３，００
０円）をすることにより、経済的負担の軽減と先天性聴覚
障がいの早期発見と支援にむけた体制整備を行い、乳幼児
の健康の保持増進を図った。６９４件に助成を行った。
　
【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　3,300,000円
　  ・委託料　　3,000円×980人＝2,940,000円
　　・扶助費　　3,000円×120人＝　360,000円
　
【過去２カ年度の実績】
　＊平成２７年度　新規事業

【事業を取りまく状況等】
　　先天性聴覚障がいの早期発見・早期療育により、その
　後の言語発達への影響が最小限に抑えられるため、全て
　の新生児が新生児聴覚検査を受けることが重要であり、
　受診促進するために助成は必要である。

新生児聴覚検査助
成事業

２，０８１
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決算書
11        頁

１４１

12
12

１４１

13
13

１４１

14

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）６．墓地費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,213

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４１

1

14,154 一般財源

10,941

 １．

 12． 医師が必要と認めた不妊不育治療を受けた夫婦に対し、
不妊不育治療費に要する費用の一部助成（費用の２分の１
で年間１０万円を限度とし通算５回まで）を行った。
　不妊治療１８３件、不育治療６件に助成を行った。

不妊不育治療費助
成事業

１３，３０３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 14． 安心して妊娠・出産・子育てができるよう、中央保健セ
ンターを拠点に、母子保健コーディネーター（保健師）や
助産師が中心となって、妊娠期からの切れ目ない支援の充
実を図った。
(1)母子保健相談支援事業

母子保健コーディネーターが、妊娠期からの相談や訪
問、「ママ安心サポートプラン」の作成など、母子健康手
帳交付時からの継続した支援を７月から実施した。
(2)産前・産後サポート事業

助産師が中心となり、お母さんの悩みや不安に寄り添う
支援を７月から実施した。
　・おめでとうコール（産後２～３週目の産婦）６８５人
　・おっぱい相談会　１０６人（１０月開始）

【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　6,935,000円
　　・先進地視察（県内・県外）
　  ・母子保健コーディネーターの設置
　　・サポートプランの印刷
　　・産前産後サポート事業の実施
　　・専属の嘱託助産師、嘱託保健師の雇用
　
【過去２カ年度の実績】
　＊平成２７年度　新規事業

【事業を取りまく状況等】
地域のつながりの希薄化等により、妊産婦等が孤立し不

安感を抱えやすくなっていると考えられることから、妊
娠・出産・子育てまでの切れ目ない支援の強化を図ること
が重要である。

妊娠出産包括支援
事業

１１，６４４

 13． 入院養育が必要な未熟児２１人に対して、医療の給付に
要する経費を補助することにより、経済的負担の軽減と未
熟児の健康の保持増進を図った。

未熟児養育医療事
業

５，２４３

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

共同墓地内の環境改善を図るため、自治会等が行う共同
墓地整備事業に対し補助を行った。
　補助金交付件数　１５件

共同墓地整備事業
補助金

５，７３８

14,378 決 算 額 の 財 源 内 訳
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）７．診療所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

86,206

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４１

1

1

１４１

2

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）８．公害対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４１

1

（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）１．清掃総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

135

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４３

1

89,697 一般財源

3,491

夜間や休日などに救急医療が必要な市民に応急的な医療
を行うため、休日・夜間応急診療所（内科・小児科）を開
設し、一次救急医療を確保することにより、市民の健康管
理を図った。

医科診療所運営事
業

117,838 決 算 額 の 財 源 内 訳

 ２． 休日の救急医療が必要な市民に応急的な医療を行うた
め、休日・夜間応急診療所（歯科）を開設し、一次救急医
療を確保することにより、市民の健康管理を図った。

歯科診療所運営事
業

６，８１６

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
８２，８８１

3,828 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,637 一般財源

3,637

調査事業 ３，６３７

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 公害防止、環境保全に努めるため、水質・騒音・振動・
悪臭等について調査し現状把握を行った。

877,106

清 掃 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

878,503 決 算 額 の 財 源 内 訳

877,241 一般財源

 １． １市３町で構成する伊勢広域環境組合清掃工場にて、ご
みの適正処理を行った。
　○共通経費　５，７６１千円
             （平等割１０％加入事務数割９０％）
　○運営経費　３８７，９０７千円（実績割１００％）
　○建設経費　１７０，５８０千円
             （平等割１０％人口割９０％）
　○公債費　　２３２，８１１千円 （元利補給金）
　○清掃事業所分担金　２，７４４千円

伊勢広域環境組合
負担金（ごみ）

７９９，８０３
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決算書
1        頁

１４３

2
2

１４３

3

（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）２．資源循環推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

70,245

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４３

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． ごみの排出場所の集積化を促進し、ごみ収集の効率化を
図るとともに、ごみの散乱を防止し、市民の美化意識の高
揚を図ることにより、市民の良好な生活環境を確保するこ
とを目的として、廃棄物集積所を設置した自治会等に対し
補助金を交付した。
　○交付申請団体数　　　のべ３７団体
  ○補助金交付基数　　　　　５６基
　○補助率　利用世帯数に応じて補助金限度額の設定

廃棄物集積所設置
補助金

５，８３３

 ３． 市有地等に不法投棄された家電４品目及び処理困難物を
適正に処理した。
　○主な不法投棄物の回収実績：テレビ１０１台、冷蔵庫
　　２６台、洗濯機１３台、エアコン２台、タイヤ８９本

不法投棄防止対策
推進事業

９０８

96,766 決 算 額 の 財 源 内 訳

89,580 一般財源

19,335

清 掃 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ごみの減量及び資源化を推進するため、可燃ごみの指定
ごみ袋制を実施した。
　○目的
　　１．可燃ごみへの資源物の混入の防止、ごみの
       減量と分別・資源化の推進
　　２．危険物の混入によるごみ収集時やごみ処理
       施設での事故防止
　　３．日常生活からのごみと事業活動から生じる
       ごみとの区別化
　○指定袋種類　３種類
　　　　　（大袋４５㍑、中袋３０㍑、小袋１５㍑）
　○材質等
　　【材質】高密度ポリエチレン製
　　【色】　　半透明
　○販売方法　「伊勢市指定ごみ袋販売店」にて販売
　　　（平成２８年３月３１日現在、
　　　　　　　　　　　販売店登録数２９１店舗)
　○販売価格　 希望小売価格制度にて販売
　　 市の提示する希望小売価格
　　 大袋１０５円、中袋７４円、小袋４７円（税別）
　
　※市施行による指定ごみ袋の製造および販売等を行う運
　　営事業は、平成２７年度で終了した。

指定袋制度運営事
業

７４，３３５
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決算書
1        頁

１４３

2
2

１４３

3

（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）３．じん芥処理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

18,846

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４３

1

 ３． 生ごみの自家処理を促進し、ごみの減量化を図ることを
目的に、ごみ減量化容器を購入し、設置した者に対し補助
金を交付した｡
  ○家庭用　　　　７７件　　８６基
　○事業所用　　　　１件　　　１基
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　８，６８８，０００円
　○家庭用　　　　　　　　１１５基分
　○事業所用　　　　 　　　　 ３基分
【過去２ヶ年度の実績】
  ○家庭用
　　平成２５年度　９３件　１１１基
 　 平成２６年度　８２件  　９８基
  ○事業所用
　　平成２７年度新規事業
【事業を取りまく状況等】

補助金交付基数に伸びが無いため、市民や事業所への啓
発を強化していく。

ごみ減量化容器設
置補助金

２，２２４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 自治会、ＰＴＡ等資源物の集団回収事業を行う団体に対
して、回収量に応じ再生資源回収事業奨励金を交付するこ
とにより、ごみの減量・資源化を図った。
　　○交付団体数     　   　１４９団体
　　○回収量　　    　　　　２，５４０ｔ
　　　（内訳）紙類２，４２９ｔ、布類４９ｔ、
　　　　　　　缶類６２ｔ
　　○回収量（瓶）　　　　　２，９５２本
　　　　　※１ｋｇ当たり３円の奨励金
　　　　　　 瓶については、１本当たり３円の奨励金

再生資源回収推進
事業

７，６２９

 １． ごみの減量・資源化のため、缶・金属類、資源びん
（無色、茶色、その他の色）､紙・布類（新聞・折込チラ
シ、雑誌・雑紙類、段ボ－ル、飲料用紙パック、布・衣
類）、ペットボトル、プラスチック製容器包装、ガラス・
くずびん類、陶磁器類、乾電池及び蛍光管の分別回収を
行った。
　○市内ステ－ション設置状況
　・資源ステ－ション　　     ９９５箇所
　・資源拠点ステ－ション　　   １９箇所
　（内訳）伊勢中央、宇治、船江、城田、中島、佐八、
　　　　　明倫、神社、厚生、早修、北浜、宮本、沼木、
　　　　　大湊、いせトピア、二見、小俣、明野、御薗

再資源分別回収事
業

２９２，１２０

720,632 決 算 額 の 財 源 内 訳

714,256 一般財源

695,410

清 掃 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
1        頁

１４５

2
2

１４５

3

 ３． ごみ収集業務のほか、市民から搬入されたガレキ類（ブ
ロック、レンガ、瓦、コンクリート）の適正処理を行い、
環境保全の推進を行った。

また、小俣廃棄物投棄場浸出水処理施設の維持管理を行
い、投棄場の環境保全を行った。
　○伊勢年間搬入量　      ５３６，７７４ｋｇ
　○小俣年間搬入量　　　　　４５，３６０ｋｇ

じん芥収集一般事
業

３７，６１９

 ２． 耐用年数が経過し、老朽化により収集業務に支障が出る
ため、車両を順次買い替え業務の効率化を図った。
　○購入車両
　　２ｔパッカー　　　 ２台
　　軽ダンプ　　　　　 ２台
　○収集車両台数　 計３８台

じん芥収集車購入
事業

１３，８４８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）５．労働費　（項）１．労働諸費　（目）１．労働諸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,027 7,217

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４５

1
1

１４５

2

62,032 決 算 額 の 財 源 内 訳

59,598 一般財源

48,354

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． ○女性の再就職支援
結婚、出産、育児などにより離職した女性が、再就職へ

の不安を取り除き、未来に向けて一歩を踏み出す機会とす
るため、再就職支援セミナーを実施した。参加者は12名で
あった。

○障がい者雇用促進
伊勢公共職業安定所と連携し、12事業所を訪問し、障が

い者雇用を促した。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　448,000円
　主な経費内訳　講師謝礼：２人　　 276千円
　　　　　　　　チラシ印刷　　　　　50千円
　　　　　　　　託児業務委託　　　 100千円

【過去2ヵ年度の実績】
　障がい者雇用促進（訪問事業所数）
　　平成26年度　10事業所

【事業を取りまく状況等】
　女性の再就職支援

厚生労働省委託事業を活用したことから、講師に係る謝
礼等は不要となった。

再就職を希望する女性を後押しするとともに、事業所に
対して人材活用・制度案内を図るなど、雇用促進に向けた
取り組みが求められている。
　
　障がい者雇用促進事業

平成27年６月１日現在の民間企業などの障がい者実雇用
率は県全体で1.97％、伊勢公共職業安定所管内においては
1.95％であり、前年に比し改善はしているが、法定雇用率
である2.0％には至っておらず、引き続き、障がい者雇用
促進のための取り組みが必要である。

就労支援事業 ５４

 １． いせ若者就業サポートステーションと連携し、若年求職
者・無業者を対象に個別ケースにあわせた支援を実施し、
早期就職の実現を図った。
○伊勢市若者就職総合支援事業
　・臨床心理士等を配した面談による心理カウンセリング
　・適職診断等を用いた若者キャリア開発プログラム
　・講演会
　・セミナー・講座
　・就労体験
　・市内事業所見学会
　・ネットワーク会議
○若年者就職支援事業[（緊急雇用創出事業）地域人づく
り事業]
　・学び直しセミナー
　・ボランティア体験

若年求職者等支援
事業

８，０９３
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決算書
2        頁

１４５

3
3

１４５

4
4

１４５

5
5

１４５

6
6

１４５

7
7

１４５

8

 ３． 中小企業で働く勤労者の福祉制度の充実を推進し、併せ
て勤労者福祉の向上と中小企業の発展を図るため、一般社
団法人伊勢地域勤労者福祉サービスセンターに対し、管理
運営費の補助を行った。

伊勢地域勤労者福
祉サービスセン
ター補助金

１３，２８４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 10月12日（月・祝）県営サンアリーナにて、一般社団法
人伊勢志摩労働者福祉協議会等と共催で、福祉フェスティ
バル「勤労者ゆとりＴ・Ｉ・Ｍ・Ｅ ｙｏｕ・ゆう・遊ｉ
ｎｇ」を開催した。市内の事業所の勤労者とその家族を中
心に約25,000人の参加があり、ゆとりと豊かさの実感でき
る場、さらには家族ふれあいの場を提供した。

勤労者ふれあい事
業

１，２００

 ５． 社会の高齢化が急速に進む中、高齢者の多様化する就業
ニーズに対応するため、労働対策及び生きがい対策の一環
として設立した公益社団法人伊勢市シルバー人材センター
の管理運営に対して補助を行った。

高年齢者労働能力
活用事業費補助金

１９，２８０

 ６． 勤労者の健康増進、体力及び教養文化の向上を図るた
め、会議室、体育室等の貸室、維持管理を行った。また、
趣味づくり、健康づくり講座を開催した。平成18年９月か
ら指定管理者による運営となっている。

サンライフ管理運
営事業

８，５１０

 ７． 労働者の福利増進及び市民の文化向上に寄与するため、
会議室の貸室、維持管理を行った。労働福祉会館管理

運営事業
６，５０７

 ８． 東海労働金庫と協調し、市内に居住又は県内事業所に勤
務する勤労者が市内に自己が居住する住宅を新築・増改築
及び購入時に、その利子の軽減を実施することで勤労者の
負担を緩和し、持家の促進を図った。

勤労者持家促進資
金貸付金

２，２４０
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）２．農業総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４７

1

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）３．農業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

16,550 218

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４７

1
1

１４７

2
2

１４７

3
3

１４７

4
4

１４９

5
5

１４９

6

135,570 決 算 額 の 財 源 内 訳

135,087 一般財源

135,075

農 林 水 産 課

3,506

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 農業災害補償法の規定に基づく農業共済事業を効率的･
安定的に運営するため、伊勢地域農業共済事務組合の運営
経費の一部を構成７市町で負担した。

伊勢地域農業共済
事務組合負担金

３５，１０１

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

22,646 決 算 額 の 財 源 内 訳

20,274 一般財源

 １． 地域農業の担い手として活躍が期待できる認定農業者を
支援するため、その経営規模拡大等のため借り入れた資金
の利子補給を行った。

農業近代化資金等
利子補給補助金

５９３

 ３． 経営の不安定な就農初期の青年就農者に対する給付金を
給付し、青年就農者の増加及び就農後の定着を図った。新規就農者総合支

援事業
３，７５０

 ２． 遊休農地の解消を図るため、地域農業の担い手が遊休農
地を活用して営農するにあたり、その再開に必要な草刈り
や耕起など、営農可能な状態に回復するための支援を行っ
た。

遊休農地活用事業 ７５０

 ５． 農業振興地域整備計画に基づき地域内の計画的土地利用
を進める中、農業諸情勢の変化に対応して、地域の土地利
用の動向、他の土地利用との調整を図り、地域の特性及び
課題に応えるべく、農用地の見直しを行った。

農業振興地域整備
促進経費

１２２

 ４． 中心経営体等が、経営規模の拡大や農産物の加工・流
通・販売等の経営の多角化等に取り組む際に必要となる農
業用機械等の導入等について支援することで中心経営体等
の育成・確保を図った。

経営体育成支援事
業

５，９８１

 ６． 農業が持続的に営まれることにより、農村環境が良好に
保たれることから、農業者等の地域農業や農村振興に資す
る取り組みを支援することで後継者の育成確保や生産活動
強化を図った。

農業振興補助金 ８３９
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決算書
6        頁

１４９

7
7

１４９

8
8

１４９

9
9

１４９

10
10

１４９

11
11

１４９

12

決 算 額 施 策 の 成 果

 ９． 今後、農業者の減少により耕作者のいない農地の増加が
見込まれるため、農地の中間受け皿となる農地中間管理機
構による担い手への農地集積・集約化に対する周知・定着
を図った。

農地中間管理事業 ２１８

事 業 名

 ７． 意欲ある農業者が需要のある作物を生産することに対し
て交付金を交付することにより、農業経営の安定や農地の
有効利用を図った。

経営所得安定対策
推進事業

 ８． 6次産業化という新しい農業経営の考え方を地域の農業
者等に周知・定着を図り、経営向上に向けた６次産業化へ
の取り組みの推進を図った。
・６次産業化ステップアップ研修会の参加
・伊勢市６次産業化講演会の開催
・６次産業化先進地視察
・６次産業化視察研修

【当初予算における内容、計画】
・当初予算額　535,000円
　・６次産業化講演会等の開催×２回
　・６次産業化に関する研修

・農業者等を対象に、６次産業化で成功した企業及び関
連施設への視察研修
　・市内で加工されている６次産業化産品の事例紹介

【過去２ヵ年度の実績】
平成26年度  102,126円
平成25年度　107,990円

【事業を取りまく状況等】
・６次産業化・地産地消法が創設され、国庫事業でも６次
産業化の取り組みに対して支援され始めてきている。
・６次産業化の主たる目的は農業者の所得向上であるが、
観光、外食業など異業種と連携して特産物等の開発に繋が
れば、地域の活性化にも期待できる。

６次産業化推進事
業

３６２

４４５

６，７２４

農業体験学習事業 ４３６

 10． 市内産農林水産物を食材として取り扱う飲食店等を、伊
勢市地産地消の店として認定し、当該店の地産地消に係る
取組を消費者に周知することにより、市内産農林水産物の
消費及び需要の拡大を図った。

また、農産物直売所事業に対して消耗品や資材面で支援
を行うことにより、地域農業における農村コミュニティー
の再構築や地域農業の維持発展を図った。

地産地消推進事業

 11． 有機・減農薬栽培の促進、先進的又は地域の特色ある農
産物づくりに取り組む農業者に対して支援を行い、地域農
業の活性化を図った。

特色ある農産物づ
くり支援事業

５４

 12． 436 食育推進の一環として、農業体験を含む食育の機会を設
け、食の大切さ、食を育む産業である農業の大切さなどに
ついて考えてもらう機会を提供した。
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）４．農業用施設管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

105,000 1,431

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４９

1
1

１４９

2

180,759 決 算 額 の 財 源 内 訳

169,691 一般財源

63,260

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 横輪地区活性化事業で整備した伊勢市都市農山村交流促
進施設について、指定管理者制度による施設の管理運営を
行い、地域住民と都市住民が集い触れ合う交流の場として
地域の活性化を図った。
・指定管理者    横輪町活性化委員会
・開館日数      265日
・来客人数 　　 9,666人

伊勢市都市農山村
交流促進施設維持
管理経費

３，２３６

 １． 指定管理者により伊勢市二見地域農産物等活用型総合交
流促進施設の管理運営を行った。
・指定管理者    一般社団法人　民話の駅　蘇民
・開館日数      360日
・来客人数 　　 148,299人

二見しょうぶロマ
ンの森維持管理経
費

６，６９０
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決算書
2        頁

１４９

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 農業者又は地域住民を含めた組織等で取り組む農用地、
水路、農道等の地域資源の基礎的な保全活動や推進活動に
対し支援を行う『農地維持支払交付金』と水路、農道等の
施設の軽微な補修や農村環境保全活動等の取組みに対し支
援を行う『資源向上支払交付金（共同活動）』と老朽化が
進む農地周りの農業用用排水路、農道等の施設の長寿命化
のための補修・更新等の活動に対し支援を行う『資源向上
支払交付金（施設の長寿命化）』を支払った。
　各交付金の詳細は以下のとおりである。
　◆農地維持支払交付金
　実施地区　26組織(一色、西豊浜町森区、有滝、村松、
　　　　　　　　　柏、上地、粟野、鹿海、上野、円座、
　　　　　　　　　伊勢北部(植山、有滝、西豊浜、東豊
　　　　　　　　　浜、村松)、津村、楠部、佐八、中
　　　　　　　　　須、馬瀬、通、小俣、磯、二見町西、
　　　　　　　　　西豊浜町上区、東大淀、黒瀬、
　　　　　　　　　西豊浜町小川区、田尻町、小木町)
　　　実施面積　　1,694.09 ha
　　　支援金総額　49,324,600円
　　（伊勢市負担分12,331,150円）
　　　負担割合　　国50%　県25%　市25%

　◆資源向上支払交付金（共同活動）
　　実施地区　24組織(一色、西豊浜町森区、有滝、
　　　　　　　　　　村松、柏、上地、粟野、鹿海、
　　　　　　　　　　上野、円座、伊勢北部(植山、
　　　　　　　　　　有滝、西豊浜、東豊浜、村松)、
　　　　　　　　　　津村、楠部、佐八、中須、馬瀬、
　　　　　　　　　　通、小俣、磯、二見町西、
　　　　　　　　　　西豊浜町上区、東大淀、黒瀬、
　　　　　　　　　　西豊浜町小川区)
　　　実施面積　　1,649.69ha
　　　支援金総額　28,850,484円
　　（伊勢市負担分　7,212,621円）
　　　負担割合　　国50%　県25%　市25%
◆資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動）
　　実施地区　18組織(一色、村松、柏、上地、粟野、上
　　　　　　　　　　野、円座、伊勢北部(植山、有滝、
　　　　　　　　　　西豊浜、東豊浜、村松)、津村、楠
　　　　　　　　　　部、中須、馬瀬、小俣、磯、
　　　　　　　　　　二見町西、西豊浜町上区、東大淀、
　　　　　　　　　　黒瀬)
　　　実施面積　　1,389.88ha
　　　支援金総額　57,824,960円
　　（伊勢市負担分　14,456,240円）
　　　負担割合　　国50%　県25%　市25%

多面的機能支払交
付金事業

１３９，０１２
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）５．畜産業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１４９

1

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）６．農地費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

11,700 66,800 1,229

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５１

1

食肉の安全を確保するため、三重県松阪食肉公社施設の
維持管理対策に要する経費を、伊勢市を含む主要株主によ
り支援を行った。

畜産振興事業 ３，３９２

3,392 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,392 一般財源

3,392

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

98,545

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

271,622 決 算 額 の 財 源 内 訳

178,274 一般財源

 １． 土地改良区等の実施する事業に対して市の基準による補
助金を交付し、農業農村の基盤整備や農業経営の安定を
図った。
　　交付件数・・・16件

土地改良事業補助
金

４２，９９３
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決算書
1        頁

１５１

2

決 算 額 施 策 の 成 果事 業 名

 ２． 県営かんがい排水事業負担金
○宮川４工区
  事業期間  平成18年度～平成29年度
　事業内容  水管橋設置工　一式、推進工　一式
　　　　　　幹線水路工　1,300ｍ、支線水路工　3,100ｍ
  事 業 費  834,000千円
  負担区分  ・幹線
　　　　　　　国50% 県25% 市町15% 宮川用水10%
　　　　　　・支線
　　　　　　　国50% 県25% 市町8.333% 宮川用水16.667%
　　　　　　→伊勢市負担額　118,557,752円
　　　　　　　→うち現年41,233,220円繰越77,324,532円
　　　　　　H26繰越 18,600,000円

○有爾中・明星地区
  事業期間  平成27年度～平成32年度
　事業内容  測量設計　一式
  事 業 費  19,000千円
  負担区分  国55% 県25% 市町12.5% 宮川用水7.5%
　　　　　　→受益面積割　伊勢市0.056％
　　　　　　→伊勢市負担額　10,640円
　　　　　　　→うち現年4,721円繰越5,919円

○田丸地区
  事業期間  平成27年度～平成32年度
　事業内容  測量設計　一式
  事 業 費  7,500千円
  負担区分  国55% 県25% 市町12.5% 宮川用水7.5%
　　　　　　→受益面積割　伊勢市7.215％
　　　　　　→伊勢市負担額　541,125円

高度水利機能確保基盤整備事業負担金
○宮川左岸地区
  事業期間  平成26年度～平成31年度
　事業内容  幹線水路工　1,750ｍ
  事 業 費  198,000千円
  負担区分  国55% 県27.5% 市町10% 地元7.5%
　　　　　　→受益面積割　伊勢市　幹線4.888％
　　　　　　　　　　　　　　　　　支線1.8682％
　　　　　　→伊勢市負担額　9,414,564円
　　　　　　　→うち現年7,195,412円 繰越2,219,152円
　　　　　　H26繰越 1,173,120円

農業用施設アスベスト対策事業負担金
○城田・下外城田地区
  事業期間  平成26年度～平成31年度
　事業内容  支線水路工　2,600ｍ
  事 業 費  55,000千円
  負担区分  国55% 県35% 市町5% 地元5%
　　　　　　→受益面積割　伊勢市2.426％
　　　　　　→伊勢市負担額　2,599円
　　　　　　H26繰越 937,436円

県営かんがい排水
事業負担金

６９，６８８
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決算書
2        頁

１５１

3
3

１５１

4
4

１５１

5
5

１５１

6
6

１５１

7
7

１５１

8

１，７６９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 高度水利機能確保基盤整備事業負担金
○小俣地区
　事業期間　平成21年度～平成30年度
　事業内容　幹線水路工　  200ｍ
　　　　　　支線水路工　3,400ｍ
　事 業 費　209,500千円
　負担区分　・幹線
　　　　　　　国55% 県27.5% 市10% 宮川用水7.5%
　　　　　　・支線
  　　　　　　国55% 県27.5% 市3.15% 小俣改14.35%
　　　　　　・農道
  　　　　　　国55% 県27.5% 市17.5%
　　　　  　→伊勢市負担額　9,647,500円
　　　　　　　→うち現年950,000円 繰越8,697,500円
　　　　　　H26繰越 818,533円

 ５． 農業用排水路を整備することで、排水路の機能回復と農
村環境の整備を図った。
・神薗町地内 神薗町排水路整備工事ほか8件

農業用排水路整備
事業

２６，３８２

経営体育成基盤整
備事業負担金

 ４． 農道を整備することで、農道機能を保持し農村環境の整
備を図った。
・中須町地内 中須町農道舗装工事ほか2件

農道整備事業 ６，７０６

 ６． 農道を整備することで、農道機能を保持し農村環境の整
備を図った。
・鹿海町地内 鹿海町農道舗装工事ほか4件
　◇農業基盤整備促進事業

農道整備事業 １３，３７１

 ８． 災害に強い農村づくりを進めるため、農業用ため池の耐
震点検照査や頭首工改修計画書作成を行った。
・黒瀬町地内　ため池耐震点検照査業務委託ほか2件

農村地域防災減災
事業

１０，２４４

 ７． 7,121 農業用排水路を整備することで、排水路の機能回復と農
村環境の整備を図った。
・二見町西地内　二見町西排水路整備工事ほか1件
　◇農業基盤整備促進事業

農業用排水路整備
事業

７，１２１
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）７．湛水防除事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

111 17,036

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５１

1

（款）６．農林水産業費　（項）２．林業費　（目）２．林業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

15,834 1,198

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５３

1
1

１５３

2

決 算 額

84,116 決 算 額 の 財 源 内 訳

73,617 一般財源

56,470

維 持 課

施 策 の 成 果

 １． 排水機場の設備の定期的な整備補修、更新等を実施する
ことにより、施設の機能保持を図り、流域への湛水による
被害の未然防止を図ることを目的とする。

　土地改良施設維持管理適正化事業で整備を実施
　  事業費の90％が交付金対象
　 （国：30％、県：30％、市：30％）
　  90％のうち市負担30％及び事務費2.5％を5年間で均等
　  に三重県土地改良事業団体連合会へ拠出している。
　（概要）
　　①平成２７年度現年分
　　　東豊浜第二排水機場
　　　　電気設備整備等　　　　　　　　一式　　１件
　　　蟹田排水機場
　　　　電気設備整備等　　　　　　　　一式　　２件
　　　山田原名古新田排水機場
　　　　ポンプ設備整備等　　　　　　　一式　　１件
　　　汁谷川排水機場
　　　　除塵機設備整備　　　　　　　　一式　　１件
　　②平成２８年度へ一部繰越
　　　村松排水機場
　　　　ポンプ設備整備等　　　　　　　一式　　１件

排水機等補修事業 ２６，３８４

事 業 名

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

45,071 決 算 額 の 財 源 内 訳

42,511 一般財源

25,479

農 林 水 産 課

 １． 海岸防風林等の松林において、松くい虫防除事業を施行
し、松林のもつ公益的機能の低下防止及び景観の保全を
図った。
  地上散布6.3ha　伐倒破砕36.8㎥

森林病害虫防除事
業

４，６９２

 ２． 　増加傾向にある野生鳥獣による農作物等被害防止を目的
に、伊勢市鳥獣被害防止対策協議会が実施する事業に対し
て負担金を支出し、集落を含む関係機関が一体となって鳥
獣害防止総合対策事業に取り組んだ。
　また、伊勢地区猟友会に有害獣（猪・鹿・猿）捕獲を委
託し、農林作物及び生活環境等の被害軽減に努めた。

獣害防止事業 ６，１１０
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決算書
2        頁

１５３

3
3

１５３

4
4

１５３

5

（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）２．水産振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

50

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５３

1
1

１５３

2
2

１５３

3
3

１５３

4
4

１５３

5

 ３． 音無山を環境林として適正に管理するため、20年間の環
境林整備計画を作成し、それに基づき下刈り、受光伐等を
行っている。平成14年度からいせしま森林組合に委託して
おり、本年度は3.8ha実施した。

森林環境創造事業 ９７２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． みえ森と緑の県民税市町交付金事業を活用して、松くい
虫防除（樹幹注入）を実施し、暮らしに身近な森林づくり
を行った。
　樹幹注入　314本

森林整備事業 ３，９４４

 ５． みえ森と緑の県民税市町交付金事業において、小中学校
の統合等、規模の大きな事業への活用を行うため基金とし
て積み立てた。

基金積立事業 １，０７４

2,123 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,777 一般財源

1,727

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢湾・宮川各漁業協同組合が実施するアサリ、クルマ
エビ、アユ等の種苗放流事業に対して支援し、資源の増
大・確保と漁家経営の安定を図った。

種苗放流事業補助
金

９２５

 ３． 地区漁業者を中心とした干潟保全活動（伊勢干潟保全
会・村松浅場保全会）に対しアサリ着底基盤材等の購入に
係る費用を支援し干潟機能の回復と漁場環境の改善を図っ
た。

干潟等保全活動支
援事業

１９５

 ２． 水産業を将来就く職業の一つとして考えてもらうため
に、市立佐八小学校５年生（19名）、市立今一色小学校
４・５年生（22人）、早修小学校５年生（11名）に対し
て、漁業に関する講習を行い、体験実習・施設見学をして
もらうことで、漁村・漁業への意識の高揚を図った。

水産教室実施事業 ８１

 ４． 東日本大震災で被害を受けた漁業者の資金借り入れに生
じる利子を補給し、復旧に必要な資金の借り入れの円滑化
と漁業経営の再生を図った。

漁業近代化資金利
子補給補助金

１２３

 ５． 本市の水産業の現状と課題を整理し、その課題に対する
目標を定めることにより効果的に施策を推進するため、伊
勢市水産業振興計画の策定を行った。

水産振興事業 ４５３
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（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）３．漁港管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

23,784

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５５

1

（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）４．漁港建設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

40,350

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５５

1

87,519 決 算 額 の 財 源 内 訳

55,278 一般財源

 １．
水産物供給基盤機
能保全事業

４８，４８１

31,494

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

漁港内の航路において、漁船の安全航行・航行時間の短
縮を図るため、浚渫工事を行った。
　・豊北漁港航路浚航路浚渫工事　20,700m3

漁業用施設整備事
業（防衛）

６０，５２６

60,527 決 算 額 の 財 源 内 訳

60,526 一般財源

豊北漁港において機能保全計画に基づき老朽化した施設
の保全工事を行った。
  ・豊北漁港有滝物揚場保全工事

松下漁港及び江漁港において機能保全計画策定に向けた
調査及び設計業務を行った。
  ・松下漁港機能保全計画書作成業務委託ほか5件

20,176

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
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（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）１．商工総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,629

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５５

1

（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）２．商工業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５５

1
1

１５５

2
2

１５７

3

84,124 決 算 額 の 財 源 内 訳

83,748 一般財源

 １． 架空請求や悪質商法、多重債務など消費生活にまつわる
トラブルについて、専門相談員による相談を行った。ま
た、被害を未然に防ぐため、紙芝居を活用し、高齢者クラ
ブを中心にわかりやすい出前講座を２０回実施したほか、
子どもの頃からの消費者教育の重要性を認識し、小学校１
校、放課後児童クラブ２クラブで出前授業を実施した。ま
た、伊勢市消費生活センターの周知のため市内の２つのイ
ベントにブース出展した。
　消費生活相談件数７６４件

79,119

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 中小企業・小規模企業の事業発展を促し、地域経済の活
性化を図るため、新規開業及び異分野の中小企業と連携し
た新事業分野の開拓や第二創業などを行う中小企業・小規
模企業が、日本政策金融公庫（国民生活事業）の中小企業
経営力強化資金の融資を受けた場合に、その融資にかかる
利息の一部の補給補助を行った。（補助件数：6件）

中小企業経営力強
化資金利子補給補
助金

２４６

 １．

消費生活センター
運営事業

８，４８１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

60,327 決 算 額 の 財 源 内 訳

51,791 一般財源

51,791

商 工 労 政 課

伊勢商工会議所または平成19年以降に小俣町商工会の斡
旋により三重県信用保証協会の保証を得て小規模事業資金
または小規模借換資金の融資を受けた事業者に対し、その
返済状況に応じて融資に係る保証料の補助を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　（補助件数：190件）

小規模事業資金保
証料補給補助金

５，６０３

地域経済を支える中小企業・小規模企業の経営改善及び
経営基盤の強化を支援するため、また、中小企業等への相
談や指導の充実化を図るため、伊勢中小企業相談所（伊勢
商工会議所内）及び小俣町商工会が行う経営指導事業や専
門家派遣事業等に要する経費に対して補助金を交付し、中
小企業の振興に寄与した。
経営改善普及事業補助金　補助件数　２件
専門家派遣事業補助金　　補助件数　２件

経営改善普及事業 １８，６７２
 ３．
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決算書
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１５７

4
4

１５７

5

 ５． 市内住宅関連産業の振興を促し、地域経済の活性化を図
るために、住宅や店舗のリフォーム等を行う者に対し、補
助金を交付した。      （補助件数：120件）

住宅・店舗リ
フォーム等促進事
業補助金

１１，６４５

 ４． 地域のコミュニティの担い手としての役割が期待されて
いる中心市街地商店街等の活性化を図るために、商店街空
店舗対策事業、商店街活性化対策事業、商店街ＰＲ支援事
業、商店街LED化支援事業を実施した。

（１）商店街空店舗対策事業　　　補助件数　５件
中心市街地商店街の空店舗の解消を図るため、伊勢まち

づくり株式会社が実施する空店舗対策事業に補助金を交付
した。
（２）商店街活性化対策事業　　補助件数　２件

中心市街地商店街等の集客力及び機能回復を図るため
に、伊勢商工会議所が実施する商業まちづくり補助金事業
に対して補助金を交付した。
（３）商店街ＰＲ支援事業　　補助件数　１件

商店街の空店舗の解消や活性化を図るため、伊勢まちづ
くり株式会社が行う商店街の広報に対して補助金を交付し
た。
（４）商店街ＬＥＤ化支援事業　　補助件数　２件

商店街の街路灯等のＬＥＤ化を促進し、環境に配慮した
商店街づくりや商店街の活性化を図るため、商店街が行う
街路灯等のＬＥＤ化に係る費用の一部に対して補助金を交
付した。

商店街等振興対策
事業

７，１２４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
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１５７

6

 ６． 伊勢の食材や特産品など地域資源の販路拡大や全国にお
ける認知度の向上を図るため、首都圏や大都市圏におい
て、物産展や食材のＰＲを行った。

地域経済、地域産業の活性化を目的に、伊勢市内の方々
に伊勢市の企業が持つ優れた技術や商品、物産等の地域資
源の情報を発信し、伊勢の産業を楽しみながら知っていた
だける「伊勢市産業フェア」を実施した。

また、伊勢市内の中小企業者の販路拡大及び新規需要開
拓を促進するため、商談会や見本市等に出展する中小企業
者に対して補助金を交付した。
　平成２７年度実績　４，９５１千円
  ○物産展・食材ＰＲ 計１１回
　・物産展　　東京２回　神奈川１回　大阪１回
　・食材ＰＲ　東京１回　奈良１回　大阪１回　福岡１回
　・県内物産展等 ３回
　○産業振興展開催負担金　支出２，９９３，７２４円
　○商談会等出展支援事業補助金　補助件数７件

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　５，７４８，０００円
　補正額　　　  －３１５，０００円
　物産展５回、食材ＰＲ５回
  産業振興展開催負担金　３，０００千円
　商談会等出展支援事業補助金
　　　　　　　１００，０００円×５団体

【過去２年間の実績】
　平成２６年度実績　１，１２７千円
　・物産展・食材ＰＲ
　　東京４回　大阪２回　福岡１回　県内２回　計９回
　・商談会等出展支援事業補助金　補助件数３件
　平成２５年度実績　１，６６３千円
　・物産展・食材ＰＲ
　　東京３回　神奈川１回　大阪３回　県内２回　計９回

【事業を取り巻く状況等】
　・物産展や食材ＰＲは予定より回数は増えたが、他団体
　　が主催する物産展や食材ＰＲにおいて、会場使用料な
　　どの支出額が当初の計画より少なくなった。
　・商談会等出展支援事業補助金交付事業は平成２６年度
　　から開始したが、事業開始２年目は交付件数が増えて
　　おり、申請件数の増加が見込まれる。

　

地域産品販売促進
事業

４，９５１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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伊勢市内の商業振興を図るため、地域住民や観光客の
ニーズに応えた商業環境の整備やにぎわいの創出に新たに
取り組む商業団体等に対して事業費の一部を補助する商業
魅力アップ支援事業補助金を実施した。　補助件数　５件

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　7,900,000円
　　商業魅力アップ支援事業補助金
　　補助率2/3　補助上限額 350,000円又は500,000円又は
　　　　　　　　　　　　　1,000,000円
　　補助件数　12件
 
【過去２ヵ年度の実績】
　平成26年度　8,810,154円
　（１）商業活性化推進事業　６件　4,068,000円
　（２）商店街空店舗対策事業　３件　673,200円
　（３）商店街活性化対策事業　４件　973,954円
　（４）商店街ＰＲ支援事業　１件　654,000円
　（５）商店街ＬＥＤ化支援事業　３件　2,441,000円
　（１）～（５）のうち（２）～（５）については、
　　平成27年度における商店街等振興対策事業。

　平成25年度　5,960,250円
　（１）商業活性化推進事業　６件　3,538,000円
　（２）商店街空店舗対策事業　６件　706,250円
　（３）商店街活性化対策事業　４件　916,000円
　（４）商店街支援事業　１件　800,000円
　（１）～（４）のうち（２）～（４）については、
　　平成27年度における商店街等振興対策事業。

【事業を取りまく状況等】
　・当初予算時計画から事業実施に際して、補助対象
　　事業及び補助上限額の精査を行い変更した。
　・商業団体が自主性をもって創出し継続して行う事
　　業に対して支援することは、地域の個性を活かし
　　た商業の活性化に繫がると考えられる。
　・より多くの商業団体に活用されるよう補助制度の
　　さらなる周知が必要。

商業活性化推進事
業

３，５５０

施 策 の 成 果事 業 名 決 算 額

 ７．
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（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）３．産業支援推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

13,882

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５７

1
1

１５７

2
2

１５７

3
3

１５７

4
4

１５７

5

119,143 決 算 額 の 財 源 内 訳

112,127 一般財源

98,245

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 中小製造業者等が行う新製品・新技術の研究開発に対
し、「新産業創出支援事業補助金」を、伝統工芸品産業の
再生と後継者育成に繋がる事業に対し、「伝統工芸品等再
生支援事業補助金」を交付した。

また、三重県信用保証協会の保証を得て創業・再挑戦ア
シスト資金の融資を受けた事業者に対し、その返済状況に
応じて融資に係る保証料の補助を行った。（補助件数：44
件）

平成27年度から地域経済の活性化と雇用の場の創出に資
するため、伊勢市創業支援事業計画に基づき、創業支援事
業者が実施する事業の経費を一部補助し、創業環境を整え
創業支援体制の強化を図った。（補助件数：1件 伊勢商
工会議所）

ものづくり推進事
業

４，１５９

 ３． 産業の振興、雇用の創出を図るべく、企業立地に向け、
誘致活動や、市内企業への情報収集、企業立地用地の整備
などを実施した。

企業立地推進事業 １８，３７０

 ２． 企業誘致用地の維持管理、及び企業誘致のための担当者
の資質向上に努めた。企業立地推進一般

経費
３，９９０

 ４． 「伊勢市工場等立地促進条例」に基づき、奨励金を交付
した。
　奨励金実績　２３，０６０，４００円（６件）

工場等誘致奨励事
業

２３，０６０

 ５． 平成24年度から、専門性を向上させ効率的・効果的に業
務を進めるため、指定管理制度を導入した。指定管理者
（伊勢商工会議所）は施設の管理運営と企業訪問による課
題の聴き取り及び解決、起業家育成、各種講習会の開催な
どに取り組んだ。

産業支援センター
管理運営経費

４６，１７１
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（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）１．観光総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

421 2,195

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５７

1
1

１５７

2

海水浴場管理運営
事業

５，９３５

269,451 決 算 額 の 財 源 内 訳

261,421 一般財源

258,805

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 二見浦海水浴場の施設維持管理及び開設に伴う管理委託
等を行った。
　◆決算額
〇委託料（全体）　　　　 　 ４，４７９千円
　・管理運営委託　　　　　  ３，４２５千円
　・防護フェンス設置委託等　  　８０８千円
　・清掃等その他委託料　　　  　２４６千円

○工事請負費（フェンス設置）１，１９３千円
○その他諸経費（光熱水費等）  　２６３千円
○開設期間　　平成２７年７月１１日～８月３１日
○延べ来場者数　　Ｈ２７　１１，４３０人
　

 ２． 伊勢神宮内宮の車椅子参拝を継続してサポートできる仕
組みの確立を行うため必要となる経費の負担を行った。
　◆車椅子参拝サポート事業化負担金　２，０３０千円
・事務費（人件費・交通費・消耗品費）１，２７８千円

・通信運搬費　（電話代）　　　　　　　  　２４千円
・委託費　（ユニフォーム作成委託費、ロゴデザイン費）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ６８８千円
・印刷、製本費　（ＨＰ作成費）　          ４０千円
 

平成26年度に立ち上げたバリアフリー情報ページに掲載
されている店舗情報を更新するとともに、ＷＥＢ上で快適
に伊勢市内のバリアフリー情報を得られるようシステムの
改修にかかった経費の一部を負担した。

◆伊勢市バリアフリー観光情報発信年間更新 実施業務
負担金　　　２７９千円

バリアフリー観光
向上事業

２，３０９
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１５７

3

３，５１５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． （旧観光事業課分）
観光客のスムーズな誘導を目的とした案内サイン整備、

おもてなし研修会等を行った。
　決算額　　　　　　　　　　　　３，１６３千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（４事業）
　◆主な事業の決算額
  ・案内サイン整備事業　　　　  １，２７４千円
　・観光人材育成事業　     　     　３３０千円
　・キャラクターおもてなし事業      ３５４千円
　・観光協会青年部事業　　　　　１，２０５千円
【当初予算における内容、計画】
　・案内サイン整備事業　　  　　２，６００千円
　・観光人材育成事業　     　   　　９７４千円
　・キャラクターおもてなし事業　１，５７５千円
　・おもてなし用備品　　　　　　　  ２００千円
　・おもてなし多言語化促進事業　２，６００千円
　・観光協会青年部事業　　　　　１，６１１千円
　・外宮参道行灯改修事業　　　　６，０００千円
　・「伊勢っ子」育て事業　　　　１，２０１千円
【過去２ヵ年度の実績】
　平成２６年度
　・案内サイン整備事業　      １９，８８５千円
　・奉祝団体歓迎事業　　      　５，８５６千円
　・観光人材育成事業　　　       　 ３６８千円
　・キャラクターおもてなし事業  　　４６６千円
　・デジタル情報発信事業　　　　　　２６０千円
  ・おもてなし多言語化促進事業  ２，７１５千円
　平成２５年度
　・車椅子貸出事業　　 　      　   ２８７千円
　・案内サイン整備事業　      ３９，６９２千円
　・奉祝団体歓迎事業　　      　１，４６２千円
　・観光人材育成事業　　　　     　 １４３千円
　・キャラクターおもてなし事業  ２，２５９千円
　・デジタルサイネージ導入事業  ２，８２５千円
　・市駅前広場おもてなし用備品 　   ９１８千円
  ・おもてなし多言語化促進事業　３，８３３千円
　・観光協会青年部事業　　　　　１，１６０千円
【事業を取りまく状況等】

全国菓子博覧会、東京オリンピックなどが予定されてお
り、多くの方を伊勢へお出迎えできるよう、インバウンド
及びバリアフリー環境を整備することが急務となってい
る。

（旧観光企画課分）
地域愛を醸成しおもてなし力向上につなげるため、おか

げ参り推進会議（伊勢商工会議所）と協働でフォーラムを
実施した。
　決算額
　・事業負担金　３５２千円
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　７００千円
　　開催回数　２回
　　参加者　　各回１００名程度
【過去２ヵ年度の実績】
　平成26年度
　　　事業負担金　６００千円

※平成２６年度からの新規事業であるため、平成２５年
度の実績なし
【事業を取りまく状況等】

遷宮を機に市民の間で伊勢の歴史文化への興味が高まっ
ている。

おもてなし推進事
業
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7
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 ５． 発生が危惧されている南海トラフの巨大地震等の災害か
ら観光客の生命を守るために緊急時に避難場所まで誘導す
る環境を整備し、おもてなしと安心・安全の観光地となる
ために二見町荘地内に避難場所誘導看板を設置した。
　◆決算額
  ・工事請負費　　      　 ９０３千円
　　（設置基数　３基）

災害に強い観光地
づくり事業

９０３

 ４． 「案内人の質の向上」「情報共有」「一体感の醸成」を
目的とした市内の観光案内ガイド団体の連絡協議会として
立ち上げた「伊勢たびナビの会」を通し、全体の質の向上
をめざすことを目的としている。

市内の受入体制の充実を図るために、市内周遊マップの
作成を行った。
　◆決算額　　　　　負担金　　　　３２０千円

案内ガイド連携事
業

３２０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 外宮前・伊勢市駅・宇治山田駅・宇治浦田・二見浦観光
案内所で観光客の案内を行った。(（公社）伊勢市観光協
会に案内業務を委託。)

また、ＪＲ伊勢市駅横の手荷物預かり所にて、荷物の一
時預かりや宿泊施設等への配送サービスを行った。
  ◆決算額
　・消耗品費　　　　　　　　　 ２千円
  ・光熱水費　 　　　　１，７５０千円
　・修繕費　　 　　　　　  ２９４千円
　・通信運搬費 　　　　　  ８４８千円
　・保険料　　 　　　　　    ２２千円
　・委託料　　　　　 ２５，２７８千円
  ・賃借料　　 　　　　１，４１１千円
　・工事請負費　　　　　　 ４９７千円
　・庁用器具購入費　　　　 １５４千円

案内所管理運営経
費

３０，２５６

 ６． 今後増加が予想される外国人観光客について、観光案内
所を中心に、受け入れ環境を整えた。
　◆決算額
　・賞賜金　　　　　　　 　　　５千円
  ・消耗品費　 　　　　　　　　８千円
　・修繕料　　 　　  　　　　９９千円
　・委託料　　 　　　　２，６６０千円
  ・庁用器具購入費　 　　　　９７千円
※サミットインフォメーション誘導看板整備費用として、
１，２００千円を次年度に繰り越し。

外国人観光客受入
強化事業

２，８６９

 ８． （公社）伊勢市観光協会の財政基盤を安定させ、独自の
事業推進ができるよう、財政支援を行った。
　◆決算額　　　　　　　負担金　　５，６８８千円

観光協会負担金 ５，６８８
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決算書
8        頁

１５９

9
9

１５９

10

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５７

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 10． 観光客の市内周遊の向上、公共交通機関の利用促進など
の課題を解消するため、三重交通株式会社と協働で、市内
観光周遊バス「参宮バス」（外宮～夫婦岩ルート、スカイ
ラインルート）の運行を行った。
　◆決算額
　負担金　　　　　　　　　２１，１００千円

旅客受入基盤整備
事業

２１，１００

 ９． 観光客実態調査を実施し、伊勢市の観光の実態を把握し
た。また、その調査結果等に基づき観光振興基本計画の推
進状況について振り返りを行った。
　◆決算額
  ・観光客実態調査　     　４，３２０千円

観光振興基本計画
推進事業

４，３２０

 １． 国指定重要文化財である賓日館の運営及び維持管理を、
「ＮＰＯ法人 二見浦・賓日館の会」を指定管理者とする
ことで、地域の雇用を創出するとともに、随時イベント等
を開催し、文化水準及びまちづくり意識の向上を図り、よ
り多くの集客に繋げた。また、施設の適正な管理を行い、
維持向上に努めた。
　○入館者数　Ｈ２７年度　　３０，０８２人

・火災保険料　　　　　　　　　　　　　　　６０千円
・指定管理委託料　　　　　　　　　　７，３００千円
・ＡＥＤ・駐車場用地賃借料　　　　　１，６６０千円
・賓日館展示室空調設備改修工事　　　　　９０７千円

賓日館管理運営事
業

９，９２７

二見総合支所 生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）２．旅客誘致費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

756 150

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５９

1
1

１５９

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 観光客誘致を広域的かつ効果的・効率的に行うため、近
隣市町及び県内外の関係機関との連携を強化し、観光客の
受入体制・事業の充実を行った。
　◆決算額
・美し国三重「寄せ植え」コンテスト　　　９８０千円
・（公社）伊勢市観光協会と協働事業
　春まつり、観光交流・伊勢会議、御幣鯛行事、
　年末年始の観光客受入等の実施など　３，９１８千円

観光客受入環境創
出事業

４，８９８

234,382 決 算 額 の 財 源 内 訳

196,712 一般財源

195,806

観 光 振 興 課

 ２． 伊勢神宮奉納全国花火大会委員会へ参画し、事務局とし
て準備等を行い、大会を実施した。

本大会は日本三大競技花火大会として４５業者の花火師
が参加。打上花火の部４５組、スターマインの部１０組の
２部門で競われ、また伊勢市制施行10周年を記念して開催
し、約１０，０００発を打ち上げ、約２３万人が観覧し
た。

花火大会開催負担
金

４８，０００

81



    （単位  千円）

決算書
       頁

１５９

1
1

１５９

2
2

１５９

3

観 光 誘 客 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 誘客宣伝を目的に、パンフレット・ホームページ等を活
用した情報発信を行い、来訪者の新規開拓、リピータの確
保を図った。

また、公共交通機関とのタイアップによる誘客キャン
ペーンや、東西巨大ドーム球場でのＰＲ等を実施した。
　※平成27年度から御遷宮誘客宣伝事業を観光情報発信事
　　業に集約

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１１７，３８８，０００円
　・各種広告事業（雑誌・テレビ等）
　・パンフレット・ホームページ等での情報発信
　・タイアップキャンペーン、協働ＰＲ　等

【平成27年度の実績】
　・デジタルメディアを活用したタクシー車内等での広告
　・放送メディアを活用した情報発信
　・駅貼ポスター等での誘客宣伝および公共交通利用促進
　・インターネットを活用した情報発信
　　　　アクセス数　１，７３０，５６２件
　・パンフレット等作成による情報発信並びに誘客活動
　　　　パンフレット発送件数　１，７８０件
  ・重点遠隔地と関係団体との協働によるＰＲキャラバン
　・外宮周辺魅力創出・発信事業
　・御饌丼の会ＰＲ事業
　・朝熊ヶ岳参詣マップ事業
　　　　マップ作成部数　３０,０００部
　・フェイスブックページ運用事業

【過去２ヵ年度の実績】
　・平成26年度　５５，５６４，３５６円
　・平成25年度　５９，９３１，８７６円

【事業を取りまく状況等】
　・国の消費喚起型交付金、先行型交付金事業の実施を受
　け、当初事業で予定していたものを交付金事業に移行し
　て実施したものがあった。
　・今後の方向性として、広報媒体をアナログからデジタ
　ルへの移行を検討する時期となっている。

観光情報発信事業 ８２，２９９

 ３． 伊勢志摩観光の誘客宣伝・地域づくり活動のために、伊
勢志摩観光振興プランの推進及び伊勢志摩キャンペーン事
業等を実施した。

伊勢志摩広域観光
活性化事業

１３，７８９

 ２． ㈱観光販売システムズに業務委託する形で、伊勢の観光
資源を活用した旅行商品の開発等、伊勢への誘客を積極的
に推進した。

ターゲティング戦
略推進事業

３，７８０
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決算書
3        頁

１５９

4
4

１５９

5

外国人観光客誘致
推進事業

８，９９３

 ５． 伊勢フットボールヴィレッジを全国的にＰＲし、市外か
らの利用者及びリピータを確保するための業務委託及び、
市内にあるスポーツ施設を利用した大会・合宿・イベント
等の開催に補助金を交付し、スポーツ観光誘客を行った。

スポーツ誘客推進
事業

２４，８５９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 経済の成長力と来日規模から注目される中国・東アジ
ア・東南アジアからの誘客について、協議会等を通じて他
地域と連携しつつ、伊勢市の文化に興味のある欧米諸国な
どについては、市単独で伊勢の知名度向上を目指した情報
発信に取り組んだ。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１１，０６６，０００円
　・広域連携協議会等協働事業
　・外国人短期留学生招聘及び情報発信事業
　・海外ＰＲ事業
　・マップ情報発信事業　等

【平成27年度の実績】
　・東海地区外国人観光客誘致促進協議会へ参画、三重県
　の台湾ＰＲに参画。
　・伊勢志摩地域・鳥羽市外国人観光客誘致促進協議会へ
　参画、伊勢志摩地域でビジットジャパン事業の実施。
　・イギリス情報発信事業の調査・調整。
　・外客誘客調査事業にて日系人社会への情報発信の可能
　性調査。
　・外国人短期留学生招聘及び情報発信事業にて、伊勢の
　学習と発信を促進。
　・長期滞在外国人観光客向けマップ作成事業にて、大
　阪、京都に長期滞在する外国人観光客の日帰り伊勢旅行
　用マップ作成、外国人案内所への配布。
　　マップ作成部数　１０,０００部

【過去２ヵ年度の実績】
　・平成26年度　１０，３７６，２９０円
　・平成25年度　１０，８８７，０１０円

【事業を取りまく状況等】
　・国をあげてインバウンドと地方創生に取り組む中で、
　インバウンドの切り口でも地方創生を推進する必要があ
　る。
　・受入環境整備と誘客促進を両輪で進める必要がある。
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（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）３．伝統文化推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５９

1

（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）４．伝統文化継承費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,200

    （単位  千円）

決算書
       頁

１５９

1

5,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

5,000 一般財源

5,000

日本全国の有名な祭り２１団体約６００名による響演
「祭のまつり」が、１０月１５日に外宮周辺にて開催さ
れ、１４日のサンアリーナにおける前夜祭もあわせて、多
数の観客が訪れた。
　
【期間中（１０/１４、１５）の観客数】
（延べ）９８，０００人

一般財源

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

決 算 額 の 財 源 内 訳

86,690

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「お木曳行事」、「お白石持行事」の保存継承及び神宮
を核とした伊勢の情報発信を行うため、誘客ＰＲ（参宮ガ
イドブック「JAPANISE」の発刊）、ホームページ運営管
理、基本構想策定などの事業を実施した。
初穂曳が10月15日は外宮、16日は内宮で実施された。
また、伊勢市民俗伝統行事継承事業基金を積み立てた。
・民俗伝統行事推進事業負担金  １１，０００千円
・初穂曳実施負担金　　　　   　  　 ４００千円
・伊勢市民俗伝統行事継承基金　７６，４９０千円
　（平成27年度21,200千円、第62回の残金55,290千円）
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　　８７，８９１千円
　お木曳行事、お白石持行事の保存継承及び神宮を核と
した伊勢の情報発信事業

【過去２カ年度の実績】
　平成26年度　21,299,000円
　別宮お白石持行事実施に係る各種調整、運営や広報事
業。初穂曳に対する支援。
　平成25年度 185,270,000円
　お白石持行事の運営、御遷宮対策委員会の運営支援、
臨時の駐車場対策。初穂曳に対する支援。

【事業を取りまく状況等】
第63回神宮式年遷宮、さらに将来を見据える中で、民俗

伝統行事の保存継承や神宮を核とした誘客ＰＲを継続して
実施する。

民俗伝統行事継承
事業

８７，８９０

伊勢のまつりブラ
ンド化推進事業

５，０００

87,891

87,890
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（款）９．土木費　（項）１．土木管理費　（目）１．土木総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

19,779

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６１

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）１．道路橋梁総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

812

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６１

1

３６，０５９

事 業 名 決 算 額

維 持 課

施 策 の 成 果

 １．

308,017 決 算 額 の 財 源 内 訳

302,150 一般財源

282,371

用 地 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 国土調査法に基づく地籍調査について、調査区域を定
め、調査区域内の地籍（地番・所有者・地積・地目・境
界）の整備に努めた。
（概要）
　　地籍調査業務　　　　　　　　　　　一式　　　８件
　　 ○調査区域
　　　①八日市場町・宮町１丁目
　　　　調査面積　0.07ｋ㎡
　　　②東豊浜町・樫原町
　　　　調査面積　0.18ｋ㎡
　　　③吹上１、２丁目
　　　　調査面積　0.14ｋ㎡
　　　④八日市場町・宮町１丁目（その２）
　　　　調査面積　0.07ｋ㎡
　　　⑤東豊浜町・樫原町（その２）
　　　　調査面積　0.18ｋ㎡
　　　⑥東豊浜町
　　　　調査面積　0.18ｋ㎡
　　　⑦宮町１丁目・大世古１丁目・曽祢１丁目
　　　　一之木１丁目・常磐２、３丁目・浦口２、３丁目
　　　　調査面積　0.13ｋ㎡
　　　⑧有滝町
　　　　調査面積　0.16ｋ㎡
　システム保守業務　　　　　　　　　　一式　　　１件
　旧小俣町地籍調査成果デジタル化業務　一式　　　１件

地籍調査推進事業

適切な道路管理を行うため、道路の拡幅及び道路用地の
寄付採納を行った。また、道路事業等に伴う市道の認定、
改良等に基づき、道路台帳の修正業務を行った。
（概要）
　・道路台帳修正
　　　新規認定　　　　　　１．３ｋｍ
　　　廃止及び未供用　　　０．１ｋｍ
　　　改良　　　　　　　　６．０ｋｍ

道路管理経費 ２２，０４９

194,662 決 算 額 の 財 源 内 訳

190,646 一般財源

189,834
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１６１

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）２．道路維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

60,580 45,000 440

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６３

1
1

１６３

2

308,858

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 道路路面の舗装が荒廃し､通行に支障がある箇所の舗装
整備を行った。
 (概要)
　　①平成２７年度現年分
　　　調査業務　　　　　　一式　　　　１件
　　　道路舗装　　Ａ＝１３，５０７㎡　６件
　　②平成２８年度へ一部繰越
　　　道路舗装　　Ａ＝１８，０７０㎡　２件

道路舗装事業 １５０，２２８

用 地 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

579,117 決 算 額 の 財 源 内 訳

414,878 一般財源

 １． 狭あい道路の解消を図るため、建築行為等に際して、道
路後退用地の寄附採納を行い、安心安全で快適なまちづく
りを進めた。
（概要)
　　公共用地の取得（寄附）６件
　
　　 ○後退用地等に係る報償金
　　　　申請者数　　　　　３名
　　　　筆数　　　　　　　３筆
　　　　面積　　　３８．１２㎡
　　　　金額　８３０，３７７円
　
　　 ○後退用地等に係る助成金
　　　　申請者数　　　　　７名
　　　　筆数　　　　　　　７筆
　　　　面積　　１０５．７８㎡
　　　　金額　８２３，４００円

道路管理経費 １，６５４

 ２． 市街地と南部地域を結び、災害時の緊急避難路及び連絡
道路として位置付けられる宮本1号線において、路床改良
及び舗装整備を行うことで道路機能の回復を図った。
（概要）
    ①平成２６年度から繰越
　　　道路舗装　　Ａ＝３８９㎡　　　　１件
　  ◇社会資本整備総合交付金事業

道路舗装事業（防
災交付金）

９，２９８
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決算書
2        頁

１６３

3

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）３．道路新設改良費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

8,190 451 420,000

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６３

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 道路交通の安全性を確保する上で、これまで破損してか
ら修繕するという事後的な対応から計画的かつ予防的な対
応に転換するため、主要な道路の設計業務及び修繕工事を
行った。トンネルについては修繕工事を行った。
（概要）
　　詳細設計業務　　　　一式　　　　　１件
　　トンネル修繕　　　　一式　　　　　１件
　　道路舗装　　　Ａ＝３，７９７㎡　　４件
　　◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容、計画】
　 当初予算額　１５０，０００，０００円
　  詳細設計業務　　　　一式
　　地質調査業務　　　　一式
　  道路舗装　　　Ａ＝４，４００㎡
　　トンネル修繕　　　　一式

【過去２ヵ年度の実績】
   平成２６年度　８０，６５２，２４０円
　　補修設計業務　　　　一式　　　　　１件
    調査業務　　　　　　一式　　　　　１件
    点検業務　　　　　　一式　　　　　２件
　　トンネル修繕　　　　一式　　　　　１件
   平成２５年度　　７，８４３，５００円
　　調査業務及び修繕計画策定業務　　一式

【事業を取りまく状況等】
   　道路交通の安全性を確保する上で、これまでの破損
 　してから修繕するという事後的な対応から、計画的か
 　つ予防的な対応に転換し、安全・安心に通行できる道
 　路管理を行っていく必要がある。

道路維持補修経費
（防災・安全交付
金）

１１８，４３９

570,545 一般財源

141,904

荘３号線道路改良
事業

４，０６１

712,042 決 算 額 の 財 源 内 訳

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 三重県による宇治山田港海岸今一色工区の事業着手に伴
い、工事期間中は海岸の工事用道路としても利用する目的
で、市道荘３号線を市と県の費用負担により整備する。今
年度は工事に関する伊勢市分の負担を行った。
（概要）
　　　道路整備及び道路改良にかかる工事費負担　一式
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１６３

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６３

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）４．橋梁維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

75,205 6,864 54,100 136

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６３

1

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市単独事業による道路拡幅整備等により道路機能の改善
を行い、生活環境基盤の整備を進めている。
（概要）
　　①平成２７年度現年分
　　 測量業務　　　　　       一式　　　　　 ４件
　　 除草業務　　　　　　　　 一式　　　　　 ２件
　　 測量設計業務　　　       一式　　　　　 ２件
　　 建物調査再算定業務　     一式　　　　　 １件
　　 予備設計業務・検討業務　 一式　　　　　 １件
　　 境界杭設置業務　　　　　 一式　　　　　 １件
　　 道路改良　　 　  　Ｌ＝９５ｍ　　     　４件
　　 道路舗装　　　　　　　　 一式　　　　　 １件
　　 用地　　　　　  　 Ａ＝１，１６８．９７㎡
　　 補償　　　　 　  　４名（延べ人数）
　　②平成２８年度へ一部繰越
　　 人道ボックス修繕　　　　 一式　　　　　 １件
　　 道路舗装　　　　　　　　 一式　　　　　 １件
　　 道路改修　　　　　　　　 一式　　　　　 １件
　　③平成２８年度へ繰越
　　 詳細設計業務　　　       一式　　　　　 １件
　　 道路施設整備　　　　　　 一式　　　　　 ２件

道路改良事業 １１５，３５９

166,056 決 算 額 の 財 源 内 訳

160,027 一般財源

８５，３０２

 １． 市民生活に密接した道路側溝等の整備を行うことによ
り、道路機能の改善、生活環境基盤の整備を図った。
（概要）
　　測量設計業務等　   一式　　　　 １６件
　  道路改良   　Ｌ＝６，２３５ｍ　 ３２件

道路側溝等改良事
業

４５１，１２５

23,722

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 名勝二見浦に位置する禊橋は、老朽化が著しくその対策
が必要となることから、名勝地の形状変更に必要な文化庁
長官の許可を得て名勝地にふさわしい景観を生み出すとと
もに安全な橋梁を整備した。
（概要）
　　 橋梁整備　　　　　       一式　　　　　 １件

禊橋橋梁整備事業

88



    （単位  千円）

決算書
       頁

１６３

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）５．交通安全施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６３

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）６．道路整備事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

11,301 35,800

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６５

1

施 策 の 成 果

47,651 一般財源

維 持 課

事 業 名 決 算 額

47,651

維 持 課

 １． 橋梁施設の重点的、効率的な維持管理や更新投資を行っ
ていくため、橋梁長寿命化計画に基づき、施設の長寿命化
を図っている。

本年度は、詳細設計、定期点検及び４橋の修繕を行っ
た。
（概要）
　　詳細設計業務　　　　一式　　　　　１件
　　点検業務　　　　　　一式　　　　　１件
　　橋梁補修　　　　　　一式　　　　　４件
　　◇社会資本整備総合交付金事業

橋梁長寿命化事業
（防災・安全交付
金）

６８，６４５

48,853 決 算 額 の 財 源 内 訳

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

52,059 決 算 額 の 財 源 内 訳
一般財源

2,432

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 交通安全施設を新たに設置し､交通事故防止､交通安全環
境の確保を図った。
 (概要)
　　道路反射鏡設置及び防護柵設置等　　一式

交通安全施設整備
事業

１７，３５６

 １． 当該地域は来訪者交通による渋滞が深刻であり、早急な
対応が必要である。このことから、地域住民や来訪者交通
の円滑化を図るとともに、災害時における避難ルートを確
保するため、本路線の事業を推進している。
（概要）
　　 調査業務　　　　　　　  一式　　　　　 １件
　　 境界杭設置業務　　　　  一式　　　　　 １件
　　 用地　　　　　  　 Ａ＝３４０．８２㎡
　　 補償　　　　 　  　６名（延べ人数）
　◇社会資本整備総合交付金事業

中村楠部１７－１
号線整備事業（交
付金）

１２，９５６

49,533
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決算書
1        頁

１６５

2

施 策 の 成 果

 ２． 当該地域は、道路網が未整備な上、伊勢赤十字病院や商
業施設への交通によって、慢性的な渋滞が発生し、一般車
両のみならず救急車両のアクセスも悪い状況である。この
ことから、来訪者や救急車両の交通の円滑化を図り、快適
かつ安全安心なまちづくりを行うため、本路線の事業を推
進している。
（概要）
　　 測量業務　　　　　　　  一式　　　　　 １件
　　 詳細設計業務　　　　　  一式　　　　　 １件
　　 地質調査業務　　　　　  一式　　　　　 １件

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　２６，８００，０００円
　　・測量業務　　　　　　　 一式
　　・詳細設計業務　         一式
　　・地質調査業務         　一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２６年度　実績なし
　平成２５年度　実績なし

【事業を取りまく状況等】
・国からの予算が要望どおり配分されず財源の確保が厳し
　い状況にある。
・平成２８年度から用地交渉に着手し、地域住民や関係機
　関と調整を図りながら事業を進めていく。

一之木５丁目１６
号線整備事業（交
付金）

２６，７４１

事 業 名 決 算 額
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決算書

2        頁

１６５

3

通学路整備事業 ９，８３６

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 小学校の通学路における緊急合同点検での要対策箇所を
はじめ、通学路の対策を重点的に実施することで危険箇所
の解消を図り、安全安心な歩行者空間を確保するため、事
業を推進している。
（概要）
　　 用地　　    　　 Ａ＝５８．４８㎡
　　 補償　　　　     １名（延べ人数）
　◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　１９，４６７，０００円
　　・測量業務　　　　　　　 一式
　　・建物調査再算定業務     一式
　　・道路改良　　         　一式
　　・用地　　　　         　一式
　　・補償　　　　         　一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２６年度　２１，５８９，９６８円
　　 建物調査業務　　　       一式　　　　　 １件
　　 測量業務                 一式　　　　　 １件
　　 道路改良　　     Ｌ＝１０３ｍ　　　  　 １件
　　 用地　　    　　 Ａ＝２４８．９４㎡
　　 補償　　　　     ３名（延べ人数）
　平成２５年度　４３，６１５，６１７円
　　 建物調査業務　　　 一式　　　　　 １件
　　 測量業務・設計業務 一式　　　　　 １件
　　 道路改良　　 Ｌ＝４６ｍ　　　　　 １件
　　 砂利敷設　　 Ａ＝８０㎡　　　　　 １件
　　 用地　　　　 Ａ＝１６１．６４㎡
　　 補償　　　　 ５名（延べ人数）

【事業を取りまく状況等】
・学校関係者、警察、道路管理者などで伊勢市通学路交通
　安全推進協議会を設置し、通学路の安全対策に取り組ん
　でいる。
・国からの予算が要望どおり配分されず財源の確保が厳し
　い状況にあり、計画通り事業を進捗させることが困難で
　ある。
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（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）３．河川改良費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６５

1

（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）４．排水路維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６５

1

165,602 決 算 額 の 財 源 内 訳

99,673 一般財源

131,092 決 算 額 の 財 源 内 訳

122,033 一般財源

99,673

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 流下断面の不足や護岸、河床の浸食等により人家等への
災害発生が危惧される河川において、河川拡幅や護岸改良
を行い、浸水被害や災害の防止対策を進めている。
（概要）
　　①平成２７年度現年分
　　 河川改良　　　　　Ｌ＝３８７ｍ　　　　　３件
　　 補償　　　　　　　２名（延べ人数）
　　②平成２８年度へ一部繰越
　　 河川改良　　　　　Ｌ＝６８ｍ　　　　　　１件

河川改良事業 ９９，６７３

122,033

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
排水機場維持管理
経費（ポンプ場機
能更新）

都市ポンプ場の機能診断結果に基づき長期補修計画を作
成した。この計画に基づき都市ポンプ場の予防保全及び機
能更新を行うことで、効率的かつ効果的なポンプ場の運用
ができる。
（概要）
　　長期補修計画作成業務　　一式　　１件
　　（ポンプ場　７機場、ポンプ施設　２４施設）

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　２４，０００，０００円
　　長期補修計画作成業務　　一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２７年度新規事業
　
【事業を取りまく状況等】
　・設備の老朽化に伴う更新費用の増大への懸念に対し、
　　長期補修計画を作成し、施設の延命化を行うことによ
　　りライフサイクルコストの削減を図る。
　・計画的な維持管理を行い、事後保全方式から予防保全
　　方式に切り替えることにより、地域の治水に対する安
　　全性、信頼性の確保を行っていく。
　・平成２５・２６年度にポンプ場機能診断を行った。

２０，１７４
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（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）５．排水路整備費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

195,100 6,142

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６７

1

313,998 決 算 額 の 財 源 内 訳

211,325 一般財源

10,083

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 豪雨時の急激な増水等による浸水を防止するため、排水
路の整備を進めている。また、自然排水が困難な地域にお
いては、ポンプ場の新設・増設等を行うことで、浸水被害
の防止対策を進めている。
（概要）
　　①平成２７年度現年分
     測量設計業務　　　　　　　一式  　　　　１件
　　 基本設計業務　　　　　　　一式  　　　　１件
　　 測量業務　　　　　　　　　一式  　　　　２件
　　 詳細設計業務　　          一式　 　　　 １件
　　 詳細設計及び地質調査業務　一式 　　　　 １件
　　 ポンプ設置工　　          一式　 　　　 １件
　　 排水路改良　　 　　　　 　一式 　　　　 ２件
　　②平成２６年度から繰越
　　 排水路改良　　 　　　　 　一式 　　　　 １件
　　 工事負担金　　　　　　　　一式  　　　　１件
　　 補償　　　　　　　３名（延べ人数）
　　③平成２８年度へ一部繰越
　 　排水路改良　　 　　　　 　一式 　　　　 １件
　　④平成２８年度へ繰越
　　 補償　　　　　　　１名（延べ人数）
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　２０２，２００，０００円
　　・改良工事施工委託　　　 　一式
　　・設計業務等　　　　　　　 一式
　　・ポンプ設置工　　　　　　 一式
　　・排水路改良　　　    　   一式
　　・工事負担金　　　　　　　 一式
　　・補償　　　　　　　　　　 一式
　繰越予算額　　１３２，５００，０００円
　　・排水路改良　　　    　   一式
　　・工事負担金　　　　　　　 一式
　　・補償　　　　　　　　　　 一式
【過去２ヵ年度の実績】
　平成２６年度　８４，８９６，６４０円
　　 基本設計業務　　　　　　　一式  　　　　１件
　　 ポンプ設置工　　          一式　 　　　 １件
　　 排水路改良　　 　　　　 　一式 　　　　 １件
　平成２５年度　５５，５４５，５５６円
　　・基本設計業務　　         一式　　 　　 １件
　　・ゲート設置工　　         一式 　　　　 １件
　　・用地　　　　      Ａ＝１，４３７．８９㎡
　　・電気設備工　　        　 一式　　　　  １件
　　・機械設備工　　　         一式 　　　　 １件
　　 （前年度からの繰越を含む）
【事業を取りまく状況等】
・近年多発している短期集中豪雨によって浸水被害が増加
　している。これに対応する排水施設の整備には、多大な
　費用と期間を要するため、段階的な整備など費用対効果
　を勘案し、事業を推進していく。

排水施設整備事業 ２１１，３２５
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（款）９．土木費　（項）４．港湾海岸費　（目）１．港湾海岸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,290 16,100 336

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６７

1

（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）２．まちづくり推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

39,127

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６７

35,460 決 算 額 の 財 源 内 訳

27,027 一般財源

6,301

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　三重県が施行した港湾改修事業に対し、負担を行った。
　（宇治山田港【大湊】）県営事業地元負担

金
１７，１７６

105,863 決 算 額 の 財 源 内 訳

95,008 一般財源

 １． 急速な人口減少と少子高齢化などの影響により、市街地
の低密度化が進み、中心市街地の都市機能が低下してい
る。そのため、多くの人にとって安全で快適に暮らせるま
ちづくりを実現することで、中心市街地の再生と活性化を
図る。

平成２７年度は、伊勢市駅前地区の市街地再開発事業等
を推進するため、Ａ地区（三交百貨店跡地）に対し、優良
建築物等整備事業により支援を行い、Ｂ地区（ジョイシ
ティ跡地）については、市街地再開発事業推進計画を作成
した。また、まちづくり活動推進事業として地域の資源を
活かし、中心市街地の賑わいを創出するための市民主体に
よるまちづくりを進めた。
（概要）
　平成２７年度　　　　  ５４，３３６，８３０円
 （市街地整備交付金）　　 ３，９２３，６４０円
　　まちづくり活動支援事業　　　一式　　　３件
　　事後評価業務　　　　　　　　一式　　　１件
　　通行量調査業務　　　　　　　一式　　　１件
 （住環境整備交付金）　 ５０，４１３，１９０円
　　計画策定業務　　　　　　　　一式　　　１件
　　詳細設計業務　　　　　　　　一式　　　１件
　　補助金　　　　　　　　　　　一式　　　２件
　◇社会資本整備総合交付金事業
【当初予算における内容、計画】
（市街地整備交付金）
　当初予算額　　　　　　　４，６００，０００円
　　まちづくり活動支援事業　　　一式
　　事後評価業務　　　　　　　　一式
（住環境整備交付金）
　当初予算額　　　　　  ９２，７５０，０００円
　　計画策定業務　　　　　　　　一式
　　詳細設計業務　　　　　　　　一式
　　補助金　　　　　　　　　　　一式

中心市街地再生事
業（交付金）

５４，３３７

55,881

都 市 計 画 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
       頁

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６９

1

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２６年度　　　　　  ６，８４４，７２３円
 （市街地整備交付金）　　 １，１８７，６８３円
　　まちづくり活動支援事業　　　一式　　　３件
 （住環境整備交付金）　　 ５，６５７，０４０円
　　計画策定業務　　　　　　　　一式　　　１件
　　測量業務　　　　　　　　　　一式　　　１件

　平成２５年度 　　　　 １７，９５２，６４５円
　（市街地整備交付金）　  １，８７１，４４５円
　　まちづくり活動支援事業　　　一式　　　２件
　　調査業務　　　　　　　　　　一式　　　１件
　（住環境整備交付金）　１６，０８１，２００円
　　総合再生基本計画策定業務　　一式　　　１件
　　調査業務　　　　　　　　　　一式　　　１件

【事業を取りまく状況等】
　　住環境整備交付金の推進計画策定業務について、民間
　事業者と密に連携を図りながら業務が進められたことも
　あり、順調に推進計画を作成することが出来た。
　　今後も引き続き民間事業者や各関係機関と随時調整を
　図りながら事業を進めていく。

建 築 住 宅 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「空家等対策の推進に関する特別措置法」が平成27年5
月26日に完全施行されたことに伴い、市内における空家等
の対策を効果的かつ効率的に実施するため、空家等の実態
調査を行うとともに、空家等対策の推進に関する特別措置
法第11条に基づくデータベースを整理し、地図上に反映さ
せるため、空家等実態調査業務委託を実施した。
（概要）
   ・空家実態調査　　　　 ９，０００件
   ・データベース作成　       　　一式

空家等対策事業 １６，７４０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）５．街路事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

65,340 80,000 166

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６９

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

１６９

1
1

１６９

2
2

１６９

3

218,838 決 算 額 の 財 源 内 訳

169,151 一般財源

23,645

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 三重県が施行した街路整備事業に対し、負担を行った。
　（外宮度会橋線【伊勢南島線】）県営事業地元負担

金
３，３７９

 １． 八日市場高向線ほか１線は、市内の幹線道路として、伊
勢市地域防災計画において緊急輸送道路に位置づけるな
ど、防災機能の強化、都市内交通の円滑化並びに市街地の
活性化を目的として整備を進めている。
（概要）
　　 除草業務　　　　　　　  一式　　　　　 １件
　　 設計業務　　　　　　　  一式　　　　　 １件
　　 境界杭設置業務　　　　  一式　　　　　 １件
　　 建物調査再算定業務　　　一式　　　　　 １件
　　 事業用地整備工　　　　　一式　　　　　 １件
　　 用地　　　　　  　 Ａ＝３．００㎡
　◇社会資本整備総合交付金事業

八日市場高向線ほ
か１線（２工区）
整備事業（交付
金）

５５，１０２

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 伊勢市駅と外宮をつなぐ外宮参道と交差する本路線は、
電線類が景観を阻害しており、また地震による電柱の倒壊
などの被害が懸念される。このため、電線類を地中化する
ことにより、都市景観の向上と災害に強いまちづくりを進
めている。
（概要）
　　 詳細設計業務　　          一式　 　　　 １件
　　 試掘工　　　　　　　　　　一式　　　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

本町大湊線改良事
業（交付金）

４，９８１

 ２． 79,471 八日市場高向線は、市内の幹線道路として、伊勢市地域
防災計画において緊急輸送道路に位置づけるなど、防災機
能の強化、都市内交通の円滑化並びに市街地の活性化を目
的として整備を行った。
（概要）
　　 道路改良　　　　　　　　　一式　　　　　１件
　　 植栽整備工　　　　　　　　一式　　　　　１件
　　 用地　　　　　  　 Ａ＝１０６．７５㎡
　　 補償　　　　　　　１名（延べ人数）
　◇社会資本整備総合交付金事業

八日市場高向線整
備事業（交付金）

７９，４７１
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決算書
3        頁

１６９

4
4

１６９

5

 ４． 現在の宮川橋は、老朽化が著しい状況であるが、橋梁の
設置位置の問題から現位置での架替えが困難であるため、
代替機能を持つ本路線の整備が必要である。宮川に新たに
橋梁を架設し、交通の円滑化及び道路環境改善を図るため
整備を進めている。
（概要）
　　 測量業務　　　　　　　　　一式　　　　　１件
　　 予備設計業務　　　　　　　一式　　　　　１件
　　 地質調査業務　　　　　　　一式　　　　　１件
 
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　５５，５００，０００円
　　・測量業務　　　　　　　 　一式
　　・予備設計業務　　　       一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２６年度　１３，２３７，５６０円
　　・測量業務　　　　　　　 　一式　　　　　１件
　　・水理解析業務　　　　　　 一式　　　　　１件
　平成２５年度　２１，９４０，８００円
　　・測量業務　　　       　　一式　　　　　２件
　　・予備設計業務　　       　一式　　　　　１件
　　・地質調査業務　　       　一式　　　　　１件

【事業を取りまく状況等】
・道路、橋梁の詳細設計にあたっては、模型実験を行い橋
　梁の安全性や橋梁の河川への影響について協議するとと
　もに近接するＪＲとも協議を行い進めていく。
・大規模な事業である本路線には多大な事業費が必要であ
　るが、国からの予算が要望どおり配分されず財源の確保
　が厳しい状況である。

高向小俣線調査事
業

７，４６０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 18,758 近鉄五十鈴川駅は、神宮（内宮）の最寄り駅であること
から、年間を通して多くの観光客が利用しているととも
に、県営陸上競技場や県営サンアリーナなどの公共施設利
用者も多く乗降している。しかし、現在の駅前広場は、施
設等の老朽化が著しいことから誰もが利用しやすい広場と
なるよう、再整備を進めている。
（概要）
　　①平成２７年度現年分
　　 測量業務　　　　　　　　　一式　　　　　１件
 　　詳細設計業務　　　　　　　一式　　　　　１件
　　 舗装工　　　　　　　　　　一式　　　　　１件
　　②平成２８年度へ繰越
　　 植栽整備工　　　　　　　　一式　　　　　１件

五十鈴川駅前広場
整備事業

１８，７５８
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（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）６．公園費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

18,983 60,600

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７１

1
1

１７１

2
2

１７１

3

95,459 決 算 額 の 財 源 内 訳

92,315 一般財源

12,732

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 都市公園における総合的な安全・安心対策事業を計画的
に実施し、子供や高齢者をはじめ誰もが安全で安心して利
用できる都市公園の整備を進めている。
（概要）
　　 便所改築工　　　　　　　　一式　　　　　２件
　　 園路整備工　　　　　　　　一式　　　　　２件
　◇社会資本整備総合交付金事業

公園整備事業（防
災・安全交付金）

１６，９９７

 ２． 大規模地震に備え、地域においての一次避難場所として
利用する公園に便所の整備を行った。
（概要）
　　 設計業務　　　　　　　　　一式　　　　　１件
　　 便所新築工　　　　　　　　一式　　　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

宮後公園整備事業
（交付金）

１３，４１９

 ３． 倉田山公園については、防災公園としての防災機能の充
実を図るため、大規模災害時における避難場所や災害活動
拠点地として活用できるよう整備するとともに、平常時に
おける市民の防災意識の向上を目的とした教養施設や、憩
いの場、スポーツレクリエーションの場としての整備を
行った。
（概要）
　　 舗装工　　　　　　　　　　一式　　　　　１件
　　 植栽整備工　　　　　　　　一式　　　　　１件
　　 誘導標設置工　　　　　　　一式　　　　　１件
    ◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　　４０，１８９，０００円
　　・公園整備工　　　         一式
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成２６年度　２２，８３２，９２０円
　　①平成２５年度から一部繰越
      公園整備工　 　          一式　　 　 　２件
　　②平成２５年度から繰越
　　　公園整備工　　    　     一式　　 　 　１件
　平成２５年度　１７０，２２７，２５０円
　　・修正設計業務 　          一式　　 　 　１件
　　・補償　　　　　　１名
    ・配水本管布設替工事にかかる工事費負担
　　　　　　　  　　         　一式　　  　  １件
　　・公園整備                 一式　　　　　５件
　　 （前年度からの繰越及び次年度への繰越を含む）

【事業を取りまく状況等】
・倉田山公園は防災公園として園路等を整備し充実を図る
　とともに、新消防本部庁舎及び防災センターを建設し
　た。

倉田山公園整備事
業（防災交付金）

３８，１９０
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１７１

1

（款）９．土木費　（項）６．住宅費　（目）１．住宅管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10,902 116,750

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７１

1
1

１７１

2
2

１７１

3

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

178,510 決 算 額 の 財 源 内 訳

163,892 一般財源

 １． 公園施設の安全・安心を確保しつつ、重点的・効率的な
維持管理や更新投資を行っていくため、公園施設長寿命化
計画に基づき、公園施設の長寿命化を図っている。本年度
は、６公園の遊具の更新を行った。
（概要）
　　公園改修工　　　　　　  一式　　　　　 ４件
　　植栽整備工　　　　　　  一式　　　　　 １件
　◇社会資本整備総合交付金事業

公園長寿命化事業
（防災・安全交付
金）

２３，７０９

36,240

建 築 住 宅 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成２４年１０月より指定管理者による市営住宅の管理
を開始し、単身高齢者等の定期巡回や、休日・夜間も含
め、迅速な対応が可能となり、入居者サービスの向上に繋
がった。また、住宅の調査等も定期的に行い、効率的かつ
経済的な管理運営を行った。

　指定管理者：ＦＥ住宅管理共同企業体
　期　　　間：平成２４年１０月１日
　　　　　　　～平成２９年３月３１日
　期間全体の
　指定管理料：３８０，７７６，１１０円

公営住宅維持管理
経費

９０，５０５

 ２． 市営住宅の機能保持と安全性確保のため、下記の工事を
実施した。
（概要）
　　屋外排水管及び排水桝改修　　　　　　一式　　１件
　　受水槽取替　　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　空家解体等　　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　 ・西団地
　　 ・御門団地

住宅等改修事業 １６，５２３

 ３． 平成23年度に策定した「社会資本総合整備計画（地域住
宅支援分野）」に基づき、市営住宅の機能改善のため、下
記の工事等を実施した。

また、老朽化した市営住宅の入居者に対して、他の市営
住宅等への移転交渉を行い、入居者の安全確保に努めた。
（概要）
　　浄化槽清掃　　　　　　　　　　　　　一式　　１件
    屋上防水改修等　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　屋根改修　　　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　公共下水道接続　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　老朽化市営住宅移転促進事業補償費　　一式　　１件

住宅等整備事業 ３０，３７９
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）１．常備消防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

173,808 1,441,700 435,240

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７３

1
1

１７３

2
2

１７３

3

3,471,665 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,412,804 一般財源

1,362,056

消 防 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「いつでも・どこでも・誰でも」応急手当が可能となる
よう、自動体外式除細動器（AED)の取り扱いを含めた講習
を行い、市民への普及を図った。

　救命講習に係る消耗品　　　　　　１，４８０千円
　救命講習用資器材　１組　　　　　　　２４９千円
【実績】
　平成２７年度救命講習実施回数     　　 １４２回
　　　　　　　　　　受講延人数 　 　４，８８６人

応急手当普及啓発
事業

１，７２９

 ２． 　救急・救助・警防活動に必要な資機材の充実を図った。

　軽量消防用ホース　　　７０本　　２，６８４千円
　防火外套一式　  　　　１７組　　２，５６７千円
　除染シャワーテント　　　１式　　１，９１２千円
　救命処置対応高度訓練人形
　　　　　　　　　　　　　１体　　１，８１５千円ほか

各種資機材購入経
費

１３，９４２

 ３． 消防本部庁舎新設に伴い老朽化した消防緊急指令施設を
高機能消防指令センターとして消防救急デジタル無線整備
と併せて施行した。

施工監理業務委託
○平成２６年度　着手
○平成２７年度　完了
　契約額　　１２，４２０千円
（平成２６・２７年度　継続費）

うち高機能消防指令センター（Ⅱ型）整備施工監理業務
委託
　　　　　平成２６年度　実績　　　２，５５４千円
　　　　　平成２７年度　実績　　　４，５４０千円

整備工事
○平成２６年度　着工
○平成２７年度　完成
　契約額　５８３，２００千円
（平成２６・２７年度　継続費）
　うち高機能消防指令センター（Ⅱ型）整備
　　　　　平成２６年度　実績　　６３，１６０千円
　　　　　平成２７年度　実績　３３１，６０７千円

消防緊急指令施設
更新事業

３３６，１４７
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決算書
3        頁

１７３

4

 ４． 電波法関係審査基準の改正に伴い消防救急無線をデジタ
ル化するため高機能消防指令センター整備と併せて施行し
た。

施工監理業務委託
○平成２６年度　着手
○平成２７年度　完了
　契約額　　１２，４２０千円
（平成２６・２７年度　継続費）

うち消防救急デジタル無線システム整備施工監理業務委
託
　　　　　平成２６年度　実績　　　１，３３３千円
　　　　　平成２７年度　実績　　　２，３６９千円

整備工事
○平成２６年度　着工
○平成２７年度　完成
　契約額　５８３，２００千円
（平成２６・２７年度　継続費）
　うち消防救急デジタル無線システム整備
　　　　　平成２６年度　実績　　２０，２７０千円
　　　　　平成２７年度　実績　１０６，４３２千円ほか

消防救急デジタル
無線活動波推進事
業

１０８，９３２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
4        頁

１７３

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 老朽化した消防本部庁舎を高台である倉田山防災公園に
移転するため伊勢市消防本部新設工事を防災センター新設
工事と併せ施行した。
　また、庁舎移転に伴う付帯事業を実施した。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　１，１７１，８１２千円
伊勢市消防・防災センター（仮称）新設工事監理業務委託
○平成２６年度　着手
○平成２７年度　完了
契約額　　　　　　２２，１２３千円
（平成２６・２７年度　継続費）
　　　平成２６年度　実績　　　　　４，９７１千円
　　　平成２７年度　実績　　　　　９，６１３千円

伊勢市消防・防災センター（仮称）新設工事
○平成２６年度　着工
○平成２７年度　完成
契約額　　　２，３２７，０７６千円
（平成２６・２７年度　継続費）
　　　平成２６年度　実績　　　３４１，４９０千円
　　　平成２７年度　実績　１，２８８，４２１千円
伊勢市消防・防災センター(仮称)電話交換機等導入工事
　契約額８，１００千円　　実績　　６，３４５千円
伊勢市消防本部新庁舎への引越等業務委託
　　　　　　　　　　　　　実績　　１，１６７千円ほか
三重県防災行政無線移設業務委託
　　　　契約額（２８年度へ繰越）　５，３３６千円

【その他】
　事務机や仮眠室用のベッドなどの庁用備品を購入した。

また、完成式及び内覧会などに係る消耗品やパンフレッ
ト作成経費、そのほかこの事業を完遂するための様々な経
費を支出した。

【過去２ヵ年度の実績】
平成２５年度実績　　　　　　　１１０，６６４千円
　・消防本部庁舎用地買収
　・耐震性防火水槽設置（平成２５年度分）
　・開発行為許可申請
　・建築確認申請
　・配水管布設（平成２４年度からの繰越）
　・新設設計業務委託（平成２４年度からの繰越）
　・耐震性防火水槽設置（平成２４年度からの繰越）ほか

平成２６年度実績　　　　　　　３５２，９１５千円
　・伊勢市消防・防災センター（仮称）新設工事監理業務
　　委託
  ・伊勢市消防・防災センター（仮称）新設工事
　・耐震性防火水槽設置（平成２５年度からの繰越分）
　・その他、委託業務および事務事業
　
【事業を取りまく状況等】

神田久志本町地内より移転したため、消防署の位置条件
が変わり消防車、救急車等の出動計画を見直した。

老朽化し手狭であった旧庁舎を新築したため施設、設備
が最新のものとなった。今後においては維持管理経費の低
減化を図ることが課題となる。

消防本部庁舎新設
事業

１，３２５，６３１
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決算書
5        頁

１７３

6

（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）２．非常備消防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

69,700 11,836

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７３

1
1

１７３

2
2

173

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

83,837

消 防 総 務 課

 １． 　消防活動の円滑な遂行のため各種資機材を購入した。
 
　消防団車両用急速充電器　４９台 　１,４０４千円
　消防団用ホース　　　　　２４本　　　６６４千円ほか

各種資機材購入経
費

２，１６６

救急車購入事業

175,335 決 算 額 の 財 源 内 訳

165,373

決 算 額 施 策 の 成 果

消防救急デジタル
無線活動波推進事
業

５２，８９０

一般財源

救急ワークステーション本格稼動にあたり高規格救急自
動車１台を購入した。

　本署配備
（高規格救急自動車及び高度救命処置用資機材）
　　　　　　　　　　　　　　　　２８，９８６千円
　消防救急デジタル無線装置及び車両運用端末装置　１式
　　　　　　　　　　　　　　　　　２，７００千円ほか

３１，７６１
 ６．

事 業 名

 ２． 消防団車両更新計画に基づき老朽化した小型動力ポンプ
付積載車３台を更新した。

　小型動力ポンプ付積載車
　　・進修分団　配備
　　・御薗分団御薗第３班　配備
　　・二見分団二見第３班（山田原）　配備
　　　　　　　　　　　　　　　　２０，７０４千円ほか

小型動力ポンプ付
積載車購入事業

２０，８５０

 ３． 電波法関係審査基準の改正に伴い消防救急無線をデジタ
ル化するため高機能消防指令センター整備と併せて施行し
た。
施工監理業務委託
○平成２６年度　着手
○平成２７年度　完了
　契約額　　１２，４２０千円
（平成２６・２７年度　継続費）

うち消防救急デジタル無線システム整備施工監理業務委
託
　　　　　平成２６年度　実績　　　　　５８５千円
　　　　　平成２７年度　実績　　　１，０３９千円

整備工事
○平成２６年度　着工
○平成２７年度　完成
　契約額　５８３，２００千円
（平成２６・２７年度　継続費）
　うち消防救急デジタル無線システム整備
　　　　　平成２６年度　実績　　　９，８８０千円
　　　　　平成２７年度　実績　　５１，８５１千円

103



（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）３．消防施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10,800 890

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７５

1
1

１７５

2
2

１７５

3
3

１７５

4

53,858 決 算 額 の 財 源 内 訳

49,376 一般財源

37,686

消 防 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 消火活動を円滑にするため消防水利の明示化を図り、ま
た、老朽化した消防水利の改修を行った。

　防火井戸埋設工事　　　　　　　２，３７１千円
　消防水利標識設置工事　　　　　１，２２１千円
　消防水利蓋改修工事　　　　　　２，２２６千円
　消防水利溶着塗装工事　　　　　１，４９１千円ほか
　

消防水利施設整備
経費

８，３９８

 １． 市内の水道管布設工事に併せ消火栓の不足地域に消火栓
を設置し、消防水利の普及を図った。

　単口消火栓　９基
　　　　　　　　　　　　　　　　　６，７３８千円
　単口消火栓　１基（平成２６年度からの繰越分）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１７千円

消火栓新設負担金 ７，３５５

 ３． 経年により老朽化した各消防署庁舎を機能維持を目的と
して改修した。

　消防署二見出張所外壁塗装改修工事　　９６６千円
　消防署小俣分署車庫前スロープ改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０５８千円
　消防署西分署水槽設置工事　　　　　　８２１千円

消防署庁舎改修経
費

２，８４５

 ４． 防災拠点である、消防団車庫を老朽化のため建替えし、
消防力の向上を図った。

消防団二見分団二見第１班車庫（松下）解体工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０２６千円
消防団二見分団二見第１班車庫（松下）新築工事
　　　　　　　　　　　　　　　　１０，４９８千円ほか

消防団車庫建替事
業

１１，６３７
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）５．災害対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

566,898 22,063 738,300 16,669

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７５

1
1

１７７

2
2

１７７

3

2,255,116 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,556,841 一般財源

212,911

危 機 管 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市自主防災補助金等交付要綱に基づき、自主防災隊
及び自治会の行う防災事業・活動に対し補助を行った。
自主防災隊訓練助成金　　 ２，８５０千円　　９５件
防災補助金　　　　　 　１８，９０４千円  １２８件
【当初予算における内容、計画】
　自主防災隊訓練助成金 　２，７００千円　　９０件
　防災補助金　　　　　 ２１，８２８千円  １２５件
　緊急対応分　　         １，４７２千円
【過去２ヵ年度の実績】
　・平成２６年度
　　自主防災隊訓練助成金　２，４６０千円 　８２件
　　防災補助金　　　　　１２，９１７千円 １１３件
　・平成２５年度
　　自主防災隊訓練助成金　２，４６０千円　 ８２件
　　防災補助金　　　　　１０，５１０千円 　９３件
【事業を取りまく状況等】
　・南海トラフ地震の発生が危惧されており、「自助・
　　共助」の防災活動への取組みに対する支援・強化が
　　求められている。平成２５年度に三重県が公表した
　　地震被害想定では、以前のものと比べ被害状況が拡
　　大していることから、地域での物資、資機材の整備
　　はますます重要度を増している。
　・災害時には初期消火や避難所の運営など地域の力が
　　必要になることから、自主防災隊等が実施する防災
　　訓練に対し講師の派遣や助成を行い、災害に強い街
　　づくりが必要となっている。

自主防災隊補助事
業

２１，７５４

 ２． ①自治会、自主防災隊、企業及び小中学校等からの要請に
応じ、防災講習や防災訓練を実施した。
②地域住民主体のタウンウォッチングを行い、地域で危険
箇所や避難経路等の情報共有を行うとともに、防災情報を
記載した防災マップを作成した。
③地震発生時に家具の転倒による死傷者を出さないため
に、高齢者等を対象に家具固定事業を実施した。

地域防災力向上支
援事業

６，６３８

 ３． ①平成２５年度から着手している伊勢市地域防災計画の改
訂を完了させた。
・内容の大幅な見直し・充実
・災害時行動マニュアルの作成
・機能的な災害対策本部体制を新たに構築
②南海トラフ地震や大規模水害に対応する、より機能的な
災害対策本部体制の構築を目的として、図上訓練を実施し
た。（参加職員延べ４４１名）
③有緝・明倫・浜郷・四郷地区において、津波避難訓練を
実施した。（参加者３，７１６名）
④東日本大震災の教訓から設置した「女性の視点による防
災対策検討委員会」において、研究や視察等を行い市長へ
提言を行った。

避難対策事業 ８，５６０
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決算書
3        頁

１７７

4
4

１７７

5

事 業 名

 ５． 緊急時、災害時における住民への適切な情報伝達体制の
確立を図るため、防災行政無線の整備を行った。
・防災行政無線（デジタル同報系）屋外拡声子局増設工事
・防災行政無線屋外拡声子局避雷針取付工事
・防災行政無線（同報系）親局設備移設業務委託
・高麗広地区戸別受信機及びアンテナ設置業務委託
・アナログ戸別受信機用アンテナ撤去業務委託

防災行政無線整備
事業

７０，７８９

決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 伊勢市地域防災計画に定める備蓄計画に基づき、非常用
食料等を購入し、物資及び資機材の整備を図った。
備蓄物資・資機材購入　　３１，７９４千円
防災倉庫高所移転　　　　　１，１６６千円
（豊浜東小学校防災倉庫）
【当初予算における内容、計画】
　備蓄物資・資機材購入　４２，３３７千円
　防災倉庫高所移転　　　　１，４５８千円
【過去２ヵ年度の実績】
　・平成２６年度　　　　　３，８９９千円
　・平成２５年度　　　　１３，５２３千円
【事業を取りまく状況等】
　・三重県が公表した地震被害想定を反映した、市の備蓄
　　計画に基づき備蓄物資の整備を行っている。
　・発災後すぐに公助による支援は難しいことから、３日
　　分以上（７日分以上を推奨）の備蓄を家庭、地域及び
　　企業で賄ってもらうこととし、防災講習会やイベント
　　などで啓発を行っていく必要がある。

備蓄物資整備事業 ３２，９６０
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１７７

1

防災施設整備課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
○津波からの避難困難地に対する緊急避難所として、津波
避難施設等の施設整備を実施した。

①平成27年度現年分
　津波避難施設整備
　・有滝町津波避難施設
　　　建築工事
　・磯町津波避難施設
　　　用地買戻し・マウンド整備工事
　・二見町西津波避難施設
　　　用地買戻し・解体工事・用地造成工事
　・東豊浜町津波避難施設
　　　用地測量
　・二見町今一色津波避難施設
　　　用地測量
　・その他避難所の整備
　　　外付階段設置
　　　避難所看板
　　　地震自動解錠付防災ボックス設置

②平成26年度から一部繰越
　津波避難施設整備
　・大湊町津波避難施設
　　　舗装工事・防火水槽設置工事
　・一色町津波避難施設
　　　用地造成工事
　・磯町津波避難施設
　　　マウンド設計
　・二見町西津波避難施設
　　　用地造成設計

③平成26年度から繰越
　津波避難施設整備
　・一色町津波避難施設
　　　建築工事
　・二見町西津波避難施設
　　　建築設計

【当初予算における計画、内容】
　津波避難施設整備　　　　　　　　　　　475,911千円
　・有滝町津波避難施設
　　　建築工事
　・磯町津波避難施設
　　　用地買戻し・マウンド整備工事
　・二見町西津波避難施設

用地買戻し・解体工事・用地造成工事・防火水槽設
置工事
　・東豊浜町津波避難施設
　　　用地測量
　・二見町今一色津波避難施設
　　　用地測量
　・その他避難所の整備
　　　外付階段設置
　　　避難所看板
　　　地震自動解錠付防災ボックス設置

避難所等整備事業 ７１３，３８８
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決算書
1        頁

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【過去２ヵ年の実績】
平成26年度
　津波避難施設整備　　　　　　　　　　　 371,909千円
　・村松町津波避難施設
　　　屋根設置設計･屋根設置工事
　・大湊町津波避難施設
　　　建築工事
　・一色町津波避難施設
　　　用地造成工事･建築設計
　・有滝町津波避難施設
　　　用地造成工事･建築設計
　・磯町津波避難施設
　　　用地測量･地質調査･マウンド設計
　・二見町西津波避難施設
　　　用地測量･地質調査･用地造成設計
　・その他避難所の整備
　　　外付階段設置
　　　避難看板設置
　　　小学校屋上フェンス設置
　　　地震自動解錠付防災ボックス設置
　伊勢市津波対策事業検討業務委託
（危機管理課分）　　　　　　　　　　　　 　7,307千円
　戸別受信機設置　　178か所
（危機管理課分） 　　　　　 　　　　　　 　7,531千円
　観光客避難所誘導看板設置　16基
（観光振興課分）　　　　　　　　　　　　 　5,559千円
　
平成25年度
　津波避難施設整備　　　　　　　　　　　 167,531千円
　・村松町津波避難施設
　　　地質調査･建築設計･建築工事
　・大湊町津波避難施設
　　　用地測量･用地購入･地質調査
　　　用地造成設計･建築設計･用地造成工事
　・一色町津波避難施設
　　　用地測量･用地購入･地質調査
　　　用地造成設計
　・有滝町津波避難施設
　　　用地測量･地質調査･用地造成設計
　・外付避難階段設置　１か所
　避難所看板設置　設置117基　撤去183基　　46,182千円
　伊勢市防災行政無線戸別受信機設置調査業務委託
　（危機管理課分）　　　　　　　　　　　　 1,169千円

【事業を取りまく状況等】
・発生が危惧されている南海トラフ巨大地震等の災害から
市民の生命を守るため、津波避難施設等の整備が急務であ
る。
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決算書
1        頁

１７７

2

    （単位  千円）

決算書

       頁

１７７

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． ○地域防災力の向上を図るため、倉田山防災公園に消防・
防災に関する知識と技術を学べる伊勢市防災センター新設
工事を消防本部の新設と併せ施行した。
　また、防災センター設置に伴う付帯事業を実施した。
防災センター整備
　伊勢市消防･防災ｾﾝﾀｰ(仮称)新築工事監理業務委託
　伊勢市消防･防災ｾﾝﾀｰ(仮称)新築工事(建築工事)
　伊勢市消防･防災ｾﾝﾀｰ(仮称)新築工事(電気設備工事)
　伊勢市消防･防災ｾﾝﾀｰ(仮称)新築工事(機械設備工事)
　伊勢市防災体験学習室（仮称）展示制作業務
　伊勢市消防防災ｾﾝﾀｰ（仮称）電話交換機等導入工事

【当初予算における計画、内容】
防災センター整備　　　　　　　　　　　　 524,685千円
　伊勢市消防･防災ｾﾝﾀｰ(仮称)新築工事監理業務委託
　伊勢市消防･防災ｾﾝﾀｰ(仮称)新築工事(建築工事)
　伊勢市消防･防災ｾﾝﾀｰ(仮称)新築工事(電気設備工事)
　伊勢市消防･防災ｾﾝﾀｰ(仮称)新築工事(機械設備工事)
　伊勢市防災体験学習室（仮称）展示制作業務
　伊勢市消防防災ｾﾝﾀｰ（仮称）電話交換機等導入工事

【過去２ヵ年度の実績】
平成26年度　　　　　　　　　　　　　　　146,631千円
防災センター整備
　伊勢市消防･防災ｾﾝﾀｰ(仮称)新築工事監理業務委託
　伊勢市消防･防災ｾﾝﾀｰ(仮称)新築工事(建築工事)
　伊勢市消防･防災ｾﾝﾀｰ(仮称)新築工事(電気設備工事)
　伊勢市消防･防災ｾﾝﾀｰ(仮称)新築工事(機械設備工事)

平成25年度
　倉田山公園整備事業にて設計委託ほかを実施

【事業を取りまく状況等】
・未曾有の大災害『東日本大震災』から５年、市民の防災
への意識は益々高まり、防災教室、防災訓練などの実施が
求められている。

このため、見て、体験して防災学習ができる防災セン
ターの利用を推進し、市民の災害時の行動力を向上させな
ければならない。

防災センター新設
事業

６０９，８６６

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市と市社会福祉協議会が関係団体などと協働して運営す
る市災害ボランティアセンターに関して、有事の際に円滑
な対応ができるよう、各種の取り組みを行った（市社会福
祉協議会への負担金600,000円により実施）。

災害ボランティア
支援事業

６００
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    （単位  千円）

決算書

       頁

１７７

1

    （単位  千円）

決算書

       頁

１７７

 １． 災害時に、自分自身や家族の支援だけでは避難すること
が困難な方が迅速・安全に避難支援等が受けられる体制を
整えるため、対象者に対し、災害時要援護者への登録を図
るとともに、災害時要援護者支援ネットワーク代表者会議
を開催して制度の推進を図った。
  登録者　２，９２３人

【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　　　　　　　　　１，５８２，０００円
　　　・災害時要援護者支援ネットワーク代表者会議委員
　　　　報酬
　　　・災害時要援護者手帳印刷及び郵送
　　　・災害時要援護者登録台帳更新用消耗品
　　　・災害協定に基づく応急措置委託料（ヘルパー派
　　　　遣）
　　　・災害協定に基づく要援護者避難所利用料（福祉タ
　　　　クシー）
　　　・災害協定に基づく要援護者避難所利用料
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成２５年度　　６４１，０５４円
　　・内　訳：災害時要援護者手帳印刷・郵送、事務用
　　　　　　　消耗品等
　　・登録者：３，３６８人
　平成２６年度　　３６３，０８１円
　　・内　訳：災害時要援護者手帳印刷・郵送、事務用
　　　　　　　消耗品等
　　・登録者：３，３４０人

【事業を取りまく状況等】
・災害時要援護者登録台帳の更新を行い、７月から９月に
　かけて自治会、民生委員、地域包括支援センター、消防
　団、消防本部へ新しい台帳を渡すとともに、制度周知を
　行った。
・制度に対して高い関心を持つ地域を対象として、災害時
　要援護者台帳作成の次のステップである「個別避難支援
　計画」の作成に向けて協議を行った。
・個別避難支援計画の作成と、災害対策基本法改正に伴う
　事業の見直しを行うことを目的として、災害時要援護者
　支援ネットワーク代表者会議を開催し、今後の制度運
　営に関する協議を行い、「伊勢市避難行動要支援者避難
　支援プラン全体計画」を改正した。

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

災害時要援護者対
策事業

５８６

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 土砂災害防止法に基づき、三重県が土砂災害警戒（特
別）区域に指定した地域において、住民の生命、財産を守
るため、土砂災害ハザードマップを整備し、避難に関する
周知、啓発を行った。
（概要）
　　　土砂災害ハザードマップ作成業務　一式　１件
　　　土砂災害ハザードマップ印刷業務　　　　１件
　　≪整備地域≫
　　　伊勢市横輪町地内（H27.4.3区域指定（三重県））

避難対策事業 ２，４７９
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１７７

1

 １． 阪神・淡路大震災で昭和56年の建築基準法の新耐震基準
施行前に建築された木造住宅が多数倒壊したことを教訓
に、南海トラフ地震による木造住宅の倒壊からの被害を最
小限にするため、木造住宅の無料耐震診断を実施した。

その結果、「倒壊の危険性が高い」と診断された木造住
宅を対象として、耐震補強工事等に要した費用に対する一
部補助を行った。

さらに、耐震改修促進法の一部改正に伴い、大規模建築
物の耐震診断が義務化されたため、耐震診断に要した費用
に対する補助を行った。

また、地震等の災害から市民の生命、身体及び財産を保
護し、災害に強いまちづくりを推進するため、市内に存す
る危険なブロック塀等の撤去に要した費用に対する一部補
助を行った。
（概要）
　 ・木造住宅耐震診断等業務　　　　　一式　　６８件
　 ・補助金
　 　　耐震補強設計補助　　　　　　　一式　　１８件
　 　　耐震補強工事補助　　  　　　　一式　　１１件
　 　　除却工事補助　　　    　　　　一式　　１５件
　 　　リフォーム工事補助　　　　　　一式　　１１件
　 　　耐震シェルター設置補助　　　　一式　　　１件
       ブロック塀等撤去費補助　　　　一式　  　４件
       大規模建築物耐震診断補助　　　一式　　　２件

住宅・建築物耐震
改修等促進事業

４１，４９７

建 築 住 宅 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）２．事務局費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

25,952 750 6,184

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７９

1
1

１７９

2
2

１７９

3

713,069 決 算 額 の 財 源 内 訳

698,016 一般財源

教 育 総 務 課

665,130

 １． 小中学校の適正規模化・適正配置を推進するため、第１
期に統合予定の小中学校において、保護者や地域住民に対
する説明会や統合準備会の開催、統合する学校間の事前交
流等を行った。

また、平成29年４月に開校予定である宮川中学校・沼木
中学校統合校及び二見小学校・今一色小学校統合校の校章
デザイン作成を行った。
　
・統合準備会だよりの発行　　　　　 １８４千円
・校章デザイン作成委託 　　　　　　２５９千円
・行事用バス借上、施設使用　　　 　４５１千円
・印刷用消耗品費等                   ４６千円

小中学校適正規模
化・適正配置推進
事業

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

９４０

 ３． ○私立幼稚園就園奨励費補助金（国の補助事業）
国の基準に基づき、私立幼稚園に在園する市内在住園児

の保護者に対して世帯の所得状況に応じて入園料及び保育
料の補助を行った。
　・補助金支給者数：　　　６７５人
　・補助金支給額　：８８，５６７千円
○私立幼稚園保育料補助金

市内の私立幼稚園に在園する市内在住の４歳～５歳児の
保護者に対し、保育料の補助を行った。
　・補助金支給者数 : 　　　  ６４３人
　・補助金支給額　 ：　３，２１５千円
○幼児教育育成補助金

市内私立幼稚園の幼稚園経営の健全化を図るため、幼稚
園の運営費に対して補助を行った。
　・補助金支給額　： １０，０３５千円

私立学校等振興助
成事業

１０１，８１７

 ２． 主要地方道伊勢南島線を通学路としている宮川中学校の
生徒の通学上の安全を確保するためにスクールバスを運行
した。

また、公共交通機関がなく、徒歩での通学が不可能な高
麗広地区の児童・生徒については、教育研究所の不登校対
策事業とあわせ市のマイクロバスを送迎利用し、児童生徒
の通学上の安全確保及び保護者の負担軽減を図った。

さらに、遠距離通学等の児童の通学上の安全確保と保護
者負担の軽減を図るため、通学定期代金の全額を助成し
た。

・宮川中学校スクールバス運行業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　２２，９０９千円
・遠距離通学等定期代助成　　　　４，７０８千円

通学安全対策事業 ２７，６１７
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    （単位  千円）

決算書
       頁

１７７

1

 １． 子どもたちが音楽や美術・科学等に触れる機会を支援し、
また、成果を発表する場を設けることにより、児童生徒の
学習意欲を高めるとともに豊かな感性を養った。

○科学創作展
　・内容　　：児童生徒の科学的な作品や創意工夫した創
　　　　　　　作的な作品を展示し、一般に公開した。
　・委託先　：伊勢市科学創作教育振興会
　・開催日　：平成２７年９月５日・６日
　・開催場所：伊勢市生涯学習センター　いせトピア
　・委託料　：２２５，０００円

○教育美術展
　・内容　　：児童生徒の絵画、工作、書写作品を展示
　　　　　　　し、一般に公開した。
　・委託先　：伊勢市教育美術展運営委員会
　・開催日　：平成２７年１２月５日・６日
　・開催場所：伊勢市生涯学習センター　いせトピア
　・委託料　：３００，０００円

○伊勢市中学校連合音楽演劇発表会
　・内容　　：児童生徒による合唱・吹奏楽・太鼓の演奏
　　　　　　　会が行われた。
　・委託先　：伊勢市中学校連合音楽演劇発表会
　・開催日　：平成２７年１１月１３日
　・開催場所：伊勢市観光文化会館
　・委託料　：２，１８４，６６８円

○伊勢まつり「小学生連合鼓笛隊パレード」「中学生吹奏
楽」
　・内容　　：伊勢まつりにおいて小学生による鼓笛パ
　　　　　　　レード、中学生による吹奏楽が行われた。
　　　　　　　また、進修小学校による宇治地区鼓笛パ
　　　　　　　レードも行われた。
　・委託先　：伊勢まつり鼓笛・イベント実行委員会
　・開催日　：平成２７年１０月１０日・１１日・１７日
　・開催場所：小学生は尼辻交差点から伊勢市駅前
　　　　　　  中学生は一之木交差点本部前
　　　　　　　進修小学校は学校からおはらい町
　・委託料　：１，４１４，６８５円

○伊勢市小学生演劇鑑賞運営委員会
　・内容　　：小学校２４校６年生児童全員を対象に劇団
  　　　　 　 四季の鑑賞会を行った。
　・委託先　：伊勢市小学生演劇鑑賞運営委員会
　・開催日　：平成２７年１０月２日
　・開催場所：伊勢市観光文化会館
　・委託料　：１，４９４，８９６円

学校行事開催事業 ５，６１９

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
1        頁

１７９

2
2

１７９

3
3

１７９

4

 ２． 地域人材や学生を、学習支援員・教育支援ボランティ
ア・学校安全ボランティアとして活用することで、学習環
境の整備に努め、個に応じたきめ細かな支援や指導を行
い、特別支援教育の充実や確かな学力の定着を図った。ひ
いては、地域社会の学校教育への理解と協力を求め、開か
れた学校づくりを推進した。

【学習支援員】
　○配置および活動状況（平成28年３月31日現在）
   小学校１８校　５０人　うち２人複数校勤務
   中学校　９校  ２０人　うち１人複数校勤務
【教育支援ボランティア】
　○登録者数　１５１人（平成28年３月３１日現在）
　○活動人数　１３７人（平成28年３月３１日現在）
　　　内訳（学習支援９０人、学校図書館支援７人、
　　　　　　部活動支援１１人、保育活動補助２２
　　　　　　人、日本語指導５人、心の支援２人、）
　○活動回数　３，６３９回
　　　　　　　　　　（平成27年4月～平成28年3月）
　　　　　　他に皇學館大学生等の大学生も活動。
【学校安全ボランティア】
　○登録者数　５９６人
　　　（小学校２３校、中学校１校：各校区で随時活動）
【当初予算における内容、計画】
  ○共済費・賃金　　学習支援員６５人分
  ○報償費　手話通訳等　２８回分
　　　　　  教育支援ボランティア
             小中学校３６校・各校１００回分
　　　　     幼稚園４園・各園１００回分
  ○旅費    学習支援員校外活動引率等
　○需用費　消耗品費
　○役務費　手話通訳コーディネート料
　　　　　　ボランティア保険料１，０３０人分
【過去２ヵ年度の実績】
　平成２５年度
　○教育支援ボランティア登録者１２６人
　　　　　　　　　　　　派遣者１１２人
　○学校安全ボランティア登録者７２２人
　○学習支援員７１人配置
　平成２６年度
　○教育支援ボランティア登録者１３７人
　　　　　　　　　　　　派遣者１２２人
　○学校安全ボランティア登録者６７５人
　○学習支援員７１人配置
【事業を取り巻く状況等】

特別に支援が必要な児童生徒に対して、さらにきめ細か
な支援や指導を行う必要性が高まっている。

学校教育支援事業 １１２，００７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な支援を
行うために、特別支援教育体制整備をすすめた。専門家
（臨床心理士・特別支援学校教諭・発達相談員等）による
市内保幼小中への巡回相談や、教職員の研修会、保護者啓
発のための講演会等を実施した。

特別支援教育推進
事業

 ３． 次年度就学予定児及び小中学校に在籍する児童生徒につ
いて、障がいの種類や程度等を的確に把握するとともに、
その保護者等に適切な情報を提供し、観察活動・教育相談
を通じ、一人ひとりに応じた就学指導を行った。

就学指導委員会経
費

１３７

３４８
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決算書
4        頁

１７９

5

施 策 の 成 果決 算 額事 業 名

 ５． 自然や環境、伝統文化、福祉やボランティア等に関する
体験学習など、創意工夫を生かした学習活動を通して、児
童･生徒が、「やさしいまち伊勢市」のまちづくりについ
て考え、気づき、行動する取組を支援した。また、幼稚園
において地域の人とのふれあいを通した体験を行うこと
で、地域のよさや愛着を感じることができるように支援し
た。
①「やさしいまち伊勢市発見大賞」の実施
ユニバーサルデザインの部、発見・体験エピソード作文の
部、俳句・川柳・短歌の部の３部門に分けて市内の小中学
生を対象に、作品を募集した。今年度の応募総数は７０６
点。そのうち、市長賞３点、教育長賞３点、優秀賞各部門
小中学校で計６点、入賞各部門小中学校で計１１点を決定
した。入選作品集を作成し、入賞者の他小中学校３６校、
各関係機関に配布した。
②事業委託校の取組
事業委託をうけた小学校１１校、中学校４校、幼稚園２園
が、児童生徒が地域の人との交流（ふれあい）や地域探検
を通して、高齢者や障がい者が住みやすいまちづくりにつ
いて考え、気づき、行動する取組を展開した。
③子ども未来会議
誰でも安心して暮らせる伊勢市のまちづくりについて、小
中学校児童生徒代表児童生徒が意見交流した。
④赤ちゃんとのふれあい体験等を通したいのちの学習
市内３中学校で、明照浄済会と連携したいのちの学習のプ
ログラムを実施した。その他の中学校においても、学校独
自に講師を招聘していのちの学習を進めていった。

【当初予算における内容、計画】
報償費　　　　　５４０，０００円
旅費　　　　　　　９１，０００円
事業委託料　１，８９０，０００円
需用費　　   　 ２０８，０００円
使用料及び賃借料１１６，０００円
　
【過去２ヵ年度の実績】
平成２５年度
事業委託料　１，８５０，０００円
需用費　　　　　１２６，８６０円
　やさしいまち伊勢市発見大賞 　応募総数４９０点
　事業委託校　　小１１校　中５校　幼４園

平成２６年度
報償費　　　　　　２０，０００円
事業委託料  １，８６０，０００円
需用費　　　　　２０５，０００円
使用料及び賃借料　３３，０００円
  やさしいまち伊勢市発見大賞　　応募総数５０４点
　事業委託校　　小１０校　中４校　幼２園

【事業を取りまく状況等】
事業開始から平成２５年までの４年間で市内全小中学校

への事業委託が完了した。その中で事業委託の有用性につ
いて各校の認識も得られたことから、今年度もさらに事業
内容の幅をもたせて委託校数を増やした。今後も、本事業
の目的に沿った各校の特色ある取り組みが進められること
が必要である。

子どもたちとつく
る「やさしいまち
伊勢市」支援事業

２，３０２
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決算書
5        頁

１７９

6
6

１７９

7
7

１７９

8
8

１７９

9
9

１７９

10

児童生徒の学力を向上させるために、学力検査を全小中
学校で実施し、きめ細かな指導に生かした。研究指定校５
校で教育課程一般について研究を進めた。教育課程一般の
指定校においては、研究の成果を市内の全小中学校に向け
て公開し、研究協議を行った。今日的な教育課題の指定校
については、理科教育・社会科副読本・歴史資料を使った
社会科授業･幼稚園教育といった特定の教育課題に対する
教育力向上のために、研究指定校４校・１園で研究を進め
た。授業改善事例をまとめた報告集を作成し、関係各所に
配布し、報告と成果の還元に努めた。

学びのグレード
アップ総合推進事
業

キャリア教育の一環として、働くことの意義･目的を学
び、職業観・勤労観を育てるために、中学２年生を対象と
して３日間の職場体験学習を実施した。
職場体験学習参加生徒数：１，１４９名
協力事業所数：のべ３５０事業所

未来へチャレン
ジ！職場体験推進
事業

 ８．

１，４０８

 ６．
９，３２１

 ７．

 ９． 国家社会に貢献する有用な人材を育成するため、学校教
育法による大学・高等専門学校・高等学校に在学する学生
生徒で、経済的理由により修学困難な者に対し、奨学金を
支給した。
県外大学：  ９人　県内大学：８人
公立高校：２６人　私立高校：５人
公立高専（１～３年）：０人
私立高専（１～３年）：０人
県内高専（４～５年）：１人

奨学金育英事業 ３，９６２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

伊勢市におけるいじめ防止等に資する対策を総合的かつ
効果的に進めるため、「伊勢市いじめ防止基本方針」を策
定(10月１日）するとともに、各学校に内容の周知を図る
ため、教職員対象の研修会を行った。

また、伊勢市のいじめ問題対策を充実させていくこと、
市内の関係機関団体の連携を図っていくこと、重大事態へ
の対処の体制を充実させていくことを定めた「伊勢市いじ
め防止対策推進法施行条例」を公布・施行（12月25日）の
うえ、「伊勢市いじめ問題対策委員会」を設置（3月25
日）し、いじめ問題への対処を迅速に行えるよう体制を整
えた。

いじめ防止対策推
進事業

３６０

 10． ８月６日に行われた広島平和記念式典に、各中学校から
生徒代表２名（男女各１名）と、引率教員２名、指導主事
２名を派遣し、平和学習を深めた。報告会を開催するとと
もに、広報いせ、ケーブルテレビ、報告文集を作成し、広
く市民に平和の尊さを伝えた。

非核・平和運営事
業

１，０４６
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）３．教育研究所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

33

    （単位  千円）

決算書
       頁

１７９

1
1

１７９

2

202,265 決 算 額 の 財 源 内 訳

193,458 一般財源

 ２． 「いじめ」の早期発見・早期対応・未然防止のため「子
どもの人間関係づくり」の研究を行った。

全小中学校で、よりよい学校生活と友達づくりのための
アンケート（hyper-QU）を実施し、その結果・分析に基づ
いた研修会を行い、学級集団づくりを支援した。また、非
常勤講師を配置し研究体制の強化を図った。

　・非常勤講師賃金　　　　　　３６，１５２千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　　５３千円
　・研修会参加経費　　　　　　　　　２１２千円
　・hyper-QU実施委託経費　　　　５，９１０千円
　・生活指導負担金　　　　　　　　　７０５千円

【当初予算における内容、計画】４６，６４２千円
　・非常勤講師賃金　　　　　　３９，２１４千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　　５４千円
　・研修会参加経費　　　　　　　　　２１３千円
　・hyper-QU実施委託経費　　　　６，３３６千円
　・生活指導負担金　　　　　　　　　８２５千円

【過去２ヵ年度の実績】
　平成26年度　　　　　　　　　４３，０５４千円
　・非常勤講師賃金　　　　　　３５，９８７千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　　５３千円
　・研修会参加経費　　　　　　　　　２１２千円
　・hyper-QU実施委託経費　　　　６，０９５千円
　・生活指導負担金　　　　　　　　　７２４千円
　平成25年度　　　　　　　　　４２，２２２千円
　・非常勤講師賃金　　　　　　３５，９１１千円
　・研修会参加経費　　　　　　　　　１６５千円
　・hyper-QU実施委託経費　　　　５，４１８千円
　・生活指導負担金　　　　　　　　　７２８千円

【事業を取り巻く状況】
いじめが社会問題になっている今、いじめの未然防止、

早期発見・早期対応に向け、平成22年度から非常勤講師の
配置と教育心理検査を実施し「子どもの人間関係づくり」
を研究しており、平成25年度からは全ての小中学校で実施
し研究体制を強化している。

いじめ・不登校等の問題は早期の発見・対応が必要であ
るため、今後も教育心理検査等を活用し未然防止に努めて
いく必要がある。

子どもリレーショ
ンシップ総合推進
事業

４３，０３２

193,425

教 育 研 究 所

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 教育に関する今日的、将来的な課題について研究を進め
るとともに、教職員・保護者・市民対象の研修講座を開催
し、市内保幼小中学校の教育力向上を図った。
　研究　　　 10件
　研修講座 　25講座

教育研究研修推進
経費

２，７７４
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決算書
2        頁

１７９

3

事 業 名

 ３． 小中学生の教育、不登校及びいじめ等の問題について、
学校や保護者等からの相談に対し、教育コンサルタントが
電話や面接等により対応するとともに、状況に応じ学校訪
問や家庭訪問を行った。さらに、児童生徒・保護者を対象
に、臨床心理士によるカウンセリングを実施し、専門的か
つ継続した指導及び心のケアを図った。
・教育相談件数 　　　　６１件
・カウンセリング １，１０２件

・コンサルタント賃金等　　　　　８，８３７千円
・臨床心理士、緊急支援員経費　１４，７９８千円
・活動消耗品　　　　　　　　　　　　　８７千円

【当初予算における内容、計画】　２４，６１４千円
　・コンサルタント賃金等　　　　　９，０８６千円
　・臨床心理士、緊急支援員経費　１５，４４０千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　　　８８千円

【過去２ヵ年度の実績】
　平成26年度　　　　　　　　　　２１，８０７千円
　・コンサルタント賃金等　　　　　８，８３２千円
　・臨床心理士、緊急支援員経費　１２，８９９千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　　　７６千円
　平成25年度　　　　　　　　　　２１，１７０千円
　・コンサルタント賃金等　　　　　８，８３７千円
　・臨床心理士、緊急支援員経費　１２，２６７千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　　　６６千円

【事業を取り巻く状況】
小中学校においては、生徒指導や友人関係など様々な問

題があり、児童生徒を取り巻く課題は多様化・深刻化して
いる。これらの課題に、迅速且つ、きめ細やかな対応を行
うため、相談体制の強化が必要となっている。

スクールサポート
事業

２３，７２２

決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
3        頁

１７９

4

 ４． 登校しぶり、ひきこもりや、学校に行きたくても行けな
い児童生徒の社会的に自立した学校復帰を目的に、教育支
援センターＮＥＳＴでは、個に応じた生活や学習の指導及
び支援を行った。また、学校にも教育支援センターにも行
けない児童生徒への支援を充実させるため、教職経験のあ
る相談員２名を配置し、児童生徒、保護者及び学校の支援
体制を充実させた。
　
  通級児童生徒数　　　　　　２０名
  相談件数(述べ件数)　１，０５４件
  (電話 621件、来所 239件、学校訪問 194件)

　・相談員、運転手賃金等　　　　６，７０６千円
　・自立支援員賃金等　　　　　　１，９６８千円
　・活動支援ボランティア経費　　　　２１０千円
　・研修会等経費　　　　　　　　　　１２３千円
　・体験活動経費　　　　　　　　　　　８８千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　２０５千円
　・研究委託経費　　　　　　　　　　３００千円

【当初予算における内容、計画】１１，５７０千円
　・相談員、運転手賃金等　　　　７，８４８千円
　・自立支援員賃金等　　　　　　２，２０６千円
　・活動支援ボランティア経費　　　　３３０千円
　・研修会等経費　　　　　　　　　　３７３千円
　・体験活動経費　　　　　　　　　　２９４千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　２１９千円
　・研究委託経費　　　　　　　　　　３００千円

【過去２ヵ年度の実績】
　平成26年度　　　　　　　　　１６，３５１千円
　・相談員、運転手賃金等　　　　６，６７３千円
　・自立支援員賃金等　　　　　　１，９５２千円
　・活動支援ボランティア経費　　　　３０１千円
　・研修会等経費　　　　　　　　　　１４９千円
　・体験活動経費　　　　　　　　　　　９６千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　２０５千円
　・教育研究所改修工事費　　　　４，３０８千円
　・通級生送迎用車両更新経費　　２，３６７千円
　・研究委託経費　　　　　　　　　　３００千円
　平成25年度　　　　　　　　　　４，１７７千円
　・自立支援員賃金等　　　　　　１，９５９千円
　・活動支援員経費　　　　　　　　　１７２千円
　・研修会等経費　　　　　　　　　　２１５千円
　・体験活動経費　　　　　　　　　　１１２千円
　・活動消耗品　　　　　　　　　　　１６９千円
　・保護者用資料集印刷経費　　　１，２５０千円
　・研究委託経費　　　　　　　　　　３００千円

【事業を取り巻く状況】
不登校の児童生徒数については、小学校では減少した

が、中学生が大幅に増加し、全体についても増加する結果
となった。

児童生徒の人間関係能力や社会適応能力の向上と、誰も
が安心して生活できる居心地のよい学校づくりを進め、不
登校児童生徒の学校復帰を支援するとともに、不登校の未
然防止に取り組む必要がある。

不登校対策ハーモ
ニーハート総合推
進事業

９，６００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
4        頁

１８１

5
5

１８１

6

（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）４．人権教育費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８１

1
1

１８１

2
2

１８１

3

41,250

 ３． 中学校区を単位とした人権教育推進事業を中心に、各学
校での取組の充実に向けて、年間を通し連続性のある取組
が実施できるような事業を展開した。

市の委託事業として中学校区６校区に研究指定を行い、
人権教育の公開授業を中心とした校区の連携強化を図っ
た。また、全小中学校で取り組んだ人権作文をもとに、子
ども人権フォーラムを実施し、各学校での人権学習の推進
を図った。

人権教育子ども輝
きプラン総合推進
事業

１，６４８

決 算 額 の 財 源 内 訳

40,764 一般財源

40,764

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ６． 中学校教育用コンピュータの整備・管理により、次世代
型の学習環境構築を進め、わかりやすい授業の実現、児童
生徒の情報活用能力の育成を図った。

中学校教育用コン
ピュータ管理経費

２７，１７３

 ５． 小学校教育用コンピュータの整備・管理により、次世代
型の学習環境構築を進め、わかりやすい授業の実現、児童
生徒の情報活用能力の育成を図った。

小学校教育用コン
ピュータ管理経費

５３，４０３

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 人権教育に関わる事業の充実を図るため、人権教育の研
究や研修会の開催などを伊勢市人権・同和教育研究会に事
業委託し、市内各小中学校等の加盟団体にて、実践の交
流・研修会の開催・人権教育のカリキュラムの研究等が行
われ、成果として研究紀要が発行された。

人権教育研究委託
経費

６４９

 ２． 先進的な取組を学ぶことができる研修会に参加し、最新
の情報や資料を得た。

「小中学校人権教育授業実践事例集（ＣＤロム・各学校
に１部ずつ配布）」「人権の芽（１,１００部）」を作
成・印刷し、各学校へ配布するとともに活用を促すこと
で、人権学習の推進に努めた。

人権教育推進一般
経費

３０６
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）５．教育集会所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８１

1
1

１８１

2

（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）１．小学校管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

12,979 397,800 16,583

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８３

子ども人権スクールを開催し、市内小中学生及び高校生
に人権学習の場と機会を提供した。また、小中学校への出
前学習やコラボ学習、教職員研修を実施し、人権教育の推
進に努めた。

教育集会所人権教
育事業

３１３

16,166 決 算 額 の 財 源 内 訳

14,483 一般財源

14,483

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

491,665

942,428 決 算 額 の 財 源 内 訳

919,027

 ２． 人権教育の拠点としての教育集会所を管理運営するため
に、嘱託職員（４名）を配置するとともに、光熱水費・消
耗品費・備品費・法定点検費等を支出し、利用者（市内小
中学生等）が安全快適に利用できるように体制を整えた。

教育集会所管理経
費

１４，１７０

　小学校の施設整備及び学習環境の一層の充実を図った。

【主な工事】
・プール改修工事（進修小ほか６校） ３５，９４２千円
・生徒用ロッカー改修工事（修道小）　 ７，４７４千円
・擁壁改修工事（早修小）　　　 　　１４，６０７千円
・黒板改修工事（早修小ほか６校）　　 １，２４２千円
・職員トイレ改修工事（中島小ほか３校）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４，０７２千円
・多目的トイレほか改修工事（宮山小） ７，０１１千円
・鉄棒ほか設置工事（四郷小） 　　　　３，２８０千円
・教室掲示板設置工事（小俣小）　　　 １，２９６千円

一般財源

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
小学校整備事業 ８０，９４４
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決算書
1        頁

１８３

2

１８３

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８３

事 業 名 決 算 額

大規模地震における天井材等の落下対策として、一定規
模以上の大規模空間がある屋内運動場を有する小学校９校
に落下防止ネットを設置した。

なお、９校のうち５校は平成２６年度中に完了し、４校
が平成２７年度へ一部繰越となっていた。

　・屋内運動場天井落下防止対策工事　１６，３３４千円

　
　【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　　　　　　計上なし
　　繰越予算額　　１６，３３４千円

　【過去２ヵ年度の実績】
　　平成２６年度新規事業
　　平成２６年度　４６，４０３千円

　【事業を取りまく状況等】
　　・平成２６年４月に国土交通省より発表された技術基
　　　準に基づき施工するため、対策方法を検討した結
　　　果、予算不足による補正予算計上及び工事発注の
　　　遅れが生じたため繰越となった。

小学校施設防災対
策事業

１６，３３４

施 策 の 成 果

空調設備整備事業 ４１８，７９２

学 校 教 育 課

事 業 名

 １． 学校評議員から学校運営に関しての助言や地域の情報を
得て、校長は学校運営に生かし、特色ある学校づくりや地
域や社会に開かれた学校づくりに努めた。

学校評議員設置経
費

６００

 ２． 近年の猛暑により室内でも熱中症を発症する恐れがある
ため、空調設備未整備校に空調設備の設置等を行った。

　・空調設備改修工事（進修小ほか７校）
　　　　　　　　　　　　　　　　 ４１８，７９２千円

　【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　６０９，３００千円
　　・空調設備改修工事（進修小ほか７校）

　【過去２ヵ年度の実績】
　　平成２５年度　　　６４，９５０千円
　　平成２６年度　　２７０，０４２千円

　【事業を取りまく状況等】
　　・すべての小中学校に空調設備が設置された。
　　・電気料金の増額が見込まれるため、省エネの観点か
　　　ら節電に取り組んでいく必要がある。
　　・過年度設置済のリース料については、維持管理経費
　　　へ予算替をした。

 ３．

決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）２．小学校教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

1,712 123 66

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８３

1
1

１８３

2
2

１８３

3
3

１８３

4

94,259

学 校 教 育 課

99,435 決 算 額 の 財 源 内 訳

96,160 一般財源

２９，７１７

○一般教材備品
教育現場で必要とする教材及び著しく老朽化した教材を

整備した。
・整備校　２４校（小学校全校）
・整備額　１８，５６０，０６３円
○理科教育振興法に基づく理科教材備品

科学技術教育の基盤となる小学校における理科教育のた
めの設備(理科教育振興法に基づく）を国の補助を受け整
備した。
・整備校　４校（進修小学校ほか３校）
・整備額　５７３，５００円
○特別支援教育設備整備

新設または増設された特別支援学級において、障がいに
適応した教育を実施するために必要な教材を整備した。
・整備校　２校（豊浜西小学校ほか１校）
・整備額　１７３，０８８円

 ３． 経済的理由により、就学困難な児童に、学用品費、修学
旅行費、学校給食費等を給与し、必要な援助を行った。
・支給対象者５４９人
(要保護　１０人、準要保護　５３９人）

要保護及び準要保
護児童生徒援助事
業

３４，３６４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
小学校教材整備経
費

１９，３０７

 ２． 学校図書館がその機能を充分に発揮できるよう、学校図
書館の充実を図った。
・整備校　２４校（小学校全校）
・整備額　１０，０９３，０５４円

学校図書館充実経
費

１０，０９３

 ４． 主たる教材の「教科書」と参考資料である「指導書」を
購入することにより、教職員による効果的な指導を支援
し、児童生徒に学習内容の確実な定着を図った。教科書が
新しくなったため、全教科書・指導書の買い替えをした。

教科書等購入経費
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（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）１．中学校管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

3,806 6,643

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８５

1
1

１８５

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８３

1

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

290,342 決 算 額 の 財 源 内 訳

273,540 一般財源

263,091

大規模地震における天井材等の落下対策として、一定規
模以上の大規模空間がある屋内運動場を有する中学校６校
に落下防止ネットを設置した。

なお、６校のうち５校は平成２６年度中に完了し、１校
が平成２７年度へ一部繰越となっていた。

　・屋内運動場天井落下防止対策工事　　６，６４３千円

　
　【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　　　　　　計上なし
　　繰越予算額　　　６，６４３千円

　【過去２ヵ年度の実績】
　　平成２６年度新規事業
　　平成２６年度　４６，８２９千円

　【事業を取りまく状況等】
　　・平成２６年４月に国土交通省より発表された技術基
　　　準に基づき施工するため、対策方法を検討した結
　　　果、予算不足による補正予算計上及び工事発注の
　　　遅れが生じたため繰越となった。

中学校施設防災対
策事業

６，６４３

 １． 　中学校の施設整備及び学習環境の一層の充実を図った。

【主な工事】
・防球ネット設置工事（厚生中）　　 ２０，４７１千円
・駐輪場設置工事（倉田山中、小俣中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２２，７６１千円
・図書室ほか空調設備改修工事（御薗中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４，５８６千円
・多目的トイレほか改修工事（御薗中） ２，６７６千円

中学校整備事業 ５２，４８８

 ２．

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 学校評議員から学校運営に関しての助言や地域の情報を
得て、校長は学校運営に生かし、特色ある学校づくりや地
域や社会に開かれた学校づくりに努めた。

学校評議員設置経
費

２６４
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（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）２．中学校教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

1,704 227

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８５

1
1

１８５

2
2

１８５

3
3

１８５

4
4

１８５

5

108,214

115,430 決 算 額 の 財 源 内 訳

110,145 一般財源

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ○一般教材備品
教育現場で必要とする教材及び著しく老朽化した教材を

整備した。
・整備校　１２校（中学校全校）
・整備額　１２，４３０，１１９円
○理科教育振興法に基づく理科教材備品

科学技術教育の基盤となる中学校における理科教育のた
めの設備(理科教育振興法に基づく）を国の補助を受け整
備した。
・整備校　６校（倉田山中学校ほか５校）
・整備額　１，７６５，３９９円
○特別支援教育設備整備

新設または増設された特別支援学級において、障がいに
適応した教育を実施するために必要な教材を整備した。
・整備校　２校（倉田山中学校ほか１校）
・整備額　１０２，０６０円

中学校教材整備経
費

１４，２９８

 ３． 経済的理由により、就学困難な生徒に、学用品費、修学
旅行費、学校給食費を給与し、必要な援助を行った。
・支給対象者４１６人
（要保護　８人、準要保護　４０８人）

要保護及び準要保
護児童生徒援助事
業

４０，９４０

 ２． 学校図書館がその機能を充分に発揮できるよう、学校図
書館の充実を図った。
・整備校　１２校（中学校全校）
・整備額　８，１２０，６１４円

学校図書館充実経
費

８，１２１

 ４． 英語を母語とする青年やそれと等しい環境で英語を身に
つけた青年を招致し、中学校の英語科及び小学校の外国語
活動等で、担当教員とともに指導に当たった。

ＪＥＴプログラムによる雇用３名と市直接雇用８名の計
１１名を１～２の中学校区に派遣し、小中学校の連携を
図った。

ＡＬＴ活動事業 ４４，１６５

 ５． 中学校にスクールカウンセラーを配置し、生徒や保護者
の教育相談を実施した。また、教職員に対する臨床心理学
的な観点から適切な助言を行い効果をあげた。

スクールカウンセ
ラー活用事業

２２０
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（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）３．中学校建設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

81,082 610,200 4,476

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８５

1

教 育 総 務 課

1,432,917 決 算 額 の 財 源 内 訳

815,854

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成31年度開校に向け、統合校の設計及び統合校建設予
定地の造成工事を行った。

　・建築、土木設計業務委託
　　（平成２６・２７年度継続費） １０４，７７２千円
　・造成工事                     １２０，８６７千円
　・建築確認申請等手数料　　　　　　 １，１３９千円
　・土地購入費（用悪水路部分）　　　　　 ３６９千円
 
　【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　　３４９，３４５千円
　　　・設計業務委託料、造成工事費等
　　繰越予算額　　　６０，７０１千円
　　　・設計業務委託料

　【過去２カ年度の実績】
　　平成２５年度新規事業
　　平成２５年度　　１４，５３１千円
　　　・用地測量及び地質調査業務委託料
　　　・不動産鑑定評価手数料
　　平成２６年度　２５９，６９５千円
　　　・統合校建設予定地取得費
　　　・建築、土木設計業務委託料

　【事業を取りまく状況等】
　　　・平成３１年４月開校予定。
　　　・統合校建設予定地は航空機による騒音が生じる地
　　　　域であるため、文科省及び防衛省から補助を受け
　　　　る。

豊浜中学校・北浜
中学校統合校整備
事業

２２７，１４７

一般財源

120,096
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決算書
1        頁

１８５

2

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）１．社会教育総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８７

1

 ２． 平成29年度開校に向け、統合校の設計及び建築工事を
行った。建築工事に伴い、学校生活に支障のないよう仮設
校舎及び他施設で行う行事のバスや施設等の手配を行っ
た。

　・建築設計業務委託（平成２６・２７年度継続費）
　　　　　                         ５６，３９２千円
　・仮設校舎賃借（平成２６～２９年度）
　　仮設体育館賃借（平成２７～２９年度）
　　　　　　　　　　　　　　　 　　８８，０４２千円
　・校舎、屋内運動場建設工事及び監理業務委託
　　（平成２７・２８年度継続費） ３３８，５３５千円
　・校舎、屋内運動場解体工事等　 １０３，９３９千円
　・行事用バス借上、施設使用料 　　　　　６７２千円
　・建築確認申請等手数料　　　　　　 １，１２７千円
 
　【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　　１，３７５，６２２千円
　　　・設計業務委託料、解体工事費、建設工事費
　　　　監理業務委託料、仮設校舎賃借料等
　　繰越予算額　　　　　２５，５７５千円
　　　・設計業務委託料

　【過去２カ年度の実績】
　　平成２６年度新規事業
　　平成２６年度　　　１７３，９９９千円
　　　・耐力度調査及び建築設計業務委託料
　　　・仮設校舎賃借料等
　
　【事業を取りまく状況等】
　　　・平成２９年４月開校予定。
　　　・統合校建設に際し、文科省から補助を受けてい
　　　　る。また、同校はエコスクールに認定されてい
　　　　る。

宮川中学校・沼木
中学校統合校整備
事業

５８８，７０７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

施 策 の 成 果

 １． 　社会教育委員兼公民館運営審議会兼生涯学習推進協議会
・委員数　１１名
・会議

社会教育関係事業の実施状況等について、審議を行っ
た。

また、伊勢市中学校給食共同調理場の現地視察、平成２
７年度に愛知県刈谷市で開催された第４６回東海北陸社会
教育研究大会の参加者による報告を行った。
・委員研修
　第４６回東海北陸社会教育研究大会に参加した。

三重県社会教育委員連絡協議会主催の研修会等に参加し
た。

社会教育推進事業 ７８８

79,122 決 算 額 の 財 源 内 訳

76,600 一般財源

76,600

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）３．文化振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１８９

1
1

１８９

2
2

１８９

3
3

１８９

4
4

１８９

5

61,785 決 算 額 の 財 源 内 訳

57,544 一般財源

施 策 の 成 果

 １． 文化芸術の振興を図るため、第５９回伊勢市民芸能祭を
開催した。市内の舞台芸能延べ１０１団体、２，１１７名
が参加し、３，８９８人が鑑賞した。昨年度に引き続き、
吹奏楽や能、ダンスなど、様々な舞台芸能を1日で楽しん
でもらう「オープニングフェスティバル」を開催した。ま
た、伊勢市文化協会による合併10周年をお祝いする舞台を
披露した。

市民芸能祭開催事
業

２，５５２

57,544

文 化 振 興 課

事 業 名 決 算 額

 ３． 指定文化財等の適正な保存管理を図るため、補助金を交
付した。
【平成２７年度対象事業及び市補助金決算額】
○県有形文化財一色町の木造能面　附　小道具類複製事業
・補助事業者　一色町能楽保存会
・補助金　　　２０７千円
○県有形文化財一色町の木造能面 附 能装束・小道具
類・鏡板類収蔵庫錠前交換事業
・補助事業者　一色町能楽保存会
・補助金　　　１６千円
○市天然記念物旭町のアイナシ再生事業
・補助事業者　所有者
・補助金　　　１０９千円
○国史跡離宮院址環境整備事業
・補助事業者　官舎神社氏子総代会
・補助金　　　１５５千円
○重文 神宮祭主職舎本館（旧慶光院客殿）建造物保存修
理事業
・補助事業者　宗教法人　神宮
・補助金　　　７，４８８千円

文化財保存整備事
業補助金

７，９７５

 ２． 市制施行10周年を記念し、県内最大の公募美術展覧会
「みえ県展」の伊勢移動展を伊勢市観光文化会館で開催し
た。また、ＮＨＫ津放送局と共催で「にほんごであそぼ
元気コンサート」を伊勢市観光文化会館で開催した。

文化芸術鑑賞事業 ４３２

 ４． 伊勢市内で伝承されている指定無形民俗文化財等の連綿
とした保存継承を支援するため、補助金の交付を行った。
【交付先】
・馬瀬町狂言保存会他２１団体

指定無形民俗文化
財等保存継承事業
補助金

１，６２１

 ５． 市内の指定文化財や史跡等に対し、文化財案内板を設置
することにより、その所在を明らかにし、来訪者への周知
を図るためのものである。平成２７年度は、「馬瀬の狂
言」を新設し、「北向落合地蔵（鯖大師）」及び「桜の渡
し（下の渡し）」を建替え、「伝結城宗広旧跡」の板面を
製作した。

文化財案内板設置
事業

４５０
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決算書
5        頁

１８９

6
6

１８９

7
7

１９１

8
8

１９１

9
9

１９１

10

３，２７８
 ８． 伊勢市制施行１０周年とハナミズキの返礼１００年を記

念し、県内外の貴重な資料を集めた特別展を、１０月３１
日から１１月２９日まで開催した。期間中は、展示解説と
記念講演を行い、１，８０１人が来館した。

尾崎咢堂記念館特
別展開催事業

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 大正１２年３月７日に国史跡に指定された「旧豊宮崎文
庫」について、平成２３～２５年度にかけて策定作業を
行った史跡旧豊宮崎文庫保存管理活用計画に関し、平成２
７年度は文化庁と協議を行い、保存管理活用計画書を作成
した。

旧豊宮崎文庫整備
活用事業

１，０５４

平成１８年に指定された国名勝「二見浦」の適切な整
備、活用及び運営を行うためのものである。平成２７年度
は、名勝指定地内における現状変更等の取扱いを調査審議
するため、名勝二見浦保存管理計画運営委員会を１回開催
した。

二見浦保存管理計
画運営経費

９４
 ６．

 ９． 博物館等の文化資産を紹介するためのマップ「伊勢まる
ごと博物館」を作成し、市内博物館等で配布した。また、
小学生の郷土学習に携わる小学校教員を対象に、社会科副
読本に登場する偉人や史跡を現地に赴いて学ぶ「わたした
ちの伊勢市フィールド講座」を開催した。

全市博物館構想推
進経費

２２８

 10． 全国規模の文化芸術大会の出場者に対し、激励金を交付
した。また、出場をお祝いするため、庁舎に懸垂幕を掲出
した。
・激励金を交付した主な全国大会
　　第39回全国高校囲碁選手権大会
    第10回朝日アマチュア囲碁名人戦全国大会
　　第27回全国高等学校情報処理競技全国大会

全国商業高等学校主催第62回全国高等学校珠算・電卓
競技大会
　　第9回声楽アンサンブルコンテスト全国大会2016
【当初予算における内容、計画】
・当初予算額　450,000円
【過去２ヵ年度の実績】
・平成26年度からの新規事業
【事業を取りまく状況等】
・出場者を激励することで更なる文化活動を推進する。

全国大会等参加激
励事業

３９５
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）４．青少年対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９１

1
1

１９１

2
2

１９１

3
3

１９１

4

 ３． 市内の各中学校区から推薦を受けた新成人代表（２６
名）による「新成人のつどい実行委員会」を設立し、自ら
企画・運営を行い、「新成人のつどい」を実施した。
　日時：平成２８年１月１０日（日）
　場所：伊勢市観光文化会館
　出席者数：１，１１１人（出席率８８．６％）

8,827 決 算 額 の 財 源 内 訳

8,068 一般財源

8,068

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ・研修会の開催
　　８月２９日（土）
　「基調講演：子供の安全・安心の確保について」
　「活動者事例発表」
・啓発活動
　　啓発物品の贈呈
・関係団体及び中学校区青少年健全育成協議会との連携

青少年健全育成推
進事業

１，７２２

 ２． 伊勢市と飯田市の小学生の代表が交流し、両市の親睦を
図るとともに、次代を担うリーダーを養成することを目的
に、伊勢市・飯田市小学生交流会を実施した。
　日時：平成２７年７月２８日（火）～２９日（水）
　場所：伊勢市内（飯田市の小学生を受入）
　参加児童：伊勢市小学校代表　７１人
　　　　　　飯田市小学校代表　２４人

飯田市交流会実施
事業

１，２７９

１，０９５

 ４． ・非行少年の早期発見と指導
　実施回数：５１７回、活動人数：１，４８４人
　指導人数：２８８人（前年比△７４人）
・相談活動
　面接相談：０件、電話相談７件（前年比△１件）
・有害環境浄化活動
　三重県の立入調査活動：１１回

相談センター管理
運営事業

３，９０１

成人式開催事業
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）５．図書館費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９１

1
1

１９１

2

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）６．生涯学習費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

1,593 514

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９３

1

168,817

社 会 教 育 課

事 業 名

168,817 一般財源

決 算 額 施 策 の 成 果

5,752 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,482

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額

170,087 決 算 額 の 財 源 内 訳

２８，２０８

○生涯学習講座の実施
生涯学習の学習機会と学習場所を提供するため、二見・

小俣・御薗の各公民館等で、生涯学習講座を開催した。

・公民館講座内訳
　二見公民館　１２講座（受講者１７４人）
　小俣公民館　１７講座（受講者３２０人）
　御薗公民館　１５講座（受講者２１２人）

○伊勢文化サークル協会活動への助成
生涯学習サークルの集合体である、伊勢文化サークル協

会の活動（自主事業及び文化祭等）に補助を行った。

生涯学習推進事業 ２，７９６

赤ちゃんと保護者に「絵本」と「赤ちゃんと絵本を楽し
む体験」をプレゼントする活動。赤ちゃんと保護者が、絵
本を介して、心ふれあう時間を持つきっかけを届ける。対
象赤ちゃんに絵本２冊とアドバイス集が入ったブックス
タートパックを図書館、１歳６ヶ月児健診で配布した。
　配付数　８９７人

 １． 閲覧用図書、雑誌、視聴覚資料について、利用者のニー
ズや分野別のバランスをとりながら購入し、図書館利用の
促進を図った。
　図書
　　伊勢図書館　７，５３９冊
　　小俣図書館　５，３２１冊
　雑誌
　　伊勢図書館　１，８６８冊
　　小俣図書館　２，０９１冊
　視聴覚資料
　　伊勢図書館　　　　３８点
　　小俣図書館　　　　４２点

図書整備経費

 ２．
ブックスタート支
援事業

１，４３５

5,589 一般財源

施 策 の 成 果

 １．
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決算書
1        頁

１９３

2

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）９．観光文化会館費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

86,400 3,405

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９５

1

（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）２．学校保健費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

14,823

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９５

1
1

１９５

2

159,323 決 算 額 の 財 源 内 訳

150,563 一般財源

地域社会の中で、放課後等に子どもたちの安全で健やか
な活動場所を確保するため、「放課後子ども教室」及び
「地域による土曜日等の教育支援事業」を実施した。

事業実施にあたって、伊勢文化サークル協会に委託し、
所属サークルの協力を得て、子どもたちに様々な体験・活
動を提供した。

・名　称
　「放課後子ども教室」
　「地域による土曜日等の教育支援事業」
　（伊勢市における呼称：いせ子どもチャレンジ教室）

・実施講座数
　「放課後子ども教室」５０講座（受講者６８７人）
　「地域による土曜日等の教育支援事業」１０講座
　（受講者１０４人）

 ２．
放課後子どもプラ
ン推進事業

２，７９３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 学校保健安全法に基づく健康診断として、児童生徒及び
幼児に対し、校医等による内科、歯科検診を実施するとと
もに、専門医、学校薬剤師による各種検診、検査を実施
し、幼児児童生徒の健康管理に努めた。

児童生徒保健管理
事業

７３，７８７

60,758

文 化 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

84,078 一般財源

69,255

 １． 施設運営に必要な維持補修工事として、会館の空調設備
改修工事及び舞台照明設備の改修工事等を施工した。観光文化会館施設

維持補修経費
１０２，８４８

学 校 教 育 課

 ２． 結核問診と学校医による定期健康診断により結核の早期
発見・早期治療及び児童生徒への感染防止に努めた。ま
た、感染が疑われる対象者に精密検査を実施した。

児童生徒結核検診
事業

１７

86,322 決 算 額 の 財 源 内 訳
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決算書
2        頁

１９５

3

（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）３．学校給食費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

46,400 2,240

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９５

1
1

１９５

2
2

１９５

3
3

１９７

4

決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 県費負担教職員を対象に定期健康診断を実施し、健康の
保持増進を図った。４，４２９

事 業 名

学校給食管理経費 １６５，４１４

608,882 決 算 額 の 財 源 内 訳

教職員健康管理事
業

 ２．

588,410 一般財源

539,770

 １．

中学校給食共同調理場の運営・管理を行い、市内共同調
理場方式実施１２中学校の生徒へ、安全・安心でおいしい
給食を提供した。

中学校給食共同調
理場管理経費

１６３，４６９

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

「安全でおいしい学校給食」が円滑に提供できるよう、
給食調理従事者の健康管理、衛生管理等を実施し、設備の
充実、食中毒の防止等に努めた。

 ３． 老朽化した大型備品の更新を行い、衛生管理を徹底し
た。給食施設整備経費 ７，５１０

 ４．

学校給食が円滑に実施できるよう、施設の維持管理に努
め、安定した学校給食運営を図った。学校給食施設維持

管理経費
３，０３６
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決算書
4        頁

１９７

5
5

１９７

6

（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）４．体育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

5,406

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９７

1

95,458 決 算 額 の 財 源 内 訳

 ５．

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

５１２

88,817 一般財源

83,411

観 光 振 興 課

 ６． 児童生徒が生涯にわたって健全な心と身体を培い豊かな
人間性を育む基礎を作ることを目的に、学校・家庭・地域
が連携しそれぞれの学校・地域の特色を活かした食育の取
組を実施した。

食育推進事業

　平成２７年度新規事業
二見、小俣、御薗中学校の学校給食を共同調理場方式に

移行するための施設整備・備品購入等を行った。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　消耗品費　　 9,799,000円
　　　　　　　工事請負費　39,501,000円
　　　　　　　備品購入費　38,277,000円

【平成27年度の実績】
・共同調理場分改修工事　　　 4,568,400円
・二見中学校受入施設改修工事11,296,800円
・小俣中学校受入施設改修工事10,377,720円
・御薗中学校受入施設改修工事10,800,000円
・三中学校既設厨房機器撤去・再設置工事
                               480,600円
・機械器具備品、庁用備品購入
　（食器消毒保管機、回転釜、配送用コンテナ等）
　　　　　　　　　　　　　　　36,036,476円
・食器等消耗品類購入（食器、調理器具等）
　　　　　　　　　　　　　　　 7,351,517円

【事業を取りまく状況等】
二見、小俣、御薗中学校の学校給食は単独自校調理場方

式により実施してきたが、調理機器の老朽化が進み、大規
模修繕を必要とする可能性が高いことから、安定した学校
給食を提供するため、平成２7年８月から共同調理場方式
へ移行した。

中学校給食施設整
備事業

８０，９１２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 集客による伊勢市への経済波及効果を図るため全国規模
の大会を開催し、全国各地から多くの方が参加した。
  ・2015中日三重　お伊勢さんマラソン
　　日程　平成27年12月5日（土）ウォークの部
　　　　　平成27年12月6日（日）ランニングの部
　　会場　県営サンアリーナ周辺
　　参加者数　10,949人（両日合計）

    ◆決算額
　　　委託料　　　　　　１９，６４７千円

集客誘致大会開催
事業

１９，６４７
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決算書
1        頁

１９７

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９７

1
1

１９７

2
2

１９７

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． Ｈ30高校総体及びＨ33国民体育大会を伊勢市で開催する
ための準備として、開催先進市町やＨ27開催市町の視察を
行った。（岐阜市・和歌山市ほか）

また、国体開催競技の中央競技団体による競技会場等の
正規視察を受け、開催に向けた協議を行った。
　　◆決算額
　・視察旅費等　　　７０５千円

高校総体及び国民体育大会の準備のため、嘱託職員（１
名）を配置した。
　・嘱託賃金等　２，２２６千円

国民体育大会準備
経費

２，９３１

 ２． 生涯スポーツ社会の実現に向けて、地域のスポーツ施設
を拠点として、子どもから高齢者まで全ての地域住民が各
自のニーズに沿って気軽にスポーツに参加できる地域住民
主体の総合型地域スポーツクラブの育成を図った。各クラ
ブにおいては、年間を通じて多くのスポーツ教室や大会等
を開催し、スポーツをする場を提供した。

なお、平成２８年１月１日においては、８団体、会員総
数３,１７４人であった。

総合型地域スポー
ツクラブ育成事業

７，４０９

スポーツ推進委員
事業

３，６９６

ス ポ ー ツ 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． いせスポーツフェスティバルを筆頭に、各種スポーツ教
室やウォーキング等の様々なスポーツ行事を開催し、市民
の健康の維持・増進と生涯スポーツの普及を図ることがで
きた。

 ３． 集客による伊勢市への経済波及効果を図り、全国規模の
大会を開催した。
　・第１０回全日本ジュニア体重別相撲選手権大会
　　（２７人）
　・第６３回神宮奉納社会人野球ＪＡＢＡ伊勢・松阪大会
　　（４２８人）
　・第３１回神宮奉納全日本ソフトテニス大会
　　（２５０人）
　・第２７回都道府県対抗全日本中学生ソフトテニス大会
　　（８７６人）
 また、以下の大会に負担金を支出した。
　・文部科学大臣杯第50回全日本大学女子ソフトボール
　　選手権大会（９９０人）
　・天皇賜杯第70回全日本軟式野球大会
　　伊勢会場６試合（県内８会場のうち）

集客誘致大会開催
事業

９，０００
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（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）５．体育施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

4,383 41,700 54,506

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９７

1
1

１９７

2

243,422 決 算 額 の 財 源 内 訳

227,261 一般財源

126,672

 １． 伊勢市のスポーツ振興のため、各施設を快適に利用でき
るよう、適正な運営、維持管理を行った。体育施設管理運営

経費
１６７，１６０

施 策 の 成 果

 ２． 安全で快適なスポーツ施設の充実を図るため、業務委
託、修繕及び改修を行い、各施設の管理や機能修復、向上
を行った。

施設整備については、平成３０年高校総体、平成３３年
国民体育大会に向けて、担当部署と調整を図っていく。

・大仏山公園スポーツセンター台帳作成業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，６１４千円
・フットボールヴィレッジ倉庫設置工事　４，３６３千円
・倉田山公園野球場外周防球フェンス設置工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７，３１６千円
・フットボールヴィレッジ駐車場横断防止柵設置工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，６９２千円
・朝熊山麓公園ソフトボール場フェンス改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６，８４８千円
・倉田山公園野球場防球ネット（一塁側）整備工事
　
　　着工　平成２７年２月２０日
　　完成　平成２７年６月１５日
　　契約額　２３，２２８千円
　　　平成２６年度実績　　９，０００千円
　　　平成２７年度実績　１４，２２８千円

体育施設整備事業 ６０，１０１

ス ポ ー ツ 課

事 業 名 決 算 額
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（款）12．災害復旧費　（項）１．農林水産業施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,119

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９９

1

（款）12．災害復旧費　（項）１．農林水産業施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,280

    （単位  千円）

決算書
       頁

１９９

1

 １． 平成27年9月8日～9日に発生した台風18号の豪雨によ
り、楠部東排水機場が浸水したため、修繕工事を行い機能
回復を図った。
・楠部東排水機場災害復旧工事設計業務委託　一式
・楠部東排水機場修繕工事　一式

農地・農業用施設
災害復旧事業

７，０２３

　（目）３．漁港災害復旧費

6,564 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,904

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　（目）１．農地・農業用施設災害復旧費

43,303 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,023 一般財源

 １． 平成27年8月25日～26日に発生した台風15号により、豊
北漁港海岸ほかに大量に流木が漂着し、漁業被害、海難事
故防止のため、これらの撤去を行い、船舶の安全航行の確
保と漁業被害防止を図った。

漁港等災害復旧事
業

６，５６１

6,561 一般財源

3,281

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

137



（款）12．災害復旧費　（項）２．公共土木施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

9,381 4,600

    （単位  千円）

決算書
       頁

２０１

1

　（目）２．河川災害復旧費

31,060 決 算 額 の 財 源 内 訳

 １． 平成２７年８月２５日の台風１５号豪雨及び平成２７年
９月９日の台風１８号豪雨災害により被災した箇所の施設
の機能回復を図るため、復旧を進めた。
（概要）
　河川災害復旧
　【補助分】
　　①平成２７年度現年分　　５件　 Ｌ＝２８．５ｍ
　　　矢田川左岸
　　　朝熊川左岸
　　　大倉川右岸
　　　五十鈴川左岸
　　　朝熊川右岸
　　②平成２８年度へ繰越　　３件　 Ｌ＝５０．５ｍ
　　　古屋川左右岸
　　　大谷川右岸
　　　五十鈴川右岸
　【単独分】
　　①平成２７年度現年分
   　 測量設計業務　　　　　　　一式  　　　　１件

河川災害復旧事業 １５，０２０

15,020 一般財源

1,039

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）13．公債費　（項）１．公債費　（目）１．元金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

44,327

    （単位  千円）

決算書
       頁

２０３

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

２０３

1

（款）13．公債費　（項）１．公債費　（目）２．利子

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

11,806

    （単位  千円）

決算書
       頁

２０３

1

4,884,383 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,884,381 一般財源

 １． 過去に借入れた市債の元金の支払いを行った（通常償
還）。
　・借入利率　　0.1%～4.8%
　・借入年度　　昭和62年度～平成25年度
　・未償還残高　51,398,486千円

市債償還元金 ４，８７７，２０３

4,840,054

財 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成16年の台風21号で被災した世帯に災害援護資金の貸
付を行った際に三重県から借受けた貸付金原資の償還を
行った。
（施策の概要）
災害援護資金県貸付金　　　22,200,000円
償還期限　　　　　　　　　平成27年度まで
平成26年度末までの償還額　15,021,745円
平成27年度の償還元金　　　 7,178,255円
    ・上半期償還額　　  　    67,915円
    ・下半期償還額　　 　　7,110,340円
※平成27年度は償還最終年度にあたるため、「災害援護資
金にかかる県貸付金貸付要綱」に基づき、平成27年度下半
期において未償還金残額を全額県に償還を行った。

市債償還元金 ７，１７８

　過去に借入れた市債の利子の支払いを行った。
・借入利率　0.1%～4.8%
・借入年度　昭和62年度～平成26年度

市債利子 ５０７，２８２

507,450 決 算 額 の 財 源 内 訳

507,447 一般財源

495,641

財 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
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  【国民健康保険特別会計】

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）１．一般被保険者療養給付費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,900,973 331,387

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２３

1

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）２．退職被保険者等療養給付費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

291,227

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２３

1

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）３．一般被保険者療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

13,988 1,423

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２３

1

45,906

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　８，７１８件一般被保険者療養

費
６１，３１７

施 策 の 成 果

 １． 退職被保険者等の療養給付費
（１）診療延件数（薬剤、訪問看護を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　　２２，６７３件
（２）年度平均被保険者数　　　　　　１，１２６人

退職被保険者等療
養給付費

３０５，６７４

66,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

61,317 一般財源

 １． 一般被保険者の療養給付費
（１）診療延件数（薬剤、訪問看護を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　５１９，８２５件
（２）年度平均被保険者数　　　　　３０，８８０人

一般被保険者療養
給付費

７，８０５，４７５

14,447

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額

305,674 決 算 額 の 財 源 内 訳

305,674 一般財源

7,805,475 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,805,475 一般財源

5,573,115

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）４．退職被保険者等療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,626

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２３

1

（款）２．保険給付費　（項）２．高額療養費　（目）１．一般被保険者高額療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

226,473 23,038 108,357

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２５

1

（款）２．保険給付費　（項）２．高額療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

44,111

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２５

1

 １． 退職被保険者等の高額療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　７５６件退職被保険者等高

額療養費
４６，２９９

　（目）２．退職被保険者等高額療養費

46,299 決 算 額 の 財 源 内 訳

46,299 一般財源

2,188

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

634,866

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の高額療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　３５，２６６件一般被保険者高額

療養費
９９２，７３４

退職被保険者等の療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　４７７件退職被保険者等療

養費
２，７５７

992,734 決 算 額 の 財 源 内 訳

992,734 一般財源

131

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

3,780 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,757 一般財源
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（款）２．保険給付費　（項）４．出産育児諸費　（目）１．出産育児一時金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２５

1

（款）２．保険給付費　（項）５．葬祭諸費　（目）１．葬祭費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２５

1

（款）８．保健事業費　（項）１．特定健康診査等事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

28,394 28,394

    （単位  千円）

決算書
       頁

２２９

1
1

２２９
 ２． 15,453 特定保健指導の実施

（１）　動機付け支援　　　　　　 　　　　５０４人
（２）　積極的支援　　　　　　　 　　　　  ２８人

特定保健指導事業
費

１５，４５３

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

103,980

 １． 145,315 特定健康診査の実施
（１）　受診件数　　　　　　　　　１３，６３０人特定健康診査事業

費
１４５，３１５

　（目）１．特定健康診査等事業費

177,537 決 算 額 の 財 源 内 訳

160,768 一般財源

 １． 葬祭費の支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　２０６件葬祭費 １０，３００

 １．

10,300

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

12,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

10,300 一般財源

出産育児一時金 ３３，５５２

60,480 決 算 額 の 財 源 内 訳

33,552 一般財源

33,552

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額

出産育児一時金の支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　８０件

施 策 の 成 果
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  【後期高齢者医療特別会計】

（款）２．後期高齢者医療広域連合納付金　（項）１．後期高齢者医療広域連合納付金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

２４１

1

　（目）１．後期高齢者医療広域連合納付金

2,719,582 決 算 額 の 財 源 内 訳

 １． 三重県後期高齢者医療広域連合の市町負担金
・後期高齢者医療保険料
　市が徴収した保険料及び延滞金を広域連合へ納付
　　　　　　　　　　　１，１３０，７６３千円
・保険基盤安定制度負担金
　低所得者にかかる保険料軽減分を負担
　　　　　　　　　　　　　３０９，８５７千円
・保健事業負担金
　広域連合の行う保健事業経費の市分担金
　　　　　　　　　　　　　　１８，６５９千円
・事務費負担金
　広域連合事務経費（共通経費）の市分担金
　　　　　　　　　　　　　　５０，９２２千円
・療養給付費負担金
　伊勢市の被保険者に係る医療給付費の1/12の額
　　　　　　　　　　　１，１９１，２１９千円

後期高齢者医療広
域連合負担金

２，７０１，４２０

2,701,420 一般財源

2,701,420

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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  【介護保険特別会計】

（款）１．総務費　（項）１．総務管理費　（目）２．介護保険推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

255

1
1

255

2

（款）２．保険給付費　（項）１．介護サービス等諸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,834,914 1,617,538 3,211,626

    （単位  千円）

決算書
       頁

２５７

1

 １． ・居宅介護サービス給付費負担金
　　支給件数９７，３８０件　　５，１５９，２５７千円
・地域密着型介護サービス給付費負担金
　　支給件数　６，０８６件　　１，０８５，７７７千円
・施設介護サービス給付費負担金
　　支給件数１４，０５８件　　３，４０９，６９７千円
・居宅介護福祉用具購入費負担金
　　支給件数　　　４６５件　　　　　１２，５６１千円
・居宅介護住宅改修費負担金
　　支給件数　　　４１４件　　　　　３７，２５２千円
・居宅介護サービス計画給付費負担金
　　支給件数３７，７３９件　　　　５２３，５２０千円

介護サービス等給
付事業

１０，２２８，０６４

一般財源

3,842,087

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額

　（目）１．介護サービス等給付費

 ２． 平成27年3月に策定した「伊勢市第７次老人福祉計画・第
６期介護保険事業計画」の印刷業務を委託し関係機関へ配
布を行った。

施 策 の 成 果

11,754,489 決 算 額 の 財 源 内 訳

11,506,165

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 本市における介護保険事業について、市民等から意見を
聴き円滑な運営を図るため伊勢市介護保険推進協議会を開
催した。

介護保険推進協議
会運営事業

３３８

890 決 算 額 の 財 源 内 訳

889 一般財源

介護保険事業計画
策定事業

５５１

889

【大事業】
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1

２５７

2
2

２５７

3
3

２５９

4
4

２５９

5

（款）３．地域支援事業費　（項）１．地域支援事業費　（目）１．介護予防事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,963 981 3,177

    （単位  千円）

決算書
       頁

２５９

1
1

２５９

2
2

２５９

3

１，７８９

６５歳以上の元気な高齢者を対象に運動器機能の向上の
ためストレッチ体操、筋力トレーニング等に関する講座を
（２４回、６１１人）に開催した。

運動器機能向上事
業

５００

 ２． 本年度中に７０歳を迎える元気な高齢者１，０２６人に
対し介護予防ＢＯＯＫの配布し、運動・認知・口腔・栄養
改善等総合的な介護予防に関する講座（４回、５１人）特
別講演会（１回、１６２人）を開催し知識の普及に努め
た。健康チエックコーナーは３，２６０人の利用があっ
た。

介護予防強化事業

 １． ６５歳以上の高齢者を対象に介護予防講演会、すこやか
教室（老人クラブ）等を（１１８回、３，１９６人）開催
し、介護予防に関する知識の普及啓発を行った。

介護予防普及啓発
事業

３，３２２

 ３．

7,956 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,330 一般財源

【大事業】

1,209

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． ・高額介護サービス費負担金
　　支給件数２１,４３６件　　　　 ２０１，４５７千円
・高額介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　２９６件　　　　　　　　２６９千円

高額介護サービス
等給付事業

２０１，７２６

 ５． ・高額医療合算介護サービス費負担金
　　支給件数　１，１１８件　　　　　２７，５０５千円
・高額医療合算介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　　３４件　　　　　　　　１７９千円

高額医療合算介護
サービス費等給付
事業

２７，６８３

特定入所者介護
サービス等給付事
業

４７９，１０３

・介護予防サービス給付費負担金
　　支給件数２２，６２２件　　　　４５４，０４６千円
・地域密着型介護予防サービス給付費負担金
　　支給件数　　　２２２件　　　　　１２，８８１千円
・介護予防福祉用具購入費負担金
　　支給件数　　　１７４件　　　　　　３，４３５千円
・介護予防住宅改修費負担金
　　支給件数　　　３０９件　　　 　 ３１，３０１千円
・介護予防サービス計画費負担金
　　支給件数１５，４２５件　　　　　６７，９２７千円

介護予防サービス
等給付事業

５６９，５９０

 ４． ・特定入所者介護サービス費負担金
　　支給件数１２，６１６件　　　　４７８，７９６千円
・特定入所者介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　　５５件　　　　　　　　３０７千円

【大事業】

【大事業】

 ２．

【大事業】
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決算書
3        頁

２５９

4
4

２５９

5
5

２５９

6

    （単位  千円）

決算書
       頁

２５９

1

（款）３．地域支援事業費　（項）１．地域支援事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

63,981 31,991

    （単位  千円）

決算書
       頁

２６１

1
1

２６１

2
2

２６１

3

 ３． 利用者へ給付費通知書を発送することで、適切な介護
サービスの利用を促した。
　　発送回数　　４回
　

介護給付費等費用
適正化事業

２，６９４

 ２． 通所サービスや施設サービスを提供している事業所を介
護相談員が２人１組で訪問し、利用者から不満や要望など
を聞き取り、利用者・事業所・事務局との橋渡しを行っ
た。
　　介護相談員　　１０名　　延べ活動日数　８３９日

介護相談員派遣事
業

４，４１６

 １． 介護保険において要介護４・５に認定された高齢者等
（施設入所者を除く）に対し、介護に必要な紙おむつ・尿
取りパッド、紙パンツ、清拭剤、ドライシャンプーの購入
費用の一部をクーポン券により補助した。
　　支給者数　５７６人
 

介護用品支給事業 ２１，４０７

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　（目）２．包括的支援事業・任意事業費

168,665 決 算 額 の 財 源 内 訳

158,151

要介護状態となるおそれのある虚弱な高齢者を早期に把
握し対応を行うために、一定の年齢の方を対象に「いきい
きチエック」を行い、介護予防の推進と啓発を行った。

二次予防事業対象
者把握事業

６５８

一般財源

62,179

地 域 包 括 ケ ア 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

地域における介護予防に関する自主的な活動が実施され
ているよう認知症予防や運動器機能向上を目的とした自発
的な活動の支援を行った。５７５回、６，７０８人が活動
を行いその内７３回、１，１５２人に支援を行った。

 ６． ６５歳以上で運動器機能、認知機能、口腔機能等の向
上、改善が必要な二次予防事業対象者に複合型介護予防教
室、訪問型の指導等（２０回、３６人）を行い機能低下の
予防を推進した。

複合型介護予防事
業

１１１

地域介護予防活動
支援事業

１０１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５．

 ４． ６５歳以上の元気な高齢者を対象に脳活性化教室（２８
回、５３３人）を開催し、認知機能の活性化と予防の啓発
を行った。

認知症予防事業 ６６８
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    （単位  千円）

決算書
       頁

２５９

1
1

２５９

2
2

２６１

3
3

２６１

4
4

２６１

5
5

２６１

6
6

２６１

7

    （単位  千円）

決算書
       頁

２６１

1

施 策 の 成 果

 １． 高齢者世話付住宅（市営リバーサイドせせらぎ）に居住
する高齢者に対し、生活援助員を派遣し、生活指導・相
談、安否確認、一時的な家事援助、緊急時の対応などの
サービスを提供することにより、自立して安全かつ快適な
在宅生活を営むことができるよう支援した。

高齢者住宅等安心
確保事業

９，１８２

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額

 ６． おおむね６５歳以上の一人暮らし高齢者や高齢者のみの
世帯で、調理が困難な者に対し、栄養のバランスがとれた
食事を定期的に提供するとともに安否確認を行い、要介護
状態への進行の予防等を行い、高齢者の福祉増進を図っ
た。

食の自立支援事業 ５，２３７

 ７． 認知症などで徘徊のおそれのある方の情報を事前に登録
することで、早期発見、早期保護に役立てることができ、
高齢者の安心、安全な生活の支援を行なった。

徘徊SOSネットワー
ク事業

４７８

 ４． 介護予防・日常生活支援総合事業にかかる生活支援の充
実、高齢者の社会参加、支え合い体制づくり、介護予防の
推進、関係者間の意識共有と自立支援に向けたサービスの
推進を構築するために生活支援コーディネーターを配置し
た。

生活支援体制整備
事業

３，０８８

 ５． 認知症の予防、早期発見、早期治療、安定した生活を送
り続けることができるよう、認知症初期集中支援チームを
立ち上げるとともに、各関係機関との連携を図り地域包括
ケアシステムの構築と推進を行なった。

認知症施策事業 ３８２

 ２． 在宅の高齢者や要介護高齢者の介護者に対し、在宅介護
に関する総合的な相談に応じるとともに、当該高齢者及び
その介護者のニーズに対応した保健福祉サービスが総合的
に受けられるよう関係機関との連絡調整を行った。

 ３． 高齢者が住み慣れた地域で生活を続けるために、高齢者
虐待防止と権利擁護の啓発および在宅支援に関する関係者
の連携の強化等に取組み、地域包括ケアシステムの構築と
推進を行った。

地域包括ケア事業 １０，７２９

 １． 地域包括支援センターを委託し、保健・医療・福祉の連
携の拠点のさらなる充実と、高齢者の生活を総合的に支え
る地域包括ケア体制の実現にむけ、高齢者の支援体制の強
化・充実を図った。

地域包括支援セン
ター運営事業

６８，０００

在宅介護支援事業 ６，３０２

地 域 包 括 ケ ア 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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  【観光交通対策特別会計】

（款）１．観光交通対策事業費　（項）１．管理費　（目）１．管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

538,974

    （単位  千円）

決算書
       頁

２７９

1

94,676

交 通 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 神宮周辺では、交通渋滞が頻繁に発生しており、来訪さ
れた方だけでなく、地域住民の生活にも支障をきたしてい
る。このため、内宮周辺駐車場の駐車場収入により交通誘
導や情報発信、パーク＆バスライドなどの交通対策を行い
観光振興や地域住民の生活環境の改善を図った。

【駐車場使用料収入】５３８，８０２，５００円
【利用台数】　　　　　　　　９２４，３５５台

718,092 決 算 額 の 財 源 内 訳

633,650 一般財源

駐車場管理運営経
費

３７３，６３２
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（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

136,619 62,667 68,500 166 5,286 3,931

八日市場高向線ほか１線（２工区）整備事業（交付金） 54,763 28,413 25,000 0 1,350

八日市場高向線整備事業（交付金） 78,477 34,254 42,000 0 2,223

県営事業地元負担金　※ 1,713 0 0 0 1,713

【繰越】
県営事業地元負担金　※

1,666 0 1,500 166 0

38,095 0 36,100 0 1,995 1,484

倉田山公園整備事業（交付金） 38,095 0 36,100 0 1,995

613,054 0 0 0 613,054 455,905

旧伊勢分 411,608 0 0 0 411,608

旧二見　H18借入以降分　（茶屋２５号線、二見浦交通広場） 9,116 0 0 0 9,116

旧小俣　H18借入以降分
　（下卯起宮川駅野依橋線）

70,350 0 0 0 70,350

旧御薗　H18借入以降分
　（八日市場高向線ほか１線、秋葉山高向線、高向神田線、高向西公園）

121,980 0 0 0 121,980

1,319,512 0 0 0 1,319,512 981,270

公共下水道事業繰出金（建設改良事業費） 101,940 0 0 0 101,940

公共下水道事業繰出金（地方債償還金・旧伊勢分） 1,000,380 0 0 0 1,000,380

　　　〃　　（地方債償還金・旧二見　H18借入以降分） 48,192 0 0 0 48,192

　　　〃　　（地方債償還金・旧小俣　H18借入以降分） 84,052 0 0 0 84,052

　　　〃　　（地方債償還金・旧御薗　H18借入以降分） 84,948 0 0 0 84,948

合　　　　　　　　計 2,107,280 62,667 104,600 166 1,939,847 1,442,590

街路・道路整備事業

一般財源のうち
都市計画税

充当額

　※ 県営ウォークギャラリー整備事業（外宮度会橋線）に係る地元負担金

平成２７年度　都市計画税充当状況

　都市計画税は、「都市計画法」に基づいて実施する都市計画事業の財源として課税する目的税であり、本市では一般会計の歳
出において下表のとおり各事業に充当した。

財源内訳都市計画税
充当対象

経費決算額

下水道整備事業

公債費（都市計画事業分）

公園整備事業

事業名
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【費目別不納欠損の状況】
（単位　人、円）

事 由 対 象 人 数 不 納 欠 損 額 所 管 課

○一般会計

市税

市民税 （５８６） （２１，７１３，６１８） 課税課（収納推進課）

３８９ １０，２４２，１８４

消滅時効 ３８０ ９，６８７，８８２

無財産等徴収不能 ９ ５５４，３０２

固定資産税 （６０７） （２６，２６３，７１２） 課税課（収納推進課）

５５３ ４４，４４０，０８６

消滅時効 ５４２ ２０，６４３，３００

無財産等徴収不能 １１ ２３，７９６，７８６

軽自動車税 （５５０） （２，９２７，８００） 課税課（収納推進課）

４８７ ２，６６７，３００

消滅時効 ４８１ ２，６２８，７００

無財産等徴収不能 ６ ３８，６００

都市計画税 （６０７） （４，８７１，１７６） 課税課（収納推進課）

５５３ ８，４９７，８１６

消滅時効 ５４２ ３，９４７，４０４

無財産等徴収不能 １１ ４，５５０，４１２

分担金及び負担金

老人福祉施設入所負担金 （０） （０） 高齢・障がい福祉課

消滅時効 １ ６７，５００

保育所保育料 （３３） （２，３３５，２２０） こども課

３１ ２，２４４，６１０

消滅時効 ２７ ２，００７，７１０

無財産等徴収不能 ４ ２３６，９００

（２，３８３） （５８，１１１，５２６）

２，０１４ ６８，１５９，４９６

○国民健康保険特別会計

国民健康保険料

国民健康保険料 （７８７） （８６，７８２，２７２） 医療保険課

６２９ ６１，４１５，９６０

消滅時効 ６２９ ６１，４１５，９６０

国民健康保険税

国民健康保険税 （１１） （５６４，２７６） 医療保険課

５ ５８１，１００

消滅時効 ５ ５８１，１００

（７９８） （８７，３４６，５４８）

６３４ ６１，９９７，０６０

○後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療保険料 （３３） （１，６３１，８５３） 医療保険課

２５ １，３９９，９８９

消滅時効 ２５ １，３９９，９８９

※上段(　 )書は平成26年度実績値

費 目

一般会計　計

国民健康保険特別会計　計
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○介護保険特別会計

保険料

介護保険料 （３００） （９，４１２，３１０） 介護保険課

２９８ ９，５１３，９６３

消滅時効 ２９８ ９，５１３，９６３
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（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 9.9 億円

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 185 億円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

国支出金 県支出金 市債 その他
地方消費税交
付金（社会保
障財源化分）

その他

障害者福祉事業 2,436,712 1,069,356 513,561 95,400 25,231 124,427 608,737

高齢者福祉事業 319,659 0 4,541 0 83,582 4,150 227,386

児童福祉事業 5,866,628 1,972,662 602,613 0 574,200 199,074 2,518,079

父母子福祉事業 554,019 188,011 0 0 0 0 366,008

生活保護扶助事業 2,131,392 1,544,931 72,603 0 0 19,665 494,193

その他社会福祉事業 506,917 157,530 24,659 0 14,120 39,764 270,844

小計 11,815,327 4,932,490 1,217,977 95,400 697,133 387,080 4,485,247

介護保険特別会計繰出金 1,527,788 10,963 5,482 0 0 34,609 1,476,734

国民健康保険特別会計繰出金 806,613 113,398 369,858 0 0 30,215 293,142

小計 2,334,401 124,361 375,340 0 0 64,824 1,769,876

後期高齢者医療特別会計繰出金 1,519,735 0 232,392 0 0 65,953 1,221,390

医療費支給事業 827,392 0 336,875 0 0 19,301 471,216

医療提供体制確保事業 82,829 0 6,000 0 9,357 18,472 49,000

病院事業繰出金 1,181,700 0 0 0 630 327,110 853,960

疾病予防対策事業 324,483 0 5,701 0 0 80,772 238,010

健康増進対策事業 291,704 1,894 7,797 0 4,676 16,723 260,614

母子保健推進事業 162,145 7,732 6,270 0 1,665 6,143 140,335

小計 4,389,988 9,626 595,035 0 16,328 534,475 3,234,524

18,539,716 5,066,477 2,188,352 95,400 713,461 986,379 9,489,647

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合計

平成27年度　地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当事業

○地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障
施策に要する経費

事　業　名 経　費

財源内訳

特定財源 一般財源
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